
平成２０年度 第１回富県宮城推進会議 次第 
 

日時：平成２０年６月４日（水） 
午前９時30分から午前11時30分まで 

場所：宮城県庁行政庁舎４階 特別会議室 
 

 
 
１ 開  会 
 
２ あいさつ 
 
３ 議  事 
 （１）「富県宮城の実現」に向けた各団体の取組実績及び取組計画について 

 
 （２）団体間で連携可能な検討テーマ（案）について 
  

（３）「富県宮城の実現」に関する表彰制度について 

 

（４）年間スケジュール（案）について 
 

 （５）その他 
 
 
４ 閉  会 
 

 

 

 

 

【配布資料】 

資料１ 「富県宮城の実現」に向けた各団体の取組実績（団体ごと） 

資料２ 「富県宮城の実現」に向けた各団体の取組計画（団体ごと） 

資料３ 平成２０年度宮城県内の主要事業（国土交通省） 

資料４ 団体間で連携可能な取組に関する検討テーマ（案） 

資料５ （仮称）富県宮城グランプリ表彰制度（案） 

資料６ 平成２０年度富県宮城推進会議及び幹事会スケジュール（案） 

  

参考資料１ 宮城県民経済計算（平成１８年度・速報）の概要 

参考資料２ 「平成２０年度第１回富県宮城推進会議幹事会」会議録要旨 



　
（順不同，敬称略）

職　　名 氏　　名

1 社団法人東北経済連合会 会　長 幕田　圭一 （代理）専務理事　三瓶　光紀

2 社団法人宮城県経営者協会 会　長 幕田　圭一 （代理）専務理事　後藤　義昭

3 仙台経済同友会 代表幹事 中村　孝也 《御欠席》

4 社団法人みやぎ工業会 会　長 羽田　祐一 （代理）副会長　白幡　洋一 副会長

5 社団法人東北ニュービジネス協議会 会　長 大山　健太郎 （代理）専務理事　木村　富雄

6 社団法人宮城県銀行協会 会　長 鎌田　　宏 （代理）常務理事　沢田　　巧

7 宮城県商工会議所連合会 会　長 丸森　仲吾 丸森　仲吾 会長

8 宮城県商工会連合会 会　長 天野　忠正 天野　忠正

9 宮城県中小企業団体中央会 会　長 佐伯　昭雄 佐伯　昭雄

10 社団法人宮城県情報サービス産業協会 会　長 龍田　勝利 （代理）事務局長　原田　孜

11 宮城県観光誘致協議会 会　長 大沼　眞治 （代理）事務局長　三浦　均 　　

12 社団法人宮城県建設業協会 会　長 佐藤　博俊 （代理）副会長　佐藤　正尚 平成２０年５月変更

13 宮城県農業協同組合中央会 会　長 木村　春雄 《御欠席》 副会長

14 宮城県漁業協同組合
経営管理委員会

会長
木村　　稔 木村　　稔 　

15 日本労働組合総連合会宮城県連合会 会　長 楳原　惣一郎 （代理）副事務局長　佐藤　剛 　

16 東北大学 総　長 井上　明久
（代理）総長特命主幹（地域連
携総括）　長谷川　史彦

　

17 東北学院大学 大学長 星宮　　望 《御欠席》

18 宮城県市長会 会　長 梅原　克彦 《御欠席》 　

19 宮城県町村会 会　長 佐々木　功悦 《御欠席》 　

20 東北農政局 局　長 宮坂　　亘 宮坂　　亘 　

21 東北経済産業局 局　長 赤津　光一郎 赤津　光一郎

22 東北地方整備局 局　長 久保田　勝 （代理）副局長　岡田　光彦 　

23 東北運輸局 局　長 内藤　政彦 内藤　政彦

24 宮城県 知　事 村井　嘉浩 村井　嘉浩 　

平成２０年度富県宮城推進会議委員名簿・第１回会議出席者名簿

番号 団　　体　　名
推進会議委員

出　席　者 備　考



「富県宮城の実現」に向けた各団体の取組実績（団体ごと） 資料１

団体名 事業主体 概要 目標 平成１９年度実績
該当施
策番号

要望・提案 参考

1 マーケティング・ビ
ジネスプラン支援
事業

マーケティング，知財戦略等について
ベンチャー企業，第2創業等を支援

5年間で30社支援 H18-19年度累計　6社
○㈱ピー・ソフトハウス社(仙台市)　他

1 東経連事業化セン
ターhttp://www.nc-
t.jp/

2 産学マッチング事
業

東経連事業
化センター

大学・公設試等のシーズにもとづく地
元企業との共同研究事業を支援

5年間で100プロジェ
クト創出

H18-19年度累計　21社 1 東経連事業化セン
ターhttp://www.nc-
t.jp/

3 ビジネス講座 東経連事業
化センター

マーケティング，知財，ファイナンス等
のビジネススキルの向上に関するセミ
ナー等を開催

年間５テーマ程度 H19年度　4テーマ・10講座
○知財戦略プログラム　(5/15・仙台市・46名)
○ファイナンスプログラム　(11/1・仙台市・26名)
○第1回マーケティング・総合プログラム　(11/14-15・27名)
○第2回マーケティング・総合プログラム　(12/13・56名 )

1
5

東経連事業化セン
ターhttp://www.nc-
t.jp/

4 広域観光の推進 東北観光推
進機構

東北７県及び企業・団体が協働で広
域観光を推進。知名度向上，国内か
らの誘客，海外からの誘客を目指す。
　平成19年度事業費　154,950千円

宿泊客数〔年間〕
4261万人(H15)→
5595万人(H22)
外国人訪問者数〔年
間〕
300千人(H16)→580
千人(H22)

○国内大都市圏及び香港・広州（中国）のマーケット調査・分析
○東北観光のキャッチフレーズ・ロゴマークの作成
○広域観光モデルルート，モデルコースの開発
○教育旅行事例発表会の開催
○関西圏観光セミナー「東北の夕べ」開催
○ポータルサイトの開設
○中国，香港，台湾などの観光展への出展と現地プロモーション
活動
○YOKOSO!JAPAN東北実行委員会事業の実施　等

2 http://www.tokeir
en.or.jp/manabitab
i/index.php

5 東北国際物流戦略
チームの運営

東北地方整
備局
東北運輸局
東経連

東北域内港湾・空港の利用促進で効
率的な国際物流の実現を図る。
LCL(小口混載)輸出支援，インランド・
デポ（内陸通関拠点）の設置・活用，
効果的なポートセールスの促進の3つ
の課題をWGにて重点的に検討。

H20.2までにWGでの
検討結果を提言書と
してまとめる。

　ＷＧ会議（荷主企業，物流事業者，有識者，各県の港湾管理者
等で構成）を計9回開催し，検討結果を提言として取りまとめた。
(平成20年3月，主な内容は東北港湾の利用拡大に向けた東北全
体のポートセールス促進，LCLサービスの認知度向上に関する具
体策等)

4 国・関係機
関に具体
化を働きか
ける。

-

6 国際物流情報交換
会の開催

東経連 東北域内の物流関連企業や荷主企
業による定期的な情報交換の場を官
民共同により設定する。国際物流に
関するニーズや意見の把握，実例の
紹介等を行い，関係者の東北港湾に
対する理解浸透を図る。

小口混載輸出など
東北域内企業の輸
出促進の支援。

　企業の物流戦略や取組事例等の報告と参加者を交えた意見・
情報交換を行った。主なテーマは，①東北の港湾を活用した荷主
企業の成功事例，②商社におけるシベリア鉄道の活用状況，③
東北に立地する自動車工場の輸出構想，④物流事業者のLCL
サービスなど。　（11/19仙台，2/15秋田で開催。　各回とも約100
名が参加)

4 - -

7 国際業務室の運営 東経連 東北域内企業の中国ビジネス展開の
拡大を目指し，中国に関する最新情
報の提供を行うほか，中国各地で開
催される展示会や博覧会に出展・参
加し東北地域のPRを行う。

東北域内企業の中
国ビジネス展開の拡
大

○「中国事情講演会」の開催（2/12）
○「第3回中国吉林・北東アジア投資貿易博覧会」参加（8/30～
9/3）
○「第4回中国国際中小企業博覧会」への参加（9/14～9/18）
○「東北フェアin上海・ビジネスフェア」への参加（11/4～11/10）
○東経連「日中経済協力会議－於哈爾濱」訪問団の派遣（5/29
～6/3）
○東経連「日中国交正常化35周年記念訪中団」の派遣（8/24～
8/28）

4 東経連WEBサイト
事業主体代表は
（社）東北経済連
合会

8 日本海沿岸東北自
動車道
建設促進フォーラ
ム

日本海沿岸
東北自動車
道建設促進
フォーラム
実行委員会

日本海沿道沿線官民で連携し，建設
促進を一般に広く訴える。

日本海沿岸東北自
動車道の全線開通

　「第9回日本海沿岸東北自動車道建設促進フォーラム」を新潟
市で開催。(10/17，参加者約600名) 後日，日本海沿岸東北自動
車道の早期実現に関する要望活動を実施した。

5 東経連WEBサイト
事業主体代表は
（社）東北経済連
合会

9 フォーラム：東北は
訴える！
-インフラ整備これ
でいいのか-

東北の社会
資本を考え
る会

東北の経済界で連携のうえ，東北の
社会資本への，国家予算の重点配分
を訴える。

公共事業関係費の
東北への重点配分

　フォーラムを仙台市で開催。(7/27，参加者約1,300名)
後日，東北における社会資本整備の重点的推進に関する要望活
動を実施した。

5 事業主体は（社）
東北経済連合会を
代表とする５団体

10 水曜会定例会 (社）宮城県
経営者協会

人事労務管理の中核となる管理職に
よる人材育成，人事労務に関する講
演会及び研究会

年間定例開催による
管理能力の向上

６回開催。国の厚生労働政策，人事労務裁判事例，ＣＳＲ，メンタ
ルヘルス等の内容で実施。

5 (社）宮城県経営者
協会ＨＰ
http://www.miyagi
keikyo.or.jp

11 労働法ゼミナール (社）宮城県
経営者協会

人事労務管理者及び担当者のため
の労働判例研究

労働法研究による適
正な労務管理

管理者と実務者にわけ，各３回ずつ計６回開催。採用，賃金，労
働時間，労働契約の終了などの内容を実施。

5 (社）宮城県経営者
協会ＨＰ
http://www.miyagi
keikyo.or.jp

12 経協セミナー (社）宮城県
経営者協会

人事労務管理者及び担当者のため
の最新経営課題研究

人事労務管理の知
識向上

６回開催。社会保険実務，管理者の職場指導，債権回収に実務
などを実施。

5 (社）宮城県経営者
協会ＨＰ
http://www.miyagi
keikyo.or.jp

13 知づくり委員会 仙台経済同
友会

産学連携，産業集積に関する問題に
ついて議論，検討する。

委員会を開催し，諸問題に対し議論，検討した。 1

14 国際・観光委員会 仙台経済同
友会

仙台の国際化及び観光振興に関する
問題について議論，検討する。

委員会を開催し諸問題を議論，検討した。また，南東北経済同友
会観光推進連携会議を開催し，提言作成の議論を進めた。

2
4

15 富県戦略施策立案
の体制固め

みやぎ工業
会政策委員
会

みやぎ工業会として行政と連携しなが
ら富県戦略に取組む体制，フォーカス
分野決定，短長期実施項目策定など
を行う
　・取り敢えず作業－１
　　：企業実態調査・分析
　　：県産業振興幹部意見交換
　・取り敢えず作業－２
　　：
　etc

工業会の体制として
構築する

・政策委員会を年11回開催し，ﾌﾛﾈｼｽ21やCDクラスとのビジネス
マッチ，宮城ブランドの創出など，富県戦略推進のための事業に
ついて議論を重ねた。
・工業会体制を定款・規程に制定

1，5

「政策委員会」をフ
ル回転した「宮城
工業会」の『富県
戦略』へ取組み概
要P.P参照下さい

16 企業実態調査から
の課題対応検討

みやぎ工業
会政策委員
会

工業会会員の中でも規模の大きい企
業（C,Dクラス）に「事業実態アンケート
調査」を実施し，県内大手企業の実態
と課題を把握する。

県内大手企業（C,D
クラス）と県内中小
企業（A,Bクラス）との
新規取引を拡大し，
県内製造業の地産
地消を進める。

・アンケートの結果による本件製造業の課題の１つが，県内CDク
ラスとABクラスの取引のが少なさであり，県内製造業の地産地消
拡大の具体策を検討するため，H20年度からWGを設立することと
した。 1，５

「政策委員会」をフ
ル回転した「宮城
工業会」の『富県
戦略』へ取組み概
要P.P参照下さい

17 フォーカス／リンク
項目検討

みやぎ工業
会政策委員
会

「宮城の将来ビジョン」を理解し，みや
ぎ工業会として積極的にフォーカス
し，各委員会ごとにリンクすべき年度
別計画項目を絞り込む。

・フォーカス分野を定め，各委員会とリンクさせ，H19年度計画は
修正を，H20年度計画には反映を行うなど，各委員会の年度別計
画との整合を図った。 1，５

「政策委員会」をフ
ル回転した「宮城
工業会」の『富県
戦略』へ取組み概
要P.P参照下さい

18 誘致企業（TEL)ﾋﾞ
ｼﾞﾈｽ拡大研究事
業

みやぎ工業
会政策委員
会

・県内に進出する「東京エレクトロン
AT（TEL）」のニーズ実現化研究とし
て，TEL経営トップ層を招き，みやぎ工
業会会員との情報交換会を実施す
る。

ＴＥＬと県内企業との
新規取引の締結を
支援する。

・12月にＴＥＬ幹部と県内企業とのマッチングを実施し，参加企業
からアンケートを回収した。
・そのアンケート結果を分析し，Ｈ20年度にＴＥＬマッチングを目標
の１つとした異業種交流会（ﾌﾛﾈｼｽ21）を開催することとした。

1，５

「政策委員会」をフ
ル回転した「宮城
工業会」の『富県
戦略』へ取組み概
要P.P参照下さい

(社)みやぎ工
業会

事業名

(社)東北経
済連合会

(社)宮城県
経営者協会

仙台経済同
友会

1



「富県宮城の実現」に向けた各団体の取組実績（団体ごと） 資料１

団体名 事業主体 概要 目標 平成１９年度実績
該当施
策番号

要望・提案 参考事業名

19 ビジネスマッチ東
北2007

（社）東北
ニュービジ
ネス協議会
および（社）
東北経済連
合会，東経
連事業化セ
ンター，いい
モノテクノ
フェア実行
委員会）

新たなビジネスチャンスを掘り起こす
「商談会」と，商品・コンテンツの魅力
を伝える「商品展示会」により，新たな
ビジネスステージの創造を図る

Ｈ19.10.2-3  2日間　夢メッセで開催
151社　187ﾌﾞｰｽが出展
入場者数　２日間で約７，２００人
ﾊﾞｲﾔｰ25社登録 事前商談申込147件
記念講演会２回　聴衆計450名

１，５ 東北ニュービジネ
ス協議会（ＴＮＢ）
http://www.tnb.or.
jp

20 研究部会事業 （社）東北
ニュービジ
ネス協議会

１０余の研究部会を設置し，会員の自
主運営により，ニュービジネス創造の
研究，プロジェクトの開拓を実施。「海
洋ニュービジネス研究部会」による
「貞山運河を活用した観光産業振興」
プロジェクト等がある

各研究部会がそれぞれ自主運営中。「海洋ニュービジネス研究部
会」から，産学官によるプロジェクト検討・推進組織「貞山運河の
魅力再発見協議会」発足。

2 東北ニュービジネ
ス協議会（ＴＮＢ）
http://www.tnb.or.
jp

21 東北ニュービジネ
ス大賞表彰

（社）東北
ニュービジ
ネス協議会

革新的な起業家精神を持って新しい
事業展開に挑戦するニュービジネス
の育成を図るため，優秀なニュービジ
ネス事業及びニュービジネス企業経
営者を表彰し，ニュービジネスの事業
成長を側面から支援する

募集：H19.11.1～12.10
表彰日：H20.1.25
結果：ﾆｭｰﾋﾞｼﾞﾈｽ大賞１，ｱﾝﾄﾚﾌﾟﾚﾅｰ大賞１，特別賞１，奨励賞１
（㈱ｾﾚｸﾃｨｰ（仙台市））

5 東北ニュービジネ
ス協議会（ＴＮＢ）
http://www.tnb.or.
jp

22 海外企業視察 （社）東北
ニュービジ
ネス協議会

海外における企業の実態およびビジ
ネスチャンスの可能性を探るため，海
外視察を実施する

H19.11.22-25　4日間
視察地：香港・マカオ
視察先：澳門旅遊博彩技術培訓中心　他
参加者：14名

4 東北ニュービジネ
ス協議会（ＴＮＢ）
http://www.tnb.or.
jp

(社)宮城県
銀行協会

23
──

社団法人
宮城県銀行
協会

富県宮城実現に向けた取組みに対
し，各銀行と連携しできるかぎり協力 ── ── ── ──

24 “仙台・宮城デス
ティネーションキャ
ンペーン”プロモー
ション事業

仙台商工会
議所“仙台・
宮城デス
ティネーショ
ンキャン
ペーン”プロ
モーション
委員会

平成20年10月から１２月に開催される
「仙台・宮城デステネーションキャン
ペーン」に対して，地域商工業者が行
う様々な対応を支援しキャンペーンを
成功させるとともに，キャンペーン終
了後においても継続して行う仕組みを
検討し実行するよう働きかける活動を
行っている。委員は県内の観光関連
事業者をはじめ，商店街，市民団体，
学識者など幅広い委員構成で，県内
の各商工会議所もオブザーバー参加
をしている。（平成19年度予算60万
円）

特に定めていない
が，仙台商工会議所
で提言した「デスティ
ネーションキャン
ペーンへの地域商
工業者の対応に関
する提言」にある53
項目をひとつでも多
く実現させること。

提言を具現化するため設置したプロモーション委員会を３回，幹
事会を２回開催。「デスティネーションキャンペーンへの地域商工
業者の対応に関する提言」53項目のうち，「仙台・宮城おもてなし
ガイドブック」の作成など３７項目については実施済みで，他の項
目についても関係機関・団体等と連携を図りながら具現化に努め
た。

2 仙台商工会議所
http://www.sendai
cci.or.jp/jigyou&ka
tudou/contents/t
eigen.dc.pdf

25 仙台都市圏自動車
専用道路整備促進
事業

仙台都市圏
自動車専用
道路整備促
進期成会

仙台東部道路，仙台北部道路，常磐
自動車道，仙台東道路，三陸縦貫自
動車道の整備促進を宮城県，仙台市
等と連携し推進（平成19年度予算123
万円）

県の目標数値と同じ 本年度は「地方にとって真に必要な道路整備と財源確保を求める
県民会議」を宮城県や関係機関と主催し，千名を超える参加者の
もと本県選出国会議員らに道路特定財源の暫定税率維持の必要
性を強く求めた。また，都市圏の道路整備を促進するため，次に
より要望活動を行った。
■期　日　平成１９年９月１４日(金)
　要望先　国土交通省，財務省，東日本高速道路㈱，独立行政法
人日本高速道路保有・債務返済機構
　内　容「仙台都市圏自動車専用道路の整備促進についての要
望」
・仙台都市圏自動車専用道路網の整備促進について
・仙台北部道路等の有料道路事業化による早期供用開始につい
て
■期　日　平成１９年１２月２５日(火）
　要望先　東北地方整備局長，東北運輸局長
　内　容「仙台国際貿易港及び物流機能を高める高規格幹線道
路網の早期整備促進に関する要望」
■期　日　平成２０年２月２２日(金)
　要望先　国土交通省
　内　容　「地方にとって真に必要な道路整備と財源確保を求める
要望」

5 http://www.sendai
cci.or.jp/s-road/

26 仙台国際貿易港整
備利用促進事業

仙台国際貿
易港整備利
用促進協議
会

仙台国際貿易港の整備及び利用に
ついて宮城県，仙台市，関係市町，業
界等と連携し促進（平成19年度予算
945万円）

県の目標数値と同じ 関係機関とともに仙台貿易港としての機能整備について次の要
望を行った。
■期日　平成１９年１２月２５日，２７日
　要望先　東北地方整備局長，東北運輸局長，宮城県知事
　内　容　「仙台国際貿易港及び物流機能を高める高規格幹線道
路網の早期整備促進に関する要望」

5 http://www.sendai
cci.or.jp/minato/

27 仙台空港国際化利
用促進事業

仙台空港国
際化利用促
進協議会

仙台空港の旅客及び貨物の利用促
進，新規路線の開設を目指したエ
アーポートセールス等を宮城県，仙台
市，関係市町，業界と連携し促進（平
成19年度予算2733万円）

県の目標数値と同じ 関係機関とともに仙台空港の利活用を促進するため，次の要望
を行った。
■期　日　平成１９年１１月２０日（火)
　要望先　全日本空輸㈱
　内　容　「仙台－福岡線の継続運航に関する要望」
■期　日　平成１９年１１月２０日(火)
　要望先　㈱日本航空
　内　容　「仙台－福岡線の増便に関する要望」
■期　日　平成２０年１月１７日(木)
　要望先　全日本空輸㈱
　内　容　「仙台－福岡線の継続運航に関する要望」

5 http://www.sdj-
airport.com/

28 企業等ＯＢ人材
マッチング事業

企業等ＯＢ
人材マッチ
ング宮城協
議会

企業等ＯＢ人材の募集並びに中小企
業とのマッチング（出会い）を支援。
マッチングフォーラム，広報活動等を
実施（中小企業庁より委託）（平成19
年度予算499万円）

ＯＢ人材登録者66名
（平成18年度）

中小・ベンチャー企業の経営戦略を助言する企業ＯＢ人材の年度
末登録者数は71名。OB人材と企業とのマッチングは8件が成立。
またフォーラムの開催，個別相談会を通じシニアの人材活用を推
進した。

5 http://www.miyagi
-ob.com/

29 エキスパートバン
ク事業（経営・技術
強化支援事業）

仙台商工会
議所が幹事
会議所とな
り県下6会
議所で実施

県内の小企業等が必要とする専門的
知識・技能を有する専門家（エキス
パート）を企業に派遣し指導・助言を
行うもの。（平成19年度予算472万円）

登録エキスパート60
名，指導企業91企業
（平成18年度実績）

小企業等の多様な専門相談に適切に対応するため本年度は登
録エキスパート74名を委嘱し，要請のあった91企業に対し直接派
遣による146回の指導助言を行った。

5

30 ＪＡＰＡＮブランド育
成支援事業

宮城県商工
会連合会

大崎市鳴子地域の伝統工芸品である
木地玩具と漆器の伝統的技術を融合
させ，その魅力・価値を高めた製品を
開発するとともに，全国，更には海外
のマーケットにおいて通用するブラン
ドを確立する。

　 １．試作品の作成
（１）キャンドルホルダ    ５４品
（２）キャンドルスタンド   １７品
（３）コーヒーテーブル 　　 ４品
（４）フルーツコンポート　　２品
（５）フラワーベース　　　   ４品
２．市場調査
（１）海外市場調査
　　 メゾン・エ・オブジェ等（フランス・イタリア）
（２）国内市場調査
　　 東京デザイナーズウィーク
３．試作品完成披露会
　　大崎市鳴子総合支所

2

宮城県商工
会議所連合

会

(社)東北
ニュービジネ
ス協議会

2



「富県宮城の実現」に向けた各団体の取組実績（団体ごと） 資料１

団体名 事業主体 概要 目標 平成１９年度実績
該当施
策番号

要望・提案 参考事業名

31 小規模事業者新事
業全国展開支援事
業

宮城県商工
会連合会

県下商工会地域の小規模事業者によ
り開発された特産品等を一堂に集
め，消費者を招いた展示・試食会を開
催するとともに，流通業者及び観光関
連業等を招いた展示・商談会を開催
し，商工会地域の優れた地域特産品
のＰＲと販路拡大を図る。また，各地
の特産品等を活用した付加価値の高
い新たな料理・メニューの開発及び商
品化と併せた新たな滞在型広域観光
ルートを発掘し，首都圏を中心に商工
会地域の観光資源を情報発信するこ
とにより，直接的な観光需要の創出を
図る。

１．新たに開発した特産品
（１）伊達なもち御膳
（２）まるっこ餅弁当
（３）伊達なスイーツ無花果タルト
（４）伊達なスイーツ無花果パウンドケーキ
（５）みやぎの味ﾄﾞﾚ工房
（６）畑のオイル太陽のしずく
２．滞在型広域間ルートの開発
（１）県南コース
（２）仙台・大崎コース
（３）県北・三陸コース
３．みやぎ食と観光「展示・商談会」
（１）出展事業所　２３事業所
（２）出展商品等　７２品目
４．首都圏消費者ﾓﾆﾀｰ調査事業

2

32 アグリビジネス
マーケティング講
習会

宮城県商工
会連合会

食と農に関する事業の販路拡大及び
直売所等における積極的な運営を推
進し，農業関係団体及び商工会との
連携・協調を図るとともに，アグリビジ
ネスの創出を図る。

開催回数　　１回
募集定員　５０名

開催日　平成１９年７月２４日
場　所　仙台ガーデンパレス
参加者　４８名
講　師　㈱キースタッフ代表取締役
　　　　　鳥巣　研二　氏
　　　　　宮城県食産業振興課
　　　　　東海林　清広

3

33 創業塾 宮城県商工
会連合会

創業に向けて具体的な行動計画を有
する者等を対象として，創業に至るま
でに必要な具体的知識等を習得する
短期集中研修をゼミナール形式で開
催。

開催回数　　２回
募集定員　８０名

第１回　基礎から学ぶ創業支援 講座
開催日時　平成１９年６月１１日～７月１２日（毎週月・木・午後６
時～午後９時）
受講者数　２８名
第２回　介護・福祉ビジネス創業支援講座
開催日時　平成１９年１１月５日～１２月６日（毎週月・木・午後１
時３０分～午後４時３０分）
受講者数　２１名

5 年２回開催

34 経営革新塾 宮城県商工
会連合会

経営革新を目指す経営者や若手後継
者等を対象とした経営戦略，マーケ
ティング戦略，財務戦略，戦略プラン
作成等の知識・ノウハウを習得し，実
現可能な経営革新ビジネスプランを
完成させるための支援を行う。

開催回数　　１回
募集定員　３０名

夢を叶える経営革新塾
開催日時　平成１９年９月１日～９月２９日（毎週土曜日午前９時
～午後４時）
受講者数　３４名

5

35 提案型経営革新支
援事業

宮城県商工
会連合会

経営革新等指導支援体制を強化する
ため，「小規模事業者等ランクアップ
診断システム」を経営革新ツールとし
て更なる活用を図り，経営者の自発
的な経営革新意識の高揚を促すとと
もに，提案型指導を通じて中小企業
新事業活動促進法に基づく経営革新
計画の承認企業の輩出を図る。

１．ランクアップ診断
システムによる企業
健康診断
（１）一次診断実施企
業数
　　１経営指導員２企
業以上
（２）二次診断実施企
業数
　　合併・広域エリア
内経営指導員４名以
下で１企業
　　合併・広域エリア
内経営指導員５名以
上で２企業

１．ランクアップ診断システムによ
　　る企業健康診断
（１）一次診断実施企業数
　　　２５３件
（２）二次診断実施企業数
　　　３４件
２．経営革新の承認件数
　　 ７件

5

36 組織化支援・運営
支援

宮城県中小
企業団体中
央会

地域資源活用，団体商標取得，集団
化，受注・販売の一本化等により事業
経営の充実・強化を行う中小企業連
携組織の設立を支援

設立支援　年間25件
運営支援　年間
3,000件

設立支援150件
運営等支援　4,952件

1,2,3,5 中小企業
組合，ＮＰ
Ｏ，ＬＬＰ
等を活用
して活性
化を目指
す企業の
情報提供

37 組合特定問題研究
会

宮城県中小
企業団体中
央会

業界等が抱えている課題解決のため
に専門家等を講師とする研究会を開
催
19年度　2,680千円（25件）

業界等の課題解決
年間25件

業界の将来展開ほか17テーマの研究会を開催 2,3,5

38 組合指導情報整備
事業

宮城県中小
企業団体中
央会

中小企業・組合等の情報化対応（ネッ
トワーク，ホームページ作成・維持等）
を支援

中小企業等の情報
化促進

情報化対策支援　52件 2,3,5

39 組合情報化推進研
修事業

宮城県中小
企業団体中
央会

中小企業・組合等の情報化機器活用
を支援
19年度　1,400千円

パソコン利・活用技
術向上
10団体

パソコン研修会16回開催（市内組合等を対象とした研修会含む） 2,3,5

40 個別専門指導
（テーマ別）

宮城県中小
企業団体中
央会

組合等が直面した問題解決のため弁
護士・税理士等の専門家を派遣

法律・税務・労働等
の組合等が直面した
問題解決
20件

業界団体等が直面した労務・税務等の問題解決のため10回専門
家を派遣

2,3,5

41 集中支援事業 宮城県中小
企業団体中
央会

中小企業・組合等の経営者・後継者
等の研鑽のための研修会を開催
19年度　7,730千円

経営者・後継者，組
合役職員等の人材
養成，技術力向上の
ための支援

64団体等を対象として研修会を101回開催 2,3,5

42 商店街近代化講習
会開催・調査研究

宮城県中小
企業団体中
央会・宮城
県商店街振
興組合連合
会

商店街の活性化を図るための調査研
究・経営者等の人材養成
19年度（中央会）790千円

商店街の魅力づく
り・活性化のための
諸調査

（中央会）
商店街近代化対策研究15回

2,5

43 地域ｺﾝｿｰｼｱﾑ研
究開発事業

宮城県中小
企業団体中
央会

産学官の連携による共同研究開発・
事業化を支援
19年度　　53,697千円

開発及び市場化展
開

産学共同研究開発2グループを支援 1

44 戦略的基盤技術高
度化支援事業

東北大学，
企業

産学官の連携による共同研究開発・
事業化を支援
19年度　127,851千円

開発及び市場化展
開

20年度期まで（21年11月）の継続支援 1

宮城県中小
企業団体中
央会

45 ＵＩターン推進事業 宮城県中小
企業団体中
央会

首都圏で定年を迎えたサラリーマンを
県内企業に再就職斡旋。技術力向
上・ネットワーク拡大等を図る

団塊世代の再雇用
（10人）及び企業力
向上

照会・相談件数　5件 1,5 技術・ネッ
トワークを
必要とし，
新たに雇
用を要望
している
企業情報
提供

宮城県商工
会連合会

宮城県中小
企業団体中

央会

3



「富県宮城の実現」に向けた各団体の取組実績（団体ごと） 資料１

団体名 事業主体 概要 目標 平成１９年度実績
該当施
策番号

要望・提案 参考事業名

46 地域情報化推進事
業
『東北ＩＴソリュー
ションＥＸＰＯ２００
６』

（社）宮城県
情報サービ
ス産業協会
日本情報振
興協同組合
東北支部

会員のビジネスチャンスの拡大を図る
と共に，一般企業ならびに個人に向
けてITの普及を図り，さらに次世代を
担う「学生層に向けて宮城のIT業界に
関する情報を提供しアピールする」こ
とを狙いとした展示とプレゼンテーショ
ン

〔2007年度〕
ブース：７１
プレゼン：24コマ
会社説明：42社
〔2006年度〕
出展：85社
プレゼン：22社
会社説明：23社
来場者数：2066名

『東北ITソリューションEXPO2007』
開催：平成19年11月20日(火)，21(水)
会場：アエル5，6階
・出展：60社(74小間)
・プレゼン：16社(19小間)
・会社説明：27社(41小間)
・来場者数：2,041名
　　(内プレゼン会場：293名
　　　　会社説明会場：270名)

5 他団体の
方への周
知と集客
へのご協
力を要望
いたしま
す

http://www.tohok
u-it-solution-
expo.jp/

47 地域情報化推進事
業
『中古ＰＣリユース
事業』

（社）宮城県
情報サービ
ス産業協会

『せんだい・みやぎＮＰＯセンター』と連
携し『サポート資源提供システム』なら
びに『PC-Bridge活動』を実施

H13～18
実績：280台

平成19年度の提供実績はパソコン8台。 5

48 人材育成事業 （社）宮城県
情報サービ
ス産業協会

（１）新人教育に関する事業
（２）中堅社員向け研修
（３）技術研修
（４）最新技術セミナー

会員企業への技術
研修
[年間]

・新人研修：4教科,延べ40日,受講者16社54名
・中堅社員研修：4教科,延べ6日,
　　　　　　　　　　受講者延べ68社139名
・技術研修：1日セミナー,受講者19社，21名
・最新技術セミナー：受講者34社，70名

5 継続した
支援を要
望いたし
ます

東北テクノロジー
センター
http://www.tohok
u-techno.net/

49 人材育成事業
『産学協同実践的
IT教育訓練事業』

（社）宮城県
情報サービ
ス産業協会
東北大学，
東北学院大
学，仙台電
波高専，東
北工業大
学，宮城大
学

大学・高専生を対象に，従来の企業
体験では得られない実効性のある実
学訓練を実施し，地域の将来を担う人
材を育成する

〔2007年度〕
参加者：40名（目標）
〔2006年度〕
参加者：34名

『産学協同実践的IT教育』
・実施時期：9月～12月の土曜日8日間
・受講生：東北大,学院大,東北工大,電波高専学部3年生(高専は4
年生)　合計47名
・講師：MISA会員企業SE
(成果発表会）「仙台地域IT教育・外部好評会」
　平成20年2月15日，ホテルメトロポリタン

5

50 人材確保事業 （社）宮城県
情報サービ
ス産業協会

中小企業労働力確保法に基づく『中
小企業人材確保助成金』の受給を受
けた調査・広報事業

ITnaviパンフレットお
よび情報サービス産
業紹介マンガ発行

[調査事業]：労働力受給及び雇用管理状況
[業界情報普及・広報]：雇用ガイドブック，チラシの配布
[企業説明会等]：学生対象の企業説明会　　協会主催で延べ8回
開催
[職場環境改善]：メンタルヘルス関係セミナー
[人材技術スキル]：ITSS導入支援セミナー　など

5

51 事業共創委員会 宮城県，
（社）宮城県
情報サービ
ス産業協会

宮城県の「情報産業振興戦略」の重
点５分野（組込み，OSS，情報セキュ
リティ，デジタルコンテンツ，保健医療
福祉）に対する事業化への取り組み

組込み：８０億
OSS：６０億
情報セキュリティ：３
０億
デジタルコンテンツ：
９０億
保健医療福祉：５０
億

ビジネスマッチング
楽天『東北テックセンター』説明会
参加者数：87名

5 売上目標
の設定を
達成でき
るよう官
民の連携
強化を要
望いたし
ます

宮城県『情報産業
振興戦略』
http://www.pref.mi
yagi.jp/jyoho-
i/senryaku/senrya
ku.htm

52 誘客キャラバン 宮城県観光
誘致協議会

エージェント班別に官民混成にて実施
中（6班×10名程度）。今年度はプレＤ
Ｃの告知を主な目的とし，首都圏並び
に名古屋・大阪を対象とした。各社の
本社・営業本部・商品造成個所・販売
店に対し観光客誘致を推進している。

観光客等の宮城へ
の誘致事業を積極
的に推進し，観光関
連産業の発展を図
り，宮城の経済や文
化の発展に寄与す
ることが全ての事業
の目的。今年度及び
来年度に関しては
「仙台・宮城ＤＣの成
功」に向けた取り組
みが中心となる。

7～11月にかけて5班を官民混成にて実施。参加人員65名。各旅
行会社の本社・営業本部・商品造成個所・販売店，並びに航空会
社を訪れ，旅行商品化や販売の要請を行なった。プレＤＣ及びＤ
Ｃの周知を図り，各社それぞれに誘客につなげる事ができた。

2 特になし 宮城県観光誘致
協議会
http://www.miyagi
-
yuchi.jp/page_002
/index.html

53 受入研修プログラ
ム

宮城県観光
誘致協議会

宮城への理解促進を目的に6社の旅
行会社社員を対象とした受入研修を
実施。今年度はプレＤＣ期間に行な
い，ＤＣの造成・販売に役立てていた
だく予定。

同 11～3月，6社において実施。参加人員のべ106名。各社の営業・
店頭担当者や営業本部を対象とし，県内各地を訪れ宮城の観光
全般に対する理解を深め，販売意欲を高める事ができた。

2 特になし 宮城県観光誘致
協議会
http://www.miyagi
-
yuchi.jp/page_002
/index.html

54 マスコミ招請 宮城県観光
誘致協議会

ホームページの活用による情報発信
を加重し，マスコミ各社の希望に合わ
せた取材の受入れを行なっていく。

同 HPによる情報発信を加重した。またプロモーション用DVD「食材
王国みやぎ」を作成した。

2 特になし 宮城県観光誘致
協議会
http://www.miyagi
-
yuchi.jp/page_002
/index.html

55 関西圏誘客促進
キャンペーン（東北
観光推進機構主
催）受入協力

東北観光推
進機構

航空会社との連携により関西地区各
旅行会社の企画担当者を対象に実施
（今年度は9/4）。

同 9/4～6「関西圏誘客キャンペーン」（招聘者10名），11/14～16「関
西・中部圏誘客キャンペーン」（招聘者6名）を企画担当者対象に
実施。

2 宮城県観光誘致
協議会
http://www.miyagi
-
yuchi.jp/page_002
/index.html

56 「宮城・仙台」教育
旅行・体験学習研
修会

宮城県・仙
台市・（財）
仙台観光コ
ンベンション
協会・宮城
県観光誘致
協議会

宮城県・仙台市・（財）仙台観光コンベ
ンション協会と共に教育旅行の誘致を
目的に開催。開催地は主に札幌・函
館地区。例年学校関係者も多数参
加。

同 12/4（札幌），12/5（函館）にて実施。道内の中学校の先生方19
名，地元旅行会社から37名にご参加いただいた。

2 宮城県観光誘致
協議会
http://www.miyagi
-
yuchi.jp/page_002
/index.html

57 SENDAI光のペー
ジェントへの協賛

SENDAI光
のページェ
ント実行委
員会

同 協賛した。 2 宮城県観光誘致
協議会
http://www.miyagi
-
yuchi.jp/page_002
/index.html

58 公共事業の確保等
並びに入札契約制
度の改善

(社)宮城県
建設業協会

公共工事予算は年々減少し，受注量
が減少したため請負額のダンピング
が横行し，互いに苦慮している。
国会議員，関係省庁，県，市町村長
へ要請・陳情

平成17年4月1日か
ら「品確法」が制定さ
れ，入契制度のあり
方について改善に努
力している。

「品確法」の見直しが行われ，入札契約制度の改正が行われた。

59 会社経営支援及び
建設産業の振興

(社)宮城県
建設業協会

会員企業の経営改善についての各々
の支援・相談

会員の経営改善の
支援等

会員の経営改善の支援等

60 建設業労働災害の
防止

(社)宮城県
建設業協会

当協会員の労働災害を防止するた
め，ポスター，パンフレットの作成配付
等

全国建災防宮城県支部と協調し，ポスター6,000枚，チラシ5,000
枚作製配布

61 雇用改善推進事業 宮城労働
局，(社)宮
城県建設業
協会，宮城
県

会員企業の雇用改善を図るため，優
良企業の表彰，関係機関との意見交
換を行う

年１回雇用改善推進大会において，優良事業所等，３０件表彰

62 時短推進事業 (社)宮城県
建設業協会

週休２日制の推進と，毎月第二土曜
日を「ノー現場デー」と定着

週休二日制への完
全移行のため，「ノー
現場デー」を設置

PR用カレンダーの作製・印刷・配布（カレンダー3,000枚，パンフ
500枚）

63 新建設人材確保対
策事業

(社)宮城県
建設業協会

実業高校の土木科，建築科で希望が
あれば，近隣の現場で実施

将来，建設業への就
職奨励促進

県内実業高校２，３年生延べ157名が現実習に参加 5

(社)宮城県
建設業協会

宮城県観光
誘致協議会

(社)宮城県
情報サービ
ス産業協会

4
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策番号

要望・提案 参考事業名

64 ２１世紀型事業 (社)宮城県
建設業協会

資源循環社会の構築の推進

65 優良会員等表彰の
実施事業

(社)宮城県
建設業協会

優良会員の推進を図るため，各種表
彰の付与

例年，総会において90の会社個人を表彰

66 機関紙の発行配付
事業

(社)宮城県
建設業協会

年４回，会員等に情報提供 年４回収録発行（毎年1,000部）

67 暴力追放対策事業 (社)宮城県
建設業協会

会員企業に暴力団等からの資材提供
等の要請があった場合の対応

年1回暴力団の介入をさけるため，県内建設業関連団体連絡協
議会の総会

68 子ども110番パト
ロール事業

(社)宮城県
建設業協会

会員企業の作業車（500台強）等の側
面にステッカーを貼り，作業現場近辺
の小学生通学路をパトロール

会員企業240社，490名の参加

69 受託事業等 (社)宮城県
建設業協会

関連団体からの委託に基づく事業
・建設共済加入
・建退共事業の推進
・建設業経理事務士の講習・試験
・建設マニフェストの委託販売

左のとおり受託実施

70 支援・助成事業 (社)宮城県
建設業協会

関連団体への支援・助成（２６団体） 左のとおり受託実施

71 環境保全米全県運
動事業

事業主体：Ｊ
Ａグループ
宮城
（県下全Ｊ
Ａ・ＪＡ宮城
中央会・ＪＡ
全農みや
ぎ）

推進機関：
　・環境保全
米運動推進
本部
　・食料安
全・安心推
進委員会

安全安心な農産物づくりと環境負荷
軽減・資源保全の取り組み
○安全安心な農産物づくり
・生産履歴記帳運動の適正実施指導
・ポジティブリスト制及びＧＡＰへの対
応指導と遵守への取組み
・みやぎ食の安全安心取組宣言の継
続取組
○環境保全米全県運動事業
・ＪＡＳ有機と特別栽培ガイドラインに
準拠し環境保全に配慮した米づくり
・生産履歴記帳や残留農薬検査等の
取り組みによる「みやぎの食の安全・
安心宣言」の着実な履行
・環境保全の効果を発揮するための
「点」から「面」への展開と，消費者の
賛同と協調行動の促進による，県民
運動への展開

○安全安心な農産
物づくり
・生産履歴記帳：
  県下全ＪＡ，ＪＡの
取り扱う米の100％
・ポジティブリスト制
及びＧＡＰへの対応：
  県下全ＪＡにおける
適正対応
○環境保全米全県
運動事業
・県下全ＪＡにおける
事業の取組
　（環境保全米づくり
事業）
・Ｈ22年までに県下
水稲作付面積の
70％，販売数量の
100％を環境保全米
とする。

○安全安心な農産物づくり
・生産履歴記帳：県下全ＪＡにおいて取り組み中，ＪＡの取り扱う米
の96.8％が対応
・ポジティブリスト制及びＧＡＰへの対応：県下全ＪＡにおける適正
対応

○環境保全米全県運動事業
・取組JA数：県下14JA中11JAにて取組
・環境保全米栽培実績面積：16,019ha（実施率21.9％）　（H20予定
実施率40.1％）
・環境保全米県民会議の設立
　構成組織：宮城県，NPO法人環境保全米ネットワーク，県生協
連，日専連仙台，県森連，県漁連，河北新報，TBC，みやぎ生
協，あいコープみやぎ，パールライス宮城，一ノ蔵，東北ハンド
レッド，こばやし，県内各JA，中央会，農林中金仙台支店，全農宮
城県本部，全共連宮城

3 ＪＡグルー
プの取組
に対する
連携と地
域段階に
おける行
政・関係
機関一体
となった
取り組み
の強化

72 食農教育事業 事業主体：Ｊ
Ａグループ
宮城（県下Ｊ
Ａ・ＪＡ宮城
中央会・ＪＡ
全農みや
ぎ）
推進機関：Ｊ
Ａ食育・食
農教育推進
委員会（各Ｊ
Ａにおける
設置）

・Ｈ19～21年度の3カ年計画に基づく，
取組具体策の具体化
・具体的取組計画に基づく，環境や食
への理解促進と学校給食への地元食
材の提供を推進
・小・中学校の総合学習を活かした農
業の体験学習の取組
・県内農業高校との連携強化・支援

・県下全ＪＡにおける
「食農教育プラン」の
策定（行政・ＰＴＡ等
各関係機関との連
携）
・宮城県の食育プラ
ンに呼応した取り組
みの展開
・ＪＡにおける農業・
農村体験の場づくり
の支援

○食農教育プランの策定状況
・ＪＡグループ宮城「食農教育の推進に関する基本方針（平成１８
年９月）」に基づく「食農教育プラン」の策定推進
・プラン策定済みは６ＪＡ。
・１２ＪＡで食農教育活動が実践。

○農業・農村体験の場づくり支援状況
・ＪＡ学園の施設を提供し，青少年を中心としたスポーツ合宿など
に対して食や農への理解を促した。

3

73 ＪＡ介護事業及び
高齢者生活支援事
業

ＪＡ宮城中
央会，県下
全ＪＡ

中央会：
・県下介護事業取組ＪＡの支援
・高齢者生活支援事業の支援
県下ＪＡ：
・質の高い介護事業の提供
・ディサービスセンターの設置
・元気な老人づくりと地域貢献並びに
高齢農業者の生涯現役づくり運動の
展開
（平成１９年度～２１年度）
・助け合い組織の拡大

○介護事業
　・ＮＰＯ法人介護ネッ
トみやぎとの連携によ
るサービスの質の向上
　・訪問介護事業
　　　利用者数：800名
（18年度）→1,000名（21
年度）
　・通所介護事業
　　　施設数：2（18年
度）→4（21年度）
　　　利用者数：160名
（18年度）→320名（21
年度）
○元気な高齢者対策
　・生きがい作り（高齢
農業者の生涯現役）
　・生きがい共有の場
の提供（サークル・文
化学習）
　・健康の維持増進を
図る取組（ＪＡ総合検
診）
○ＪＡ地域ボランティア
事業・活動
　・ＪＡ助け合い組織
　　ａ）組織数23（17年
度）→23（21年度）
　　ｂ）会員数1,347名
（17年度）→1,500名（21
年度）

○介護事業
・拡大学習会へのＪＡ担当者の参加：4回
・実務担当者会議への中央会担当者の参加：3回
・通所介護施設数：3

○元気な高齢者対策
・「ＪＡ高齢者生活支援計画策定の手引き」による計画策定促進
・宮城県ＪＡ高齢者福祉・健康いきがいづくり推進大会の開催
・生活習慣病の予防対策とＪＡ総合検診「人間ドック」の展開
・人間ドック受診促進のためのパンフレット作成（3,000枚）
・人間ドック事前・事後指導の実施

○ＪＡ地域ボランティア事業・活動
・ＪＡ助け合い組織
　　ａ）組織数21
　　ｂ）会員数952名

3

74 県産県消運動の展
開

主体：ＪＡグ
ループ宮城
（県下全Ｊ
Ａ・ＪＡ宮城
中央会・ＪＡ
全農みや
ぎ）

連携企業：
Ｎツアー

・県内農業生産額向上による食料自
給率の向上
・周年供給を目指した産地づくりとこ
れを発展させるべく宮城の園芸ブラン
ドづくり
・市民農園，学童農園，観光農業，農
業体験ツアーなど購入人口の増大と
観光消費の拡大

○県域食料自給率
の向上対策の実践
　（カロリーベース，
農水省算出）
　H17年度：78％→
H21年度：90％
○県域部会の設置，
集落営農組織を中
心とした全ＪＡにおけ
る品目別生産部会
の充実による園芸販
売高の向上
○ＪＡ主体の直売所
の設置　Ｈ18年度17
か所→Ｈ21年度：25
か所
○食と農の「宮城の
広告塔」（直売所）を
仙台市内に設置（今
後の計画）
○滞在体験型農業
観光のネットワーク
化

○県域食料自給率の向上対策
　（カロリーベース，農水省H20.3.28公表）
　・H17（確定値）79％，H18（概算値）79％
○生産部会の充実による園芸販売高の向上
　・H20年度に向け継続的に取組
○ＪＡ主体の直売所の設置状況
　・Ｈ18年度19か所，→Ｈ19年度：20か所

3

宮城県農業

(社)宮城県
建設業協会

宮城県農業
協同組合中

央会
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「富県宮城の実現」に向けた各団体の取組実績（団体ごと） 資料１

団体名 事業主体 概要 目標 平成１９年度実績
該当施
策番号

要望・提案 参考事業名

75 担い手の育成事業 事業主体：Ｊ
Ａグループ
宮城
（県下全Ｊ
Ａ・ＪＡ宮城
中央会・農
林中金仙台
支店・ＪＡ全
農みやぎ・Ｊ
Ａ全共済連
宮城）

推進機関：
・宮城県担
い手育成総
合支援協議
会
・宮城農業
担い手基金

・農業や集落を守る永続的な担い手
の育成（集落営農組織の育成・確立）
・大規模化のみではなく，地域担い手
づくりの担い手として集落営農を育成
・県下農業高校の進路指導など情報
交換や連携支援

○県下全ＪＡにおけ
る事業の取組
　　（担い手育成事
業）
○集落営農組織数
（任意組織）
　Ｈ19.７月現在 434
組織　→ Ｈ21年度
末  500組織
○全国認証の営農
指導員の育成
　H19年度より新規
認証　H19年度100
名→H20年度150名
○農業高校との懇
談会の開催
○新規就農者（農業
者の後継者中心）の
充実

○県下全ＪＡにおける事業の取組
　　（各JAにおける担い手育成への取組）
○集落営農組織数（任意組織）
　Ｈ19.７月現在 434組織
　H20度加入申請中（見込数460組織）
○全国認証の営農指導員の育成
　H19年度認証　H19年度　76名
○新規就農者の充実
　・新規就農者激励会の開催

3
5

76 バイオ産業への連
携

事業主体：Ｊ
Ａグループ
宮城・行政・
大学・関係
業界

・バイオエタノール用多収穫稲作づく
りの研究，バイオプラスチック企業と
の連携
・水田の多用途利用の実践

○行政と連携によ
る，企業誘致，労働
力，資源の提供によ
る地域経済の貢献

○バイオ産業への取組に関する情報収集・学習活動の実践 3 バイオ関
連事業振
興に関す
る専任部
署の設置
と対応

77 県産水産物の高付
加価値化

宮城県漁業
協同組合

県産水産物のブランド化の推進，消
費者及び業者等へのPR活動，通信
販売及び海外への輸出検討等の販
路拡大，カキトレーサビリティシステム

ブランド化生産額　ノリ4134百万円　カキ4776百万円　ワカメ2910
百万円　ホタテ2903百万円　伊達のぎん1448百万円
料理教室　県外8回　対象者520人，仙台市7回　対象者274人
フェア　東急ストア　対象者300,000人　みやぎまるごとフェア参加
通販345百万円　　カキトレ－サビリティ継続

3 宮城県産生かきﾄ
ﾚｰｻﾋﾞﾘﾃｨｼｽﾃﾑ
http://jf-
miyagi.asp.nekonet
.ne.jp/search/DspI
E.nsf/searchform?
OpenForm

78 安全・安心な水産
物の供給

宮城県漁業
協同組合

諸啓発活動，HPによる情報提供，貝
毒・ノロウイルス・その他の検査体制
の充実，カキトレーサビリティシステム

貝毒検査356回　ノロウイルス検査805回　ＨＰにて公開 3 宮城のかきのHP
http://www.miyagi
nokaki.jp/
宮城県産生かきﾄ
ﾚｰｻﾋﾞﾘﾃｨｼｽﾃﾑ
http://jf-
miyagi.asp.nekonet
.ne.jp/search/DspI
E.nsf/searchform?
OpenForm

79 漁業経営基盤の強
化

宮城県漁業
協同組合

共販体制の充実，水産物加工施設の
整備，水産物の集出荷の効率化，燃
油物流効率化及び燃油価格高騰対
策，水産関係資機材の仕入の効率
化，漁協内コンピューターネットワーク
化

共販体制の充実　各漁業種ごとに部会設置検討開始。
燃油価格高騰対策　組合員への燃油代一部還元，支援対策の活
用検討開始。
漁協内コンピュ－タネットワークの完成。

3

80 海洋事故対策 宮城県漁業
協同組合

事故防止対策，事故者・遭難者の救
助対策，遺族支援活動

海難事故防止講習会の開催70回
海難救助・捜索10回
海難遺児への募金167万円

3

81 漁業系廃棄物適正
処理の推進

宮城県漁業
協同組合

カキ殻のリサイクル カキ殻リサイクル　2100トン 3

82 漁場環境の保全 宮城県漁業
協同組合

藻場造成・海中造林活動，海浜清掃
活動，漁場油濁防止対策の推進，仙
台湾環境悪化要因調査

藻場造成・海中造林・磯焼対策6地区実施，海浜清掃の集中実施
12地区，山元町ＪＡＮＥ号座礁対策

3

83 水産資源の適切な
保全と管理

宮城県漁業
協同組合

種苗放流，資源管理型漁業の実施
（禁漁期，体長制限，漁獲量制限，操
業時間の制限，水産資源保護区の設
定），有害生物の駆除，密漁防止対策
の推進

種苗放流　アワビ　ヒラメ　マコガレイ　ホシガレイ　資源管理魚種
ヒラメ　マコガレイ　マアナゴ　アイナメ　ホシイガレイ　の漁獲制
限，マコガレイ保護区設置　ヒトデ駆除実施　　県内広域に亘るア
ワビ等密漁監視活動展開

3

84 内水面域における
水産資源の維持管
理

宮城県内水
面漁業協同
組合連合会
（協力：宮城
県漁協）

漁場環境保全，種苗放流事業の推
進，禁漁期・体長制限・禁漁区の設
定，魚食性外来魚の駆除・処分

いわな原種系統保存，鮎遡上状況調査　わかさぎ・鮎・岩魚・山
女放流　外来魚ブラックバス駆除

3

85 自然災害対策 宮城県漁業
協同組合

台風・大型低気圧等沿岸域自然災害
に対する復旧支援対策

3

東北大学

86 嚥下食普及連携会
議

宮城県経済
商工観光部
新産業振興
課

嚥下訓練食の県内への普及と，産学
官が連携した，県産の魚肉を利用し
た嚥下障害者用食品の開発

開発した食品の製品
化，および県産の嚥
下食の普及

研修会の開催（10月14日，国際センター），テーマ：「摂食・嚥下リ
ハビリテーションの普及と向上　～コアチームから全体へ～」（参
加者452名）

3 特になし 東北大学大学院
医学系研究科　肢
体不自由学分野
摂食嚥下研究会
ページ
http://www.reham
ed.jp/modules/tin
yd1/index.php?id=
1

87 みやぎ県民大学
「学校等開放講
座」

東北大学経
済学研究
科・地域イノ
ベーション
研究セン
ター

県民および県内の中小企業経営管理
者を対象に地域企業のイノベーション
と飛躍のための経営教育を行う。

平成１８年度実績：
修了者４０名
平成１９年度目標：
修了者５０名

「地域企業の飛躍を考える40の質問」をテーマとし，４回の講義を
行った。受講者数１１８名，修了者（３回以上出席者）数６２名。

5 特になし 東北大学経済学
研究科・地域イノ
ベーション研究セ
ンター
http://www.tohok
u-rirc.jp

88 地域イノベーション
創出型研究開発支
援事業

東北大学多
元物質科学
研究所

学術指導契約（鈴木　茂　教授）
課題名：小径銅ボールへのＳｎ及びＳ
ｎ－Ａｇめっき技術の開発

小径銅ボールへの
めっき技術及び評価
方法に関するアドバ
イス（製品の品質保
証体制を確実なもの
とする）

契約期間１９．８．１～２０．３．３１内で合計１６時間の技術指導を
行った。

5 特になし

89 平成19年度宮城
県3R新技術研究
開発事業

宮城県，蔵
王ファーム，
クリハラ，東
北大学

養豚業における地区糞有機汚泥の滅
菌乾燥による発生抑制とバイオマス
資源の有効再活用と環境負荷低減型
養豚法の開発

低コストの養豚法の
開発とCO2排出量削
減，安全安心な豚肉
の供給

新養豚法とバイオマス資源の活用を目指したバークの敷料として
の適性を確認し，滅菌乾燥炉およびバイオマス燃焼炉の設計・製
作を行い，試運転を行っている。平成20年度では，養豚場敷地内
での稼働・実証を目指す。

3,5 特になし 環境生活部資源
循環推進課普及
促進班
http://www.pref.mi
yagi.jp/sigen/3rsin
gijutu/3rsingijutu-
index.html

90 研究協力協定に基
づく事業の推進

東北大学 共同研究，研究者の相互交流，教
育，人材育成について密接な連携と
協力を行う

共同事業（講演会
等）の開催，共同研
究の推進，人材育成
の推進をするととも
に，研究プロジェクト
の設立と研究成果
の早期実用化支援

これまでの９機関に加え，１９年度は新たにダイキン工業（株），
（独法）宇宙航空研究開発機構，（株）日揮の３機関と協定を締結
した。

5 特になし

宮城県農業
協同組合中

央会

宮城県漁業
協同組合
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「富県宮城の実現」に向けた各団体の取組実績（団体ごと） 資料１

団体名 事業主体 概要 目標 平成１９年度実績
該当施
策番号

要望・提案 参考事業名

91 産学官連携による
高度化技術産業の
集積促進

東北大学
（薬学研究
科・工学研
究科・医学
研究科），
ジャパン・
ローヤルゼ
リー，サンケ
ミファ，産総
研東北セン
ター，宮城
県（コーデイ
ネーター）

柑橘類フラボノイドを利用した抗認知
症機能性食品製造技術の開発

記憶障害改善作用･
脳コリン作動性神経
の再生活性･アミロイ
ドb-ペプチドの蓄積
抑制作用を示す柑
橘類果実成分，フラ
ボノイド化合物を含
有する機能性食品を
製品化を具現化でき
る安全・安心で，か
つ経済的な製造プロ
セスの開発を行うも
のである。

加美郡にあるジャパン・ローヤルゼリー技術研究所と共同で，①
ローヤルゼリーの抗認知症作用の可能性を検討した。

3 一般に，マ
スメデイア
への露出
度を研究
評価基準と
して重視す
る傾向が
見られる。
しかし，真
に世界に
通用する
「ものづく
り」を目指
すのであ
れば，大学
人としてい
かに，国際
的に独自
のアイデア
を持ち，一
流の国際
学術専門
誌において
成果発表
を積み重
ねている
か，この点
も，重要な
評価基準と
して加えて
頂きたい。

92 東京エレクトロン
宮城進出支援

東北大学
未来科学技
術共同研究
センター

東北大学との産学連携を強化するた
め，半導体製造装置メーカーの東京
エレクトロンが泉の研究拠点発足に
加え大和町に工場進出。

2010年稼動時に400
人の新規雇用。　投
資総額は200～300
億円。関連会社進出
の可能性大。

東京エレクトロンと未来科学技術共同研究センター（大見研究室）
との連携（継続）

1,5 特になし 平成20年4月2日
「東京エレクトロン
ＡＴ　最大９００人
を移管　山梨から
宮城新工場に」
（日経産業新聞）
未来科学技術共
同研究センター
大見研究室
http://www.niche.t
ohoku.ac.jp/index.
php?page=project_
fff

93 東北大学連携ビジ
ネスインキュベータ
（T-Biz）支援

東北大学，
宮城県，仙
台市，中小
企業基盤整
備機構

現状の入居率約
90％（１８社入居，３
６部屋中３２部屋使
用），年度内に100％
を目指す。

平成20年3月末で入居率約90％（20社入居，36部屋中32部屋使
用），平成20年度内に100％を目指す。

5 特になし 平成19年8月21日
「産学連携イン
キュベーター　中
小機構，東北大に
完成」（日刊工業
新聞）
平成19年8月25日
「起業支援　東北
大内に施設開設
中小機構　18VBな
ど入居」（日本経
済新聞）
平成19年8月25日
「産学官が連携し
起業支援の拠点
東北大に『T-Biz』
オープン」（朝日新
聞）
平成20年1月17日
「東北大の技術
ヴィジネス育成
連携する中小企業
のビル，キャンパ
スに」（朝日新聞）
http://www.t-
biz.net/syoukai.ht
ml

94 科学技術計算ソフ
トウェア人材の育
成

東北大学
未来科学技
術共同研究
センター

理論に基づき分子とその物性，合成
法などの化学に関する問題をコン
ピュータの支援により解決する計算化
学を200名規模の人員で進めるため
に，「物質を原子・分子レベルからコン
ピュータ上にモデル化し，種々の物
性・物理や化学現象の解析や予測を
行うシミュレーションを産業界と連携し
ながら進めている。

科学技術計算のＳ
Ｅ・プログラマーの育
成

平成19年度は計算化学を最大220名規模の人員で数多くの企業
と共同研究を推進中である。
多岐にわたる産業分野への適用を行うために，新規に教員（客員
含）5人，技術職員15人， アルバイト学生50名を雇用している。

2 特になし 宮本研究室HPの
スタッフ
http://www.aki.ch
e.tohoku.ac.jp/staf
f-j.html

95 スマートエイジング
プログラム

東北大学 加齢，高齢化による経年変化に賢く
対処し，個人社会が知的に成熟する
ための「商品」「サービス」「制度」の創
出を通じて，「新しい地域産業」高齢
化社会に求められる「人材」の創出を
目指す。

健康・福祉ビジネス
の集積を図る

平成１９年５月モビリティ＆スマートエイジング研究会が発足，
テーマの一部について，２０年３月にトヨタ自動車（株）と共同研究
を開始した。

１，２ 特になし

96 マイクロシステム
融合研究開発拠点

東北大学 マイクロシステムとＬＳＩとを一体化す
るための基盤として，加工・実装技術
の研究開発，デザインルールの決
定，乗り合い方式ウエハシステムの
整備などを行う。協働基幹と共に，情
報・通信，製造，自動車，医薬品，医
療などの分野で新しい応用システム
の実現を目指し，要素技術の研究開
発，デバイスの開発，試作システムの
実証などを一貫して行い，多品種少
量型製品でも実用化できる産学連携
モデルを構築し，大学発イノベーショ
ンの成功例を作る。

開発した集積化マイ
クロシステムが，情
報・通信，製造，医
療などの様々な分野
で，市場競争力のあ
る製品として実用化
されることを目指す。

マイクロシステムとLSIを集積化するための基盤技術の開発を行
い，成果を参画機関の間で共有するための知財取扱を決定した。
「乗り合いウェハシステム」を立ち上げるなど，企業を巻き込んだ
複数の研究グループや異種技術分野の乗り合いによる研究開発
システムの構築を行った。
経産省「MEMS中核人材育成事業」と連携し，社会人向けの
MEMS実践教育プログラムを構築した。3ヵ月間の実習コースに14
名（県内企業から5名），東北大学インターネットスクールを利用し
た基礎コースに66名（県内企業から15名）の社会人研究者が参
加した。

1 人材育
成，情報
発信，多
品種少量
型製品技
術開発等
につい
て，県産
業技術総
合セン
ターや
MEMS
パークコ
ンソーシ
アムとの
連携をさ
らに強化
したい。

東北大学
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「富県宮城の実現」に向けた各団体の取組実績（団体ごと） 資料１

団体名 事業主体 概要 目標 平成１９年度実績
該当施
策番号

要望・提案 参考事業名

97 宮城県産高機能大
豆を利用した脱豆
腐製品の開発

東北大学，
太子食品工
業，ＦＭＳ

消費者味覚に対する課題となってい
た「青臭み」「えぐ味」を欠失させた地
域発の新大豆を利用して，従来の豆
腐と違った嗜好性の高い革新的なス
タイリッシュ豆腐の開発を行う。

ＦＭＳを活用し，市場
を正確に把握した販
路展開に対応する１
アイテムだけでない
商品群を，東北大の
機能性評価やタンパ
ク質解析を踏まえた
上で，創出する。

宮城県産業技術総合センター内の太子食品のラボを中心として，
「青臭み」「えぐ味」を完全に除去した豆乳の連続生産プロセスを
試作した。ＦＭＳ及び東北大において機能性，解析，商品コンセプ
トに係る開発を支援した。

3 食材王国
みやぎに
おける積
極的な支
援を期待
したい。

98 次世代半導体製造
用プロセスガスー
インラインモニタリ
ング装置の開発

イデアルス
ター，東北
大他

イデアルスター，日本エイピーアイ，
東北大学他と化合物半導体製造プロ
セスにおける高純度ガス中の不純物
（酸素等）濃度のダイナミックレンジ測
定（ｐｐｂ～ｐｐｍ）の開発を行う。

２００９年度中のテス
ト販売を目指す。

10ｐｐｂまでの確認ができ，今後，今回の派生技術についても再検
討し，実用化を目指す。

5 事業化支
援を期待
したい。

99 非鉄金属中核人材
育成事業

東北大学，
細倉金属鉱
業他

非鉄製錬産業は，高品質な非鉄金属
素材の安定供給を通じて，国内の基
幹産業や高度な先端産業を支えると
同時に，我が国の資源循環における
中心的役割を果たしている。この資源
循環の運営と発展を担う中核人材を
育成・維持するために，関係する産学
が共同して新たな教育プログラムを開
発・実施する。

東北地域及び東北
大学を非鉄製錬の
生産，イノベーショ
ン，人材育成の拠点
とする。

細倉金属鉱業及び東北大学等により来年度の排水処理における
人材育成カリキュラムの作成を行いほぼ終了した。来年度早期の
実施を目指す。

5

100 燃料電池自動車用
ＭＥＭＳ湿潤水素
センサシステムの
開発

産総研，東
北大，宮城
県産業技術
総合セン
ター，矢崎
総業㈱，新
東北化学
㈱，北日本
精工㈱

燃料電池自動車を高効率で安全に走
行させるために必要な小型湿潤稼働
センサーシステムを開発する。宮城の
ＭＥＭＳの強みを活かした取り組みを
行う。

平成２０年度の評
価，２１年度のテスト
実装を目指す。

進捗報告会２回，研究開発推進委員会２回実施。参加団体６団
体（各会），参加人数延べ８０名以上。開催場所は仙台市（３回），
静岡県裾野市（１回）

5

101 サイエンスパーク
設置事業

東北大学 世界最高水準の研究成果を基に，東
北大学外との連携，将来を見据えた
先導的・先駆的な産学連携研究を展
開するため，中央棟の建設と企業・産
業界による研究施設の新営を目指
す。

独創性，実用性に富
んだ東北大学発のイ
ノベーションの創出，
ベンチャー企業の創
業が期待できるとと
もに，その集積によ
り仙台地域にハイテ
ク産業の創出と優れ
た人材の地元への
定着。

サイエンスパーク事業への企業誘致に向け活動を開始した。中央
研究棟等の設置に向け，資金計画等の策定や調査を開始した。

1.5 建設経費
への資金
援助と税
制面での
規制緩
和。

102 リチウムイオンバッ
テリー生産工場誘
致

宮城県 日産，ＮＥＣ，ＮＥＣトーキンの３社で全
世界の自動車産業関連メーカー各社
に電気自動車用のリチウムイオン
バッテリーを供給することを目指して
合弁会社「オートモーティブ・エナ
ジー・サプライ㈱」を設立した。１年後
をめどに量産を視野に入れ，高性能
バッテリーの開発及びマーケティング
を行う予定である。

世界をリードする高
性能リチウムバッテ
リーを量産する工場
の誘致を実現する。
関連会社の集積と
新たなる雇用の創出
が図られる。

当該リチウムイオン電池のアプリケーションの１つである家庭用
蓄電池としての実証試験を中核にしたエコハウスプロジェクトを企
画（東北大，NECトーキン，松栄工機他の参加）し，採択された。２
０年度から開始する。

1.5 今後実証
試験や市
民参加の
セミナー
において
協力を頂
きたい。

103 現職教員（英語・
歴史）研修セミナー

東北学院大
学文学部，
東北学院大
学教職課程
センター

英語・歴史の中学・高校教員の，特
に，教科に関する研修。先端の学問
的知見を，学びの現場に反映させる。

H18　60名参加
H19　80名参加

英語・歴史の中学・高校教員の，特に，教科に関する研修を行
い，先端の学問的知見を学びの現場に反映させることができた。

5 後援（宮城県教育
委員会，仙台市教
育委員会）

104 経済学科開講科目
「経済学特殊講義
Ⅰ」

東北学院大
学経済学部
経済学科

本学経済学科学生対象科目。野村證
券株式会社から講師を招き，資本市
場の役割と証券投資について学ぶ。

受講学生数289名 5

105 経済学科開講科目
「経済学特殊講義
Ⅱ」

東北学院大
学経済学部
経済学科

本学経済学科学生対象科目。宮城県
から講師を招き，地域産業政策につ
いて学ぶ。

受講学生数230名 5

106 経済学科開講科目
「経済学特殊講義
Ⅳ」

東北学院大
学経済学部
経済学科

本学経済学科学生対象科目。東北経
済産業局から講師を招き，東北経済
の持続的発展へのネットワーク構築
について学ぶ。

受講学生数41名 5

107 行政書士のための
特設講座

東北学院大
学大学院法
学研究科

東北５県の行政書士を対象とした大
学院前期課程相当の講座。平成19年
度からは定員を10名とした「東北学院
大学社会人学び直し教育プログラム
（仮称）」として実施する予定。

（未実施） 5

108 地盤工学基礎講座 東北学院大
学工学部環
境建設工学
科

地盤工学会東北支部と共催で年７回
の若手技術者向けの「地盤工学基礎
講座」を実施。建設工学分野で必須で
独学が困難な地盤工学を，現場の体
験も踏まえて，若手技術者に教授。

地盤工学会東北支部と共催で年７回の若手技術者向けの「地盤
工学基礎講座」を実施。建設工学分野で必須で独学が困難な地
盤工学を，現場の体験も踏まえて，若手技術者に教授。

5

109 基盤技術高度化支
援に係る相互協力

東北学院大
学，宮城
県，ほか９
機関

宮城県内企業における基盤技術の高
度化推進。企業への機器の開放。

企業に対する技術
的支援協力機関の
連携的取組み。

65機種の機器を開放（透過型分析電子顕微鏡，共焦点レーザー
顕微鏡，高圧磁気測定装置，クリーンルーム，マシニングセンサ，
DNAシーケンサー，振動式磁力計，自作ソフトなど）。
産学連携懇話会を開催。

5 宮城県に
よる紹
介，仲介

110 東北学院大学産学
連携推進センター
における各種事業

東北学院大
学産学連携
推進セン
ター

地域企業における研究開発等の助
言・指導，技術者リフレッシュ教育等
の提供。

宮城県を中心とする
企業と連携して，産
業教育及び技術振
興を図る。

地域企業技術相談件数18件（東北及び関東圏の企業を中心に，
設計技術，電子工学，熱応力解析，製品開発，衝撃工学分野な
ど）。
みやぎカーインテリジェント人材育成研修に学生34名参加。
知能ロボットコンテストフェスティバル2007を共催。

1 宮城県に
よる紹
介，仲介

http://www.eng.to
hoku-
gakuin.ac.jp/sanga
ku/index.shtml

111 ハイテク・リサー
チ・センター整備事
業（H18-22）

東北学院大
学大学院工
学研究科

特殊環境下における外場誘起による
ナノデバイス，新材料の開発。

外場誘起歪を示すナノ材料とデバイスの開発。
産学連携の推進と大学院生の教育・研究支援。
ナノ及びバイオテクノロジーの講義と実習（22名参加）。

5 研究連携
企業の斡
旋

112 社会人学び直し
ニーズ対応教育推
進プログラム
（H19-21）

東北学院大
学大学院工
学研究科

21世紀のキーテクノロジーを学ぶこと
による理科好き小・中・高教員の増
大。

毎年30名の現職小・
中・高教員向けに15
講座を提供。

理科好き学生の増大に寄与。 5 県・市町
村教育委
員会よる
支援

113 国への要望 宮城県市長
会

燃料油及び石油関連製品の価格安
定について，実効性及び即効性のあ
る施策を実施するよう要望

平成19年5月8日付けで総務省，財務省，経済産業省に対して要
望書を提出。

5

114 国への要望 宮城県市長
会

農業振興策を充実強化させるための
施策を実施するよう要望

平成19年5月8日付けで総務省，財務省，農林水産省，環境省に
対して要望書を提出。

3

宮城県市長
会

東北大学

東北学院大
学

東北学院大
学
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「富県宮城の実現」に向けた各団体の取組実績（団体ごと） 資料１

団体名 事業主体 概要 目標 平成１９年度実績
該当施
策番号

要望・提案 参考事業名

115 食料産業クラス
ター展開事業

民間団体 「食料産業クラスター」の形成を通じ，
地域食材を活用した新たな戦略食品
を創出するため，食農連携に意欲的
な食品企業に対する情報発信機能の
強化，販路開拓や原材料となる地域
食材の周年確保等の取組に対する支
援を行う。
   また，地域食材を活用した地域食
品ブランドの確立を推進するため，地
域食品ブランドの管理への支援を行
う。
【補助率】定額，１／２
【事業実施期間】平成１７～２１年度

・食品製造企業を含
む産学官の連携・協
力関係の促進
・地域食材を活用し
た新たな商品の開発
等の食品産業・農林
水産業の活性化の
促進

○事業実施数　　２団体
○ 主な事業内容
・食料産業クラスター専門分科会の開催
・食品企業支援のための情報収集と提供
・セミナー，交流会，シンポジウムの開催
・新製品開発（６品目）　等
○総事業費　　２７，３０７千円

1,3,5 - 食料産業クラス
ター展開事業関連
情報（農林水産省
ホームページ）
http://www.syokur
yo.maff.go.jp/syok
uhin/cluster/clust
er.htm

116 産学官連携経営革
新技術普及強化促
進事業

都道府県，
独立行政法
人，大学，
民間団体等

革新技術の導入による担い手の経営
発展を図るため，普及組織を中核とし
た産学官連携プロジェクトによる生産
現場での新技術の確立から，総合的
な技術普及支援までの一貫した取組
を支援する。
【補助率】定額
【事業実施期間】平成１９～２３年度

ブランド確立による
差別化，高付加価値
化

○事業実施地区数　2地区
○主な事業内容
・現地検討会の開催
・実証ほ設置
・技術の分析，導入支援　等
○総事業費　5,000千円

3 - http://www.maff.g
o.jp/www/hojo_jigy
o/h19/05keiei/ind
ex.html

117 強い農業づくり交
付金

市町村，農
業協同組
合，農業協
同組合連合
会，第３セク
ター，農業
者等の組織
する団体等

効率的かつ安定的な農業経営が地
域農業の相当部分を担う望ましい農
業構造の確立を図るため，認定農業
者等の担い手の育成・確保及び担い
手への農地の利用集積等の地域農
業の構造改革の加速化に資する生産
施設，加工施設，流通販売施設及び
土地基盤等の整備を実施，産地にお
ける競争力を強化するため，農畜産
物の生産性や品質の向上等に必要な
施設等の整備を支援する。
【補助率】定額，１／２以内等
【事業実施期間】平成１７～２１年度

効率的かつ安定的
な農業経営が地域
農業の相当部分を
担う望ましい農業構
造の確立を図る

○事業実施地区数　19地区
○主な事業内容
・穀類乾燥調製貯蔵施設
・省エネルギー農業施設
・高生産性農業用機械施設
・畜舎，堆肥舎，稲発酵粗
・飼料用ロールべーラー等
○総事業費　907,686千円(実績報告は６月予定)

3,5 - http://www.maff.g
o.jp/soshiki/nousa
n/seisantaisaku/in
dex.html

118 強い農業づくり交
付金（輸出促進特
別枠）

農業者が組
織する団
体，民間団
体等

新たに海外を含めて販路を積極的に
拡大しようとする産地において地元の
生産体制の確立に向けた高品質化，
低コスト化等のための共同利用施設
の整備を支援する。
【補助率】１／２以内
【事業実施期間】平成１７年度～２１年
度

輸出志向の生産・加
工・流通体制の整備

該当なし 3,5 - http://www.maff.g
o.jp/soshiki/nousa
n/seisantaisaku/in
dex.html

119 地域担い手経営基
盤強化総合対策実
験事業

認定農業
者，集落営
農組織等

認定農業者等の担い手による融資を
主体とした農業用機械施設等の導入
に際して，融資残の自己負担部分に
ついて助成を行う。これにより，担い
手の経営責任と創意工夫による主体
的な経営展開を補完的に支援する。
【補助率】３／１０以内
【事業実施期間】平成１９～２１年度

認定農業者等の担
い手の育成・確保及
び担い手への農地
の利用集積

○事業実施地区数　３地区
○主な事業内容
・トラクター，田植機，コンバイン等
○総事業費　　１６５，４０４千円

3 - http://www.maff.g
o.jp/soshiki/kouka
i/kaizenzigyou/ma
nagement/ninaite_
jigyo/index.html

120 広域連携アグリビ
ジネスモデル支援
事業

生産者サイ
ド：認定農
業者等の組
織する団
体，農協等
実需者サイ
ド：事業協
同組合等

生産者と食品産業等の実需者が連携
して農産物を安定供給・確保する取
組，複数の都道府県にわたる生産者
が連携し生産・販売施設等を整備す
る取組等，都道府県の枠を超えて行
われる広域的なアグリビジネスの取
組に対して支援し，競争力のある担い
手の育成及び国産農産物の競争力
の強化を図る。
【補助率】１／２，１／３以内
【事業実施期間】平成１７～２１年度

競争力のある担い手
の育成，国産農産物
の競争力を強化

該当なし 3,5 - 広域連携アグリビ
ジネスモデル支援
事業（農林水産省
ホームページ）
http://www.maff.g
o.jp/soshiki/kouka
i/kaizenzigyou/ma
nagement/kouren
/index.html

121 農業経営基盤強化
資金（農林漁業金
融公庫資金）

認定農業者 経営感覚に優れた効率的・安定的な
経営体の育成に資するため，農業経
営基盤強化促進法の農業経営改善
計画等の認定を受けた農業者に対し
て，計画に即して規模拡大その他の
経営展開を図るのに必要な長期低利
資金を農林漁業金融公庫から幅広く
融通する。
【貸付利率】1.25～1.6％ (平成20年3
月19日現在)
【融資率】100％
※農林漁業金融公庫は，２０年１０月
より「株式会社　日本政策金融公庫」
となります。

担い手の育成・確保 ※実績確定は７月予定 3,5 - 農林漁業金融公
庫ホームページ
http://www.afc.go.
jp/

122 経営体育成強化資
金（農林漁業金融
公庫資金）

主業農業者
（農業所得
が総所得
（法人に
あっては，
当該法人の
農業等に係
る売上高が
総売上高）
の過半又は
農業粗収益
が200万円
（法人に
あっては，
1,000万円）
以上等一定
の要件を満
たす者）等

意欲と能力をもって農業を営む者に
対し，経営展開に必要な前向き投資
資金と併せて償還負担の軽減のため
に必要な資金を一体的に長期低利で
融通することにより，効率的かつ安定
的な農業経営が農業生産の相当部
分を担う農業構造の確立に資するこ
とを目的として，経営改善資金計画に
基づいて行う事業に必要な資金等を
農林漁業金融公庫から融通する。
【貸付利率】1.6％ (平成20年3月19日
現在)
【融資率】80％

担い手の育成・確保 ※実績確定は７月予定 3,5 - 農林漁業金融公
庫ホームページ
http://www.afc.go.
jp/

123 農業近代化資金 ・認定農業
者
・主業農業
者

農業者等に対し農業協同組合等融資
機関が貸し付ける施設資金等に対し
都道府県が利子補給を行う。
（農林中央金庫が貸し付けるものに対
しては国が利子補給）
【貸付利率】農林漁業金融公庫資金
並み
【融資率】認定農業者100％，認定農
業者以外80%

担い手の育成・確保 ※実績確定は７月予定 3,5 - http://www.maff.g
o.jp/soshiki/keiei/
kinyuu/kaizen.pdf

東北農政局
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「富県宮城の実現」に向けた各団体の取組実績（団体ごと） 資料１

団体名 事業主体 概要 目標 平成１９年度実績
該当施
策番号

要望・提案 参考事業名

124 農業改良資金 ・認定農業
者
・主業農業
者

農業の担い手が農業経営の改善を目
的として，その自主性や創意を活かし
つつ，都道府県知事から貸付資格の
認定を受けた農業改良措置（新たな
農業経営部門への進出，新たな先駆
的技術の導入等）に取り組む際に必
要な資金を無利子で貸し付ける制
度。
【貸付利率】無利子
【融資率】認定農業者100％，認定農
業者以外80%

担い手の育成・確保 ※実績確定は７月予定 3,5 - http://www.maff.g
o.jp/soshiki/nousa
n/fukyuuka/newsi
te/annai.htm

125 未来志向型技術革
新対策事業

農業者が組
織する団
体，民間団
体等

農業生産における技術革新を興す先
進的でリスクの高い技術の導入等を
支援。
【補助率】１／２以内等
【事業実施期間】平成１９年度～２１年
度

成果目標の基準を
満たしていること・施
設等の整備によるす
べての効用によって
すべての費用を償う
ことがみこまれること
等

該当なし 2,3,5 - http://www.maff.g
o.jp/www/hojo_jigy
o/h19/04seisan/i
ndex.html

126 地産地消モデルタ
ウン推進活動対策
事業

農業，商
工，観光，
学校給食等
の関係者で
組織する協
議

農業，商工，観光，学校給食等の関
係者が一丸となり，地域全体で地産
地消の取組を行う地域を地産地消モ
デルタウンとして支援。
【補助率】１／２以内
【事業実施期間】平成１９年度～２１年
度

農業，商工，観光，
学校給食等の関係
者が一丸となり地域
全体で地産等地消
の実現に向け優れ
た取組を行う

-
(生産局所管)

3 - http://www.maff.g
o.jp/www/press/2
007/20070411pre
ss_1.html

127 地産地消モデルタ
ウン事業

農業，商
工，観光，
学校給食等
の関係者で
組織する協
議

農業，商工，観光，学校給食等の関
係者が一丸となり地域全体で行う地
産地消の取組を地産地消モデルタウ
ンと位置付け，これに必要な施設の
整備を支援を行う。
【補助率】１／２以内
【事業実施期間】平成１９年度～２１年
度

農業，商工，観光，
学校給食等の関係
者が一丸となり地域
全体で地産等地消
の実現に向け優れ
た取組を行う

該当なし 3 - http://www.maff.g
o.jp/www/press/2
007/20070411pre
ss_1.html

128 新需要創造対策 民間団体，
新需要創造
協議会等

産学官の連携により，我が国の技術
力を活かして新食品や新素材を開発
し，知的財産権の活用により新しい需
要を創造して，新産業分野を開拓す
るため，①新需要創造のための新た
なビジネスモデルの提案，②関係者
が一体となって新需要創造に取り組
む協議会の育成・活動，③新食品・新
素材の高度な品質管理システムの確
立のための支援を行う。
【補助率】 定額，１／２以内
【事業実施期間】平成１９年度～２１年
度

知的財産権の活用
により新しい需要を
創造して，新産業分
野を開拓する

該当なし 2,3 - http://www.maff.g
o.jp/www/hojo_jigy
o/h19/04seisan/i
ndex.html

129 農地・水・環境保
全向上対策

地域協議会
（都道府県，
市町村，農
業団体等か
ら構成され
る団体）

農地・水・環境の良好な保全と質的向
上を図るため，地域ぐるみでの効果
の高い共同活動と先進的な営農活動
を実施する地域の支援を行う。
【補助率】定額
【事業実施期間】平成１９年度～２３年
度

農地・水・環境の良
好な保全と質的向上
を図る

○実施組織数
　　　５１７組織（共同活動支援）
　　　　９７組織（営農活動支援）
○支援内容
・共同活動支援
・営農活動支援
○総事業費
　　１，５５４，００２千円　（支援交付金及び推進交付金の合計額）

3 - http://www.maff.g
o.jp/www/hojo_jigy
o/h19/06nouson/i
ndex.html

130 未来指向型技術革
新対策事業
（野菜低コスト供給
パートナーシップ
確立事業）

農業協同組
合，農業生
産法人，そ
の他農業者
の組織する
団体等

生産者・流通業者・実需者の連携の
下，有限責任事業組合（ＬＬＰ）等の枠
組みを活用し，高性能機械のリレー利
用，通いコンテナによる一貫輸送等を
推進する。
【補助率】１／２以内，定額
【事業実施期間】平成１９年度～２１年
度

野菜生産者，流通業
者及び実需者の連
携の下，高性能機械
の産地間リレー，利
用資材・輸送費低減
を可能とする通いコ
ンテナ，真空予冷，
オゾン水殺菌に対応
した集出荷・加工施
設の改修等の技術
導入

該当なし 3,5 - http://www.maff.g
o.jp/www/hojo_jigy
o/h19/04seisan/i
ndex.html

131 学校給食用牛乳等
供給推進交付金

乳業者，生
産者等で構
成する組織

安全で品質の高い国産牛乳を年間を
通じ学校給食用に安定的かつ効率的
に供給し，我が国酪農の安定的発展
と児童・生徒の体位・体力の向上に資
するための支援する。
【補助率】１／２，１／３以内，定額
【事業実施期間】昭和３２年度～

学校給食用牛乳の
安定的かつ効率的
な供給を推進

-
(生産局所管)

3 - http://www.maff.g
o.jp/www/hojo_jigy
o/h19/04seisan/i
ndex.html

132 食品安定供給施設
整備資金

食品の製
造，加工又
はこれらの
者の組織す
る法人

食品の製造又は加工の事業を営む者
が食品の流通機能の高度化（食品の
製造又は加工に関するものに限る。）
に必要な施設を整備するための資金
を農林漁業金融公庫が融資を行う。
【貸付利率】一般施設の場合（1.90～
2.35％)
特定施設の場合( 1.75～2.20％)
（貸付期間に応じて）

生産・流通機能の改
善による品質の保
持，低コスト化，高付
加価値化，安全性の
確保を図る。

該当なし 3 - http://www.maff.g
o.jp/www/hojo_jigy
o/h19/02syokuryo
/index.html

133 食品流通改善資金
（卸売市場施設・
近代化施設）

・卸売市場
（付設集団
売場を含
む）の開設
者（地方公
共団体を除
く）
・卸売市場
の卸売業者
若しくはそ
の組織する
法人
・ 卸売市場
の仲卸業者
若しくはそ
の組織する
法人

生鮮食料品等の生産及び流通の円
滑化，国民消費生活の安定向上に果
たすべき卸売市場の重要な役割にか
んがみ，卸売市場の施設，卸売業者
等の業務の近代化を図るための必要
な施設の造成等について長期・低利
資金を農林漁業金融公庫から融資を
行う。
【融資率】卸売市場施設：80％以内
　　　　　　業者等施設：70％以内

生産・流通機能の改
善による品質保持，
低コスト化，高付加
価値化，安全性の確
保を図る。

該当なし 3 - http://www.maff.g
o.jp/www/hojo_jigy
o/h19/02syokuryo
/index.html

134 食品流通高付加価
値モデル推進事業

民間団体 食品小売業者や商店街振興組合等
が生産者団体等と連携して，地域農
水産物を活用したブランド化，オリジ
ナル商品開発等付加価値の向上を図
る取組に支援を行う。
・生産者との連携によるブランド化等
の取組支援とその普及
【補助率】定額・１／２以内
【事業実施期間】平成１７年度～２１年
度

生産・流通機能の改
善による品質保持，
低コスト化，高付加
価値化，安全性の確
保

該当なし 3 - http://www.maff.g
o.jp/www/hojo_jigy
o/h19/03syohi/in
dex.html

東北農政局
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「富県宮城の実現」に向けた各団体の取組実績（団体ごと） 資料１

団体名 事業主体 概要 目標 平成１９年度実績
該当施
策番号

要望・提案 参考事業名

135 食の安全・安心確
保交付金

都道府県，
市町村，農
業協同組合
中央会，農
業協同組合
連合会，農
業協同組
合，営農集
団，特認団
体

食品安全ＧＡＰの取組の推進による
農産物の安全性確保を図る。
【補助率】定額（１／２以下）
【事業実施期間】平成１７年度～２１年
度

・生産・流通機能の
改善による品質保
持，低コスト化，高付
加価値化，安全性の
確保
・産地，農業者の自
主的なＧＡＰの取組

○事業実施主体　　宮城県
○主な事業内容
・GAPの導入・普及
　啓発活動，手引書策定，研修会開催等
　（石巻トマト生産組織連絡協議会）
・GAP指導者の育成・確保
　指導者研修会，会議開催
　（普及センター，JA担当者）
○総事業費　1,365千円（交付決定時の事業費）

3 - http://www.maff.g
o.jp/www/hojo_jigy
o/h19/03syohi/in
dex.html

136 食の安全・安心確
保交付金（地域に
おける「食事バラン
スガイド」の普及・
活用等の促進）

都道府県，
市町村，農
業協同組合
中央会，農
業協同組合
連合会，農
業協同組
合，消費生
活協同組
合，特認団
体

地域の教育ファーム推進計画作成に
向けた取組や優良事例の収集・情報
提供など，地域における教育ファーム
の取組を支援する。
【補助率】定額（１／２以下）
【事業実施期間】平成１７年度～２１年
度

社会的課題やニー
ズに応えた交流の推
進

○事業実施主体　宮城県
○主な事業内容
・食育推進リーダーの育成及び活動の促進
・地域版「食事バランスガイド」の普及・活用の促進
○総事業費　1,348千円（交付決定時の事業費）

3 - http://www.maff.g
o.jp/www/hojo_jigy
o/h19/03syohi/in
dex.html

137 低コスト植物工場
成果重視事業

農業協同組
合，農業協
同組合連合
会，農事組
合法人，農
事組合法人
以外の農業
生産法人，
特定農業団
体及び特認
団体

季節や天候に左右されない園芸用温
室の設置・運営コストを大幅に低減す
る低コスト植物工場モデルの実証・確
立に対する支援を行う。
【補助率】１／２以内，定額
【事業実施期間】平成１８年度～２０年
度

低コスト植物工場技
術の確立に必要な
新技術の実証・普及
を推進

該当なし 2,3 - http://www.maff.g
o.jp/soshiki/seisa
n/low_cost/index.
html

138 乳業再編整備等対
策事業

広域指定生
乳生産者団
体若しくは
その会員

集送乳の合理化を推進するため，大
規模な貯乳能力を有する施設又は設
備を整備する。
【補助率】１／３以内
【事業実施期間】平成８年度～２２年
度

生産・流通機能の改
善による品質保持，
低コスト化，高付加
価値化，安全性の確
保を図る

-
(生産局所管)

3 - http://www.maff.g
o.jp/www/hojo_jigy
o/h19/04seisan/i
ndex.html

139 米加工品新規需要
開発支援事業費補
助金

民間団体 新たな米加工品の需要創出を図るた
め，米加工品にかかる研究開発を実
施する企業に対して支援を行う。
【補助率】１／２以内
【事業実施期間】平成１８年度～２０年
度

メーカーや大学との
連携強化戦略のと
新たな米加工品の
新技術開発および
普及

該当なし 3 - http://www.maff.g
o.jp/www/hojo_jigy
o/h19/02syokuryo
/index.html

140 先端技術を活用し
た農林水産研究高
度化事業

独立行政法
人，公立試
験研究機
関，大学，
民間企業，
農林漁業者
等

行政ニーズへの的確な対応，地域の
技術シーズの活用等による現場に密
着した農林水産分野の試験研究の迅
速な推進を図るため，産学官が連携
した研究課題の公募により，優れた発
想を活かし，先端技術等を活用した質
の高い試験研究を促進する。
【補助率】研究費（国から委託）
【事業実施期間】平成１４年度～２３年
度

・地域の農林水産業
等の活性化を図るた
めの産学官連携に
よる研究開発
・農林水産物・食品
の輸出促進のため
の生産，流通，加工
等の技術開発

-
(技術会議事務局所管)

2,3 - http://www.maff.g
o.jp/www/hojo_jigy
o/h19/07gijutu/in
dex.html

141 住宅分野への地域
材供給支援事業

民間団体 地域材の利用拡大を図るため，施工
性，意匠性等の課題があり地域材の
利用が進んでいないマンションの内装
材などについて，消費者ニーズに対
応した新たな製品・技術の開発やそ
の普及を支援することにより，地域材
の新たな市場の開拓による利用の拡
大を図る。
【補助率】定額，１／２
【事業実施期間】平成１９年度～２１年
度

住宅分野における地
域材を利用した新た
な製品の開発支援，
地域材を利用した新
たな製品等の普及
促進

-
(林野庁所管)

3,5 - http://www.maff.g
o.jp/www/hojo_jigy
o/h19/08rinya/ind
ex.html

142 上下連携いきいき
流域プロジェクト

流域森林・
林業活性化
センター

林業・木材産業の活性化等に向け
て，都道府県内の各流域（森林計画
区）に設置されている流域森林・林業
活性化センター（流域内の地方公共
団体，林業関係団体等により構成）
が，都道府県境を越える圏域におい
て連携して実施する取組に対して支
援を行う。
【補助率】定額
【事業実施期間】平成１８年度～２２年
度

原則として，都道府
県境を越える２以上
の流域において関係
する流域森林・林業
活性化センターが連
携して取り組む活動
計画について，公募
方式により支援プロ
ジェクトを支援

-
(林野庁所管)

3 - http://www.maff.g
o.jp/www/hojo_jigy
o/h19/08rinya/ind
ex.html

143 畜産環境総合整備
事業

都道府県，
市町村，農
協，農協
連，事業指
定法人

・家畜排せつ物処理施設とたい肥の
還元用草地等の一体的な整備による
畜産経営環境の改善を図る
・草地等の多面的機能を活用した地
域社会の活性化のための草地及びそ
の附帯施設の整備の実施を行う。
【補助率】１／２以内
【事業実施期間】平成７年度～

バイオマスを利用し
た産地形成，社会的
課題やニーズに応え
た交流の推進

○事業実施地区数　６地区
○主な事業内容
・家畜排泄物処理施設
・施設用地の造成
・道路整備
・機械等（共同利用）
○総事業費　９１５，０１７千円

3 - http://www.maff.g
o.jp/www/hojo_jigy
o/h19/04seisan/3
8.pdf

144 景観・自然環境保
全形成支援事業

特定非営利
活動法人
（ＮＰＯ法
人）等

農村景観・自然環境の保全・形成等
を通じて地域の活性化を推進すること
を目的として，農村景観や自然環境
の保全活動に関し，課題解決の検
討，地域資源の活用の検討，活動組
織への直接支援等を実施する。
【補助率】１／２以内
【事業実施期間】平成19年度～平成
21年度

都市住民・企業・
NPO等の多様な主
体の農村景観・自然
環境保全活動への
参画推進

○事業実施地区数　２地区
○主な事業内容
・動植物の調査
・外来動植物の駆除
・水田への遡上調査
○総事業費　８９９千円

3 - 農林水産省補助
事業のページ
http://www.maff.g
o.jp/www/hojo_jigy
o/h19/02nouson/i
ndex.html

145 農村コミュニティ再
生・活性化支援事
業

ＮＰＯ法人，
農業協同組
合，森林組
合，水産業
協同組合，
土地改良
区，商工
会，地方公
共団体が出
資する団体
等

農村コミュニティの再生・活性化に向
けてNPO法人等が実施する，都市か
ら農村への定住の取組，農村と地域
企業との連携による新たな事業の創
出の取組に対して支援を実施。農村
コミュニティの活性化に関する基本方
針等を定め，その実現に向等けた実
践活動を行っている又は行おうとして
いる団体からの公募方式により事業
実施地区を選定する。
【補助率】１／２以内
【事業実施期間】平成１８～２２年度

都市から農村への
定住と農村と地域企
業との連携による新
たな事業の創出

○事業実施地区数　２地区
○主な事業内容
・農業体験授業のパッケージ化パイロット事業
・グリーン・ツーリズムインストラクター育成スクールの開催
○総事業費　2,109千円

２，３ - 農林水産省補助
事業のページ
http://www.maff.g
o.jp/nouson/com
munity/index.htm

東北農政局
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「富県宮城の実現」に向けた各団体の取組実績（団体ごと） 資料１

団体名 事業主体 概要 目標 平成１９年度実績
該当施
策番号

要望・提案 参考事業名

146 農村振興総合整備
事業

都道府県，
市町村等

地域の多様なニーズに応じた，農業
生産基盤と農村生活環境の総合的な
整備を行うため支援する。
【補助率】50％
【事業実施期間】平成１３年度～

農業の健全な発展と
農地の適正な土地
利用を図りつつ，ほ
場整備等により非農
用地を創設し公共施
設等用地の整備，都
市との交流，健康で
生きがいを持って暮
らせるよう生きがい
農園等の整備

○事業実施地区数　１７地区
○主な事業内容
・農業用用排水施設整備
・農道整備
・農業用集落排水施設整備
○総事業費　13,872,500千円

3 - 農林水産省補助
事業のページ
http://www.maff.g
o.jp/www/hojo_jigy
o/h19/04nouson/i
ndex.html

147 農業集落排水事業 都道府県，
市町村等

農村地域における農業用用排水の水
質保全，農業用用排水施設の機能維
持又は農村生活環境の改善を行うた
め支援をする。
【補助率】50％
【事業実施期間】昭和58年度～

し尿，生活雑排水等
の汚水等を処理する
施設の整備。

○事業実施地区数　５地区
○主な事業内容
・農業集落排水施設整備
・資源循環施設整備
○総事業費　　５，６０５，７００千円

3 - 農林水産省補助
事業のページ
http://www.maff.g
o.jp/www/hojo_jigy
o/h19/05nouson/i
ndex.html

148 田園整備事業 都道府県，
市町村等

各種公共公益施設用地整備，伝統的
農業施設及び美しい農村景観等の保
全，復元等に配慮した各種生産基盤
等の整備。
【補助率】50％
【事業実施期間】平成１０年度～

農村に存する伝統
的農業施設及び美し
い農村景観等の保
全，復元に配慮した
各種生産基盤等の
整備

該当なし 3 - 農林水産省補助
事業のページ
http://www.maff.g
o.jp/www/hojo_jigy
o/h19/06nouson/i
ndex.html

149 地域用水環境整備
事業

都道府県，
市町村，土
地改良区，
その他団体

農村地域に広範に存在する農業水利
施設の整備と一体的に親水・景観，
自然環境等に配慮した整備を行い，
生活空間の質的な向上を図る。
【補助率】50％
【事業実施期間】平成１２年度～

景観，歴史的施設等
の観光資源との連
携

○事業実施地区数　5地区
○主な事業内容
・親水景観光保全施設
　　　利用保全施設
　　 生態系保全施設
　　 消防水利施設　　　等
○総事業費　1,043,000千円

3 - 農林水産省補助
事業のページ
http://www.maff.g
o.jp/www/hojo_jigy
o/h19/07nouson/i
ndex.html

150 リデュース・リユー
ス・リサイクル事業
（リサイクル事業－
動植物残さ－）

廃棄物・リ
サイクル対
策に係る施
設を設置す
る者（動植
物性残さに
ついては，
食品の製造
又は加工の
事業を実施
する者を除
く。）

卸売業者・外食産業等食品製造業以
外の食品関連事業者及びリサイクル
業者が食品廃棄物を肥料，飼料等に
再生利用するための施設整備に必要
な資金を融通。
食品廃棄物を肥料，飼料等に再生利
用に必要な上記の施設のうち，日本
政策投資銀行が適切と判断したもの
【貸付利率】新政策金利Ⅰ （融資率は
案件による）

地域のリサイクル業
者が，食品産業や地
域の農畜水産業者
と共同して，食品産
業から発生する食品
廃棄物を原料とする
肥飼料等を製造し，
地域農業に提供す
る仕組みづくりの確
立

該当なし 3 - 農林水産省補助
事業のページ
http://www.maff.g
o.jp/www/hojo_jigy
o/h19/index.html

151 地域バイオマス利
活用交付金
（地域バイオマス
利活用整備交付
金）

都道府県，
市町村，農
林漁業者の
組織する団
体，ＰＦＩ事
業者，共同
事業体，第
３セクター，
消費生活協
同組合，民
間事業者等

地域で発生・排出されるバイオマス資
源を可能な限り循環利用する総合的
利活用システムを構築するため，バイ
オマスの変換・利用施設等の一体的
な整備等，バイオマスタウンの実現に
向けた地域の主体的な取組を支援す
る。
【補助率】１／２以内
【事業実施期間】平成１９年度～２３年
度

・バイオマスを利用し
た産地形成
・食料等生産の枠を
越えた農林水産業
の新たな領域の開
拓
・都市と農山漁村間
のバイオマス利活用
の促進

該当なし 2,3 - 農林水産省バイオ
マス・ニッポンの
ホームページ
http://www.maff.g
o.jp/biomass/

152 バイオ燃料地域利
用モデル実証事業

民間企業等 農村の地域資源を活用して，国民生
活の向上と農村の振興を図ることを
目的とし，バイオ燃料の低コスト製造
技術の開発とともに，地域におけるバ
イオマス輸送用燃料の原料作物の調
達から燃料の供給まで一体となった
取組を行う大規模技術実証に対する
支援。
【補助率】　ソフト定額，ハード１／２以
内

バイオ燃料生産等
生物資源産業の育
成

該当なし 2,3 - 農林水産省バイオ
マス・ニッポンの
ホームページ
http://www.maff.g
o.jp/biomass/

153 担い手アクション
サポート事業

担い手育成
総合支援協
議会（事業
の実施に当
たっては，
ワンストップ
支援窓口，
担い手アク
ションサ
ポート会
議，担い手
アクションサ
ポートチー
ムの設置が
必要。）

集落の農業を担う集落営農組織の継
続的・安定的な発展に向け，担い手
育成総合支援協議会が実施する集落
営農組織を支える人材の育成に関す
る取組に対して支援を行う。
【補助率】定額
【事業実施期間】平成１９年度～平成
２１年度

地域リーダーやコー
ディネーターの育成・
確保

○事業実施地区数　５地区
○主な事業内容
・講習会，研修会等
○総事業費　19,995千円

3 - http://www.maff.g
o.jp/newfarmer/nf
/gaisan/action.pdf

154 食品循環資源経済
的処理システム実
証事業

民間団体 より効率的な食品リサイクルを目指す
実験的な地域の取組等の経済性を実
証し，小規模事業者や店舗等地域に
おける新たな食品リサイクルのビジネ
スモデルを提示

現在のリサイクルコ
ストを１０％削減又
は現在の焼却処理
委託コストと比較し
た負担増１５０％以
内

○事業実施地区　１地区
○主な事業内容
・持ち運び型測量器を使用した効率的な生ゴミ収集モデルを構築
し，収集コスト削減可能を実証。
○総事業費　１０，３２２千円

3 - 農林水産省総合
食料局19年度補
助事業のページ
http://www.maff.g
o.jp/j/aid/hozyo/2
007/syokuryo/ind
ex.html

155 食品流通改善資金
（生産製造提携・
生産販売提携）

・農林漁業
者，農林漁
業者が組織
する法人
・食品製造
業者（花き
を含む），食
品製造業者
が組織する
法人
・食品販売
業者（花き
を含む），食
品販売業者
が組織する
法人

農林漁業者と食品製造販売業者等が
提携して，産地から製造販売段階ま
で一貫した品質管理システムを構築
する。そのために必要な資金を農林
漁業金融公庫から長期・低利融資す
る。
【融資率】：事業費の８０％以内等

生産・流通機能の改
善による品質保持，
低コスト化，高付加
価値化，安全性の確
保を図る。

○融資地区　１地区
○融資施設
・食品の処理加工施設
○総事業費　２０４，６８８千円

3 - 農林漁業金融公
庫ホームページ
http://www.afc.go.
jp/

東北農政局
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「富県宮城の実現」に向けた各団体の取組実績（団体ごと） 資料１

団体名 事業主体 概要 目標 平成１９年度実績
該当施
策番号

要望・提案 参考事業名

156 農山漁村活性化プ
ロ
ジェクト支援交付
金

都道府県，
市町村，土
地改良区，
農業協同組
合，森林組
合，水産協
同組合，農
林漁業者等
が組織する
団体　等

農山漁村地域において，農林漁業の
振興その他就業機会の増大，定住等
を促進するための良好な生活環境の
確保，都市等との地域間交流の促進
を目的とする施設の整備等の各種取
り組みを，農・林・水の縦割りなく総合
的かつ機動的に支援。
【補助率】1／２等

・農山漁村への定住
者の増加
・二地域居住者の増
加

○活性化計画策定数　３地区
○主な事業内容
・林業機械施設
・暗きょ排水
・都市農山漁村総合交流促進施設
○総事業費　２３７，８８２千円

２，３ ー 農林水産省農山
漁村活性化プロ
ジェクト支援交付
金のページ
http://www.maff.g
o.jp/j/kasseika/k_
project/index.html

東北経済産
業局

157 TOHOKUものづくり
コリドー

東北経済産
業局

東北地域の企業，大学等の研究機
関，産業支援機関等と密接に連携し，
広域仙台地域をはじめ東北の優れた
モノ作り力を基盤とする産業クラス
ター第Ⅱ期中期計画「TOHOKUものづ
くりコリドー」を加速的に推進する。

７技術・産業分野と
10地域が，有形・無
形の回廊（コリドー）
を通じて緊密に連携
することを目指す。

・産業クラスター会員企業数：１３９社（うち新規事業創出件数：３０
件）
・地域新生コンソーシアム研究開発事業採択数（継続含む）：５件
・地域新規産業創造技術開発費補助事業採択数（継続含む）：１
件
・中小企業・ベンチャー挑戦支援事業（うち実用化研究開発事業）
採択数：２件
・戦略的基盤技術高度化支援事業採択数：６件

1 東北経済産業局
http://www.tohok
u.meti.go.jp/sanclu
/top/index.htm
【推進組織】（株）イ
ンテリジェント・コス
モス研究機構
http://san-
cluster.icr-
eq.co.jp/

158 企業立地の促進 東北経済産
業局

地域の特性・強みを活かした企業立
地促進等を通じ，地域経済活性化の
実現を目指す。宮城県においては，
企業立地促進法に基づく「自動車関
連産業」及び「高度電子機械産業」の
基本計画について同意を得て，企業
誘致，人材育成等の取組を行ってい
る。

【目標年次：２３年
度】
○「自動車関連産
業」
新規立地件数：50
件，新規雇用者数：
2,500人，付加価値
増加額：472億円，製
造品出荷額増加額：
1,300億円
○「高度電子機械産
業」
新規立地件数：35
件，新規雇用者数：
2,500人，付加価値
増加額：428億円，製
造品出荷額増加額：
1,300億円

・基本計画同意数：２地域（みやぎ高度電子機械産業集積形成基
本計画，みやぎ自動車関連産業集積形成基本計画）
・地域企業立地促進等事業費補助金（人材養成等支援事業）採
択数：２件（みやぎ高度電子機械産業活性化人材養成等事業，み
やぎ自動車関連産業活性化人材養成等事業）

1 経済産業省
http://www.meti.g
o.jp/policy/chiikisi
npou/index.html
企業立地支援セン
ター
http://ritti.jp/

159 中小企業地域資源
活用プログラムの
創設

東北経済産
業局

各地域の「強み」である地域資源（産
地の技術，地域の農林水産品，観光
資源）を活用した中小企業の新商品・
新サービスの開発・市場化を総合的
に支援する。

地域産業発展の核
となる新事業を５年
間で1,000創出する。

・宮城県の策定した基本構想の認定，変更認定（地域資源総数：
２３１件，うち農林水産物６１件，鉱工業品５３件，観光資源１１７
件）
・事業計画認定数：６件（うち地域資源活用売れる商品づくり支援
事業採択件数：２件）
・地域資源活用新事業展開支援事業費補助金（うち地域資源活
用販路開拓等支援事業）採択数：２件
・地域資源活用型研究開発事業採択数：１件
・ＪＡＰＡＮブランド育成支援事業（ブランド確立支援事業〔１年目〕）
採択数：１件
・地域資源活用企業化コーディネート活動等支援事業採択数：３
件
・地域中小企業応援ファンド（スタート・アップ応援型）の貸付数：１
件（宮城・仙台富県チャレンジ応援基金）

1,2,3 中小企業庁
http://www.chush
o.meti.go.jp/shogy
o/chiiki/index.html
中小企業ビジネス
支援サイト J-
Net21
http://j-
net21.smrj.go.jp/
expand/shigen/ind
ex.html

東北経済産
業局

13



「富県宮城の実現」に向けた各団体の取組計画（団体ごと） 資料２

取 組 の 目 的 ・ 概 要 実施年度 事業費
（千円）

1 マーケティング・ビジネスプラ
ン支援事業

東経連事業化センター 平成18年度～ 未確定 5年間で30社支援 1 東経連事業化センター
http://www.nc-t.jp/

2 産学マッチング事業 東経連事業化センター 　大学・公設試等のシーズにもとづく地元企業との共同研究事業を
支援する。

平成18年度～ 未確定 5年間で100プロジェクト創出 1 東経連事業化センター
http://www.nc-t.jp/

3 ビジネス講座 東経連事業化センター 　マーケティング，知財，ファイナンス等のビジネススキルの向上に
関するセミナー等を開催する。

平成18年度～ 未確定 年間5テーマ程度 1
5

東経連事業化センター
http://www.nc-t.jp/

4 広域観光の推進 東北観光推進機構 　東北７県・仙台市及び企業・団体が協働で広域観光を推進。知名
度向上，国内からの誘客，海外からの誘客を目指す。
○韓国・台湾を対象としたマーケット調査の実施
○モバイルシステムを活用した季節情報の発信強化，「アドトレイ
ン」の実施等による首都圏向け新規ＰＲ
○海外向けポータルサイトの設置・運営
○観光セミナー開催等，中京圏以西における集中的なＰＲ
○平泉の世界遺産登録やNHK大河ドラマの放映等の話題を活用し
たＰＲ

平成20年度 218,272 宿泊客数〔年間〕
4261万人(H15)→5595万人(H22)
外国人訪問者数〔年間〕
300千人(H16)→580千人(H22)

2 http://www.tohokuk
anko.jp/

5 東北国際物流戦略チームの
運営

東北地方整備局
東北運輸局
東経連

　産学官による「ポートセールス･グループ」を設置し，東北の港湾全
体の活性化につながるポートセールス体制の構築を目指す。京浜
港を利用する「荷主データベース」の構築や，京浜港から東北の港
湾に利用転換した企業の「成功事例集」の作成を図る。また，東北
港湾での「LCL公開輸送」による実例ＰＲ，郊外の工業団地等に訪
問する「出前説明会」の開催等の具体的施策を実施する。

平成20年度 1,995
(東経連分)

京浜港利用荷主の東北港湾への
利用転換
(北関東圏の大口荷主1社)

4 本戦略
チームで
共有する
「荷主デー
タベース」
の構築へ
の協力要
請等

-

6 東経連・国際物流情報交換
会の開催

東経連 　東北の港湾を活用した荷主企業による成功事例や将来構想のほ
か，商社や運輸関係者による最新の物流事情等を毎回企業3社か
ら説明を受け，港湾管理者等を交えた意見交換・情報交換を行う。
(2箇所で開催予定)

平成20年度 1,574 4 - -

7 国際業務室の運営 東経連 　東北域内企業の中国ビジネス展開の拡大を目指し，中国や東ア
ジアに関する最新情報の提供を行うほか，中国各地で開催される展
示会や博覧会に出展・参加し，東北地域のPRを行う。(「2008年日中
経済協力会議－於新潟」への協力等も含む）

平成20年度 5,245 中国など東アジアにおける東北
域内企業のビジネス展開の拡大

4 http://www.tokeiren
.or.jp/

8 広域経済圏の形成
（「真の分権型社会における
広域経済圏の形成に関する
調査研究会」の運営）

北海道・東北未来戦略
会議
（事務局：東経連）

　北海道・東北地域の8道県において，真の分権型社会における広
域経済圏を形成するための地域戦略(地域の特性を活かしつつ自
立的発展を図るために何が必要か，何をすべきか，何が可能になる
か)に関して官民協同で総合的な調査研究を実施する。

平成20年度 未確定 平成20年度中に取りまとめ 　(平
成21年度の北海道・東北未来戦
略会議総会において最終報告)

1
3
4

http://www.hokutou.
jp/

9 東北の高速道路の戦略的整
備に関する調査研究

東経連 　社会資本整備に係る経済波及効果等を試算し，東北における高
速道路の全体的な整備方針等について提言する。

平成20年度 未確定 調査研究結果を高速道路整備促
進フォーラムや各種要望活動な
どに活用する。

5

10 水曜会定例会 (社)宮城県経営者協会 ・人事労務管理の中核となる管理職による人材育成，人事労務に関
する講演会及び研究会
・本年は採用確保対策，ワークライフバランス推進，企業不祥事対
策など企業をとりまく現状の課題について６回開催予定。
・特に富県宮城推進セミナーとして人材確保と人材育成のセミナー
を開催する予定。

平成20年度 年間定例開催による管理能力の
向上

5 少子化の
中で県内
人材の確
保が困難
になって
いくことか
ら，学校
教育にお
ける理系
人材の育
成，地元
企業への
就職支援
など要望
することを
検討。

(社）宮城県経営者協
会ＨＰ
http://www.miyagikeik
yo.or.jp

11 労働法ゼミナール (社)宮城県経営者協会 人事労務管理者及び担当者のための労働判例研究
本年は未払い残業問題，パワハラ・セクハラ問題，パートタイム労働
法につき３回開催予定。

平成20年度 労働法研究による適正な労務管
理

5 (社）宮城県経営者協
会ＨＰ
http://www.miyagikeik
yo.or.jp

12 経協セミナー (社)宮城県経営者協会 人事労務管理者及び担当者のための最新経営課題研究
本年は労務問題を中心に６回開催予定。

平成20年度 人事労務管理の知識向上 5 (社）宮城県経営者協
会ＨＰ
http://www.miyagikeik
yo.or.jp

13 会報への富県宮城ページの
新設

(社)宮城県経営者協会 会員に対する富県宮城推進の周知，協力依頼 平成20年度 富県宮城構想の普及 5 会報掲載

14 産業振興委員会 仙台経済同友会 東北における産業発展のために必要な事柄を議論，検討する。（知
づくり委員会を改称し，農業も含めた産業全般を議論する委員会と
した）

1

15 国際・観光委員会 仙台経済同友会 仙台の国際化及び観光振興に関する問題について議論，検討す
る。

2
4

16 宮城県平成20年度ものづく
り・ひとづくりモデル事業
技術市場交流プラザ「フロネ
シス２１」

（社）みやぎ工業会
　経営基盤委員会
　　フロネシス部会

・次代を担う経営者の育成，異業種交流，東京エレクトロン（TEL）と
のマッチングの３つを目標とした異業種交流会を年間を通して開催
する。
・参加企業４０社

平成20年度 3,000 ・技術経営セミナー等の開催によ
る若手経営者の育成
・参加企業間でのニーズ・シーズ
交換会による新たなビジネスマッ
チの開拓
・TEL製品の分析などによるTEL
とのマッチング

1
5

【他団体との連携が必
要なテーマ】

・異業種交流促進によ
り県内企業の活性化
を図る

17 大手/中小製造企業とのビジ
ネスマッチ

（社）みやぎ工業会
　政策委員会
　　B-Match　WG

・H19年度に実施した県内のC,D企業（大手製造業）へのアンケート
結果から浮き彫りになった県内C,D企業と県内A,B企業（中小製造
業）とのビジネス拡大のため，WGを設置し，具体的な計画を検討す
る。

H19～ 0 ・県内C,D企業とA,B企業の取引
拡大

1
5

【他団体との連携が必
要なテーマ】

・県内製造企業間での
取引の拡大を図る

18 宮城ブランドの創出（製造業
版）

（社）みやぎ工業会
　政策委員会
　　ブランドWG

・「宮城ブランド「モノ」（製造業版）」の体制，手順等を確立し，県内
製造業の推進を支援する。

平成19年度～ 0 ・宮城ブランド認定手順の構築
・産業支援策の整合

1
5

【他団体との連携が必
要なテーマ】

・宮城ブランド「モノ」
（製造業版）の構築を
目指す

19 工業高校実践教育導入事業
「クラフトマン２１」

（社）みやぎ工業会
　経営基盤委員会

・インターンシップや工場見学，技術者の校内指導などを通して，県
内工業高校生のものづくりを支援し，地域の中小企業を担う人材を
育成する。

平成19～21
年度

14,000 ・宮城県のH20年度目標を達成さ
せる

1
5

【他団体との連携が必
要なうテーマ】

・県内製造業の次代を
担う人材を育成する

20 産学官連携の推進 （社）みやぎ工業会
　政策委員会
　交流推進委員会
　技術交流委員会

・中小企業の産学連携の実情を，ヒアリングやラウンドテーブル協議
などから洗い出し，産学連携に向けた課題を関係機関で共通認識
する。
・東北大学産学官連携推進本部やKCみやぎとの連携を強化し，産
学官連携を推進するにあたっての課題を共有する。

平成20年度～ 0 ・産学官連携の課題の明確化
・東北大学産学官連携推進本部
との連携強化
・KCみやぎとの連携強化

1
5

【他団体との連携が必
要なテーマ】

・産学官の一歩踏み込
んだ連携を図る

目標

（社）東北経済連合会

(社)宮城県経営者協会

仙台経済同友会

平成２０年度取組概要
事業主体事業名

(社)みやぎ工業会

団体名 参考
該当
施策
番号

要望・提案

1



「富県宮城の実現」に向けた各団体の取組計画（団体ごと） 資料２

取 組 の 目 的 ・ 概 要 実施年度 事業費
（千円）

目標
平成２０年度取組概要

事業主体事業名団体名 参考
該当
施策
番号

要望・提案

21 産業人材確保に向けた課題
の顕在化

（社）みやぎ工業会
　政策委員会
　経営基盤委員会

・2010年/2015年に向けた産業人材のスキル別（質/量）の人材確保
面からのシミュレーションの働きかけと，「バーチャルモノづくり大学
（仮称）」構想の推進を検討する。

平成20年度～ 0 ・産業人材確保に向けた課題の
明確化
・「バーチャルモノづくり大学（仮
称）」構想

1
5

【他団体との連携が必
要なテーマ】

・産学官が連携し，共
同で産業人材の確保
を図る

22 関係団体との連携強化 （社）みやぎ工業会
　各委員会

・他諸団体と連携した未加盟団体の掘り起こしと，新規会員のニー
ズと各員会年間行事計画とのマッチングを行う。
・KCみやぎ推進ネットワークにおいて，会員企業のニーズを積極的
に提起し，会員企業の支援を行う。
・他諸団体と連携した年間イベントの共催を検討し，集客力の向上
と内容の充実を図る。

平成20年度～ 0 ・工業会の会員増強
・他団体との連携強化

1
5

【他団体との連携が必
要なテーマ】

・団体間連携により各
団体の体制を強化し，
県内製造業の底上げ
と富県戦略へ貢献す
る

23 ビジネス&テクノ東北2008 （社）東北ニュービジネ
ス協議会（および（社）
東北経済連合会，東
経連事業化センター，
（独）中小機構，いいモ
ノテクノフェア実行委員
会，(社)東北地区信用
金庫協会）

商品・コンテンツの魅力を伝える「商品展示会」と，マッチングコー
ディネーター・バイヤーの積極的な参加による新たなビジネスチャン
スを掘り起こす商談とにより，新たなビジネスステージの創造を図る

平成18～20
年度

展示ブース　２５０ブース
入場者　１万人

1
3
5

24 第４回新事業創出全国フォー
ラムｉｎ仙台（ＪＮＢ全国会員大
会併催）

（独）中小企業基盤整
備機構東北支部，(社)
日本ニュービジネス協
議会連合会，(社)東北
ニュービジネス協議会

日本ニュービジネス協議会連合会傘下の会員及び全国のニュービ
ジネス関係者が一堂に会し，情報の交換・知識の涵養・ビジネス
チャンスのきっかけとする。
なお，上記「ビジネス＆テクノ東北2008」と同時開催し，より効果を高
める。

平成20年度 参加者　５００人以上 5

25 研究部会事業 （社）東北ニュービジネ
ス協議会

１０余の研究部会を設置し，会員の自主運営により，ニュービジネス
創造の研究，プロジェクトの開拓を実施。「海洋ニュービジネス研究
部会」による「貞山運河を活用した観光産業振興」プロジェクト等が
ある

平成20年度
（H～）

2
5

26 東北ニュービジネス大賞表彰 （社）東北ニュービジネ
ス協議会

革新的な起業家精神を持って新しい事業展開に挑戦するニュービ
ジネスの育成を図るため，優秀なニュービジネス事業及びニュービ
ジネス企業経営者を表彰し，ニュービジネスの事業成長を側面から
支援する

平成5～20年
度

5

27 海外企業視察 （社）東北ニュービジネ
ス協議会

海外における企業の実態およびビジネスチャンスの可能性を探るた
め，海外視察を実施する

平成15～20
年度

4

(社)宮城県銀行協会

28 ── （社）宮城県銀行協会 富県宮城実現に向けた取組みに対し，各銀行と連携しできるかぎり
協力。

── ── ── ──

29 “仙台・宮城デステネーション
キャンペーン”プロモーション
事業

仙台商工会議所“仙
台・宮城デステネー
ションキャンペーン”プ
ロモーション委員会

本年10月から１２月に開催される「仙台・宮城デステネーションキャ
ンペーン」に対して，地域商工業者が行う様々な対応を支援しキャン
ペーンを成功させるとともに，キャンペーン終了後においても継続し
て行う仕組みを検討し実行するよう働きかける活動を行っている。委
員は県内の観光関連事業者をはじめ，商店街，市民団体，学識者
など幅広い委員構成で，県内の各商工会議所もオブザーバー参加
をしている。特に本番の本年は10月1日～5日にDCのキックオフ事
業として仙台市中心部アーケード街において，仙台七夕まつり」の
笹飾り20数本を掲出し，観光客等をお迎えする。期間中は他の青葉
まつり等他のイベント等とも連携する。

平成19～20
年度

3,000 2 仙台商工会議所
http://www.sendaic
ci.or.jp/jigyou&katud
ou/11_f.html

30 仙台都市圏自動車専用道路
整備促進事業

仙台都市圏自動車専
用道路整備促進期成
会

仙台東部道路，仙台北部道路，常磐自動車道，仙台東道路，三陸
縦貫自動車道の整備促進を宮城県，仙台市等と連携し推進

継続 1,000 県の目標数値と同じ 5 http://www.sendaic
ci.or.jp/s-road/

31 仙台国際貿易港整備利用促
進事業

仙台国際貿易港整備
利用促進協議会

仙台国際貿易港の整備及び利用について宮城県，仙台市，関係市
町，業界等と連携し促進

継続 9,000 県の目標数値と同じ 5 http://www.sendaic
ci.or.jp/minato/

32 仙台空港国際化利用促進事
業

仙台空港国際化利用
促進協議会

仙台空港の旅客及び貨物の利用促進，新規路線の開設を目指した
エアーポートセールス等を宮城県，仙台市，関係市町，業界と連携
し促進

継続 26,800 県の目標数値と同じ 5 http://www.sdj-
airport.com/

33 （新）他地域から宮城に移転
する企業のための社員・家族
向け情報誌「伊達ファン」の発
刊

県内商工会議所との
連携協力のもと仙台商
工会議所が作成

新たに宮城に移転する企業の社員が,家族とともに安心して移住で
きるよう，仙台・宮城の魅力と，生活不安を解消するための生活関
連情報誌の作成し，円滑な移転を支援するとともに，関連する新た
な企業誘致の一助とする。

20年度から3
年間に亘り年
4回（1回当た
り5千部）

10,000 5 http://www.sendaic
ci.or.jp/date_fan/

34 （新）進出企業社員向け不動
産物件の情報提供サービス

県内商工会議所とも連
携しながら仙台商工会
議所が情報提供を行う

新たに進出する企業社員・家族向けに，ネット等を通じて住宅物件
情報，不動産情報を提供することで円滑な移転を支援する

平成20年度～ 5 仙台商工会議所
http://www.sendaic
ci.or.jp/

35 （新）進出企業説明会 県下会議所と連携し，
仙台商工会議所が実
施

平成21年に新規に立地する進出企業から，地域企業が進出概況を
直接聞く説明会を開催し，相互理解を深めながらビジネスチャンス
拡大，さらに将来に亘る地元のものづくり，ひとづくり推進の一助と
する

平成20年度
（3回）

1,380 5 仙台商工会議所
http://www.sendaic
ci.or.jp/

36 （新）地域力連携拠点事業 仙台商工会議所，気
仙沼商工会議所等が
支援拠点となり，県下
会議所ならびにパート
ナー機関と連携して実
施

県内の広域を支援対象に，小規模企業がもつ経営資源を有効に活
用して自社の強みがさらに強化されるよう，経営革新，地域資源活
用，農商工連携，事業承継等に関し，キメ細かな経営支援を行い，
小規模企業の付加価値創造と経営力向上を図るもの

平成20年度 20,000 窓口専門家相談件数年間250
件，専門家派遣年間50件，新規
創業年間20件

5 仙台商工会議所
http://www.sendaic
ci.or.jp/

37 エキスパートバンク事業（経
営・技術強化支援事業）

仙台商工会議所が幹
事会議所となり県下6
会議所で実施

県内の小企業等が必要とする専門的知識・技能を有する専門家（エ
キスパート）を企業に派遣し指導・助言を行うもの。

継続 1,880 登録エキスパート71名　指導企
業数90企業，相談件数140件

5 仙台商工会議所
http://www.sendaic
ci.or.jp/

38 ＪＡＰＡＮブランド育成支援事
業

宮城県商工会連合会 昨年度開発した鳴子地域の木地玩具と漆器の伝統的技術を融合さ
せた試作品を国際的な見本市へ出展し，市場化に向けたプロモー
ション活動等を展開するとともに，地域一丸となって国内外に通用す
るブランドの確立を図る。

平成20年度 4,200 2

39 創業塾 宮城県商工会連合会 創業に向けて具体的な行動計画を有する者等を対象として，創業に
至るまでに必要な具体的知識等を習得する短期集中研修をゼミ
ナール形式で開催。

平成20年度 2,330 開催回数　　１回
募集定員　２５名

5

40 経営革新塾 宮城県商工会連合会 経営革新を目指す経営者や若手後継者等を対象とした経営戦略，
マーケティング戦略，財務戦略，戦略プラン作成等の知識・ノウハウ
を習得し，実現可能な経営革新ビジネスプランを完成させるための
支援を行う。

平成20年度 2,570 開催回数　　１回
募集定員　２５名

5

41 提案型経営革新支援事業 宮城県商工会連合会 経営革新等指導支援体制を強化するため，「小規模事業者等ランク
アップ診断システム」を経営革新ツールとして更なる活用を図り，経
営者の自発的な経営革新意識の高揚を促すとともに，提案型指導
を通じて中小企業新事業活動促進法に基づく経営革新計画の承認
企業の輩出を図る。

平成20年度 2,693 １．ランクアップ診断システムによ
る企業健康診断
（１）一次診断実施企業数
　　１経営指導員２企業以上
（２）二次診断実施企業数
　　合併・広域エリア内
　　経営指導員４名以下で１企業
　　合併・広域エリア内
　　経営指導員５名以上で２企業
（３）経営革新計画の承認
　　目標件数　１０企業

5

42 セントラル自動車進出に伴う
講習会

宮城県商工会連合会 自動車産業の現況について情報提供を行うとともに，新たなビジネ
スチャンスに係る経営戦略構築の一助に資することを目的に開催す
る。

平成20年度 420 開催回数　　１回
募集定員　５０名

5

43 組織化支援・運営支援 宮城県中小企業団体
中央会

地域資源活用，団体商標取得，集団化，受注・販売の一本化等によ
り事業経営の充実・強化を行う中小企業連携組織の設立を支援

平成20年度 ― 設立支援　年間25件
運営支援　年間3,000件

1
2
3
5

中小企業
組合，ＮＰ
Ｏ，ＬＬＰ
等を活用
して活性
化を目指
す企業の
情報提供

44 組合特定問題研究会 宮城県中小企業団体
中央会

業界等が抱えている課題解決のために専門家等を講師とする研究
会を開催

平成20年度 ― 業界等の課題解決
年間25件

2
3
5

宮城県商工会議所連合会

宮城県中小企業団体中央会

宮城県商工会連合会

(社)みやぎ工業会

(社)東北ニュービジネス協議
会

2
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45 組合指導情報整備事業 宮城県中小企業団体
中央会

中小企業・組合等の情報化対応（ネットワーク，ホームページ作成・
維持等）を支援

平成20年度 ― 中小企業等の情報化促進 2
3
5

46 組合情報化推進研修事業 宮城県中小企業団体
中央会

中小企業・組合等の情報化機器活用を支援 平成20年度 ― パソコン利・活用技術向上
10団体

2
3
5

47 個別専門指導（テーマ別） 宮城県中小企業団体
中央会

組合等が直面した問題解決のため弁護士・税理士等の専門家を派
遣

平成20年度 ― 法律・税務・労働等の組合等が直
面した問題解決
20件

2
3
5

48 集中支援事業 宮城県中小企業団体
中央会

中小企業・組合等の経営者・後継者等の研鑽のための研修会を開
催

平成20年度 ― 経営者・後継者，組合役職員等
の人材養成，技術力向上のため
の支援

2
3
5

49 商店街近代化講習会開催・
調査研究

宮城県中小企業団体
中央会・宮城県商店街
振興組合連合会

商店街の活性化を図るための調査研究・経営者等の人材養成 平成20年度 ― 商店街の魅力づくり・活性化のた
めの諸調査・研修会

2
5

50 戦略的基盤技術高度化支援
事業

東北大学，企業 産学官の連携による共同研究開発・事業化を支援 平成19～21
年度

85,232 開発及び市場化展開 1

51 地域情報化推進事業
『東北ＩＴソリューションＥＸＰＯ
２００８』

（社）宮城県情報サー
ビス産業協会
日本情報振興協同組
合東北支部

会員のビジネスチャンスの拡大を図ると共に，一般企業ならびに個
人に向けてITの普及を図り，さらに次世代を担う「学生層に向けて宮
城のIT業界に関する情報を提供しアピールする」ことを狙いとした展
示とプレゼンテーション

平成20年度 協会負担分

600

昨年度と同等以上を目指す。
特に学生層の動員策充実に努め
る。

5

52 地域情報化推進事業
『中古ＰＣリユース事業』

（社）宮城県情報サー
ビス産業協会

『せんだい・みやぎＮＰＯセンター』と連携し『サポート資源提供シス
テム』ならびに『PC-Bridge活動』を実施

平成20年度 ― 提供件数の減少傾向に鑑み，改
めて会員に対する呼びかけを行
い２桁の台数提供を実現するよう
努める。

5

53 人材育成事業 （社）宮城県情報サー
ビス産業協会

（１）新人教育に関する事業
（２）中堅社員向け研修
（３）技術研修

平成20年度 (1)  14,100
(2)    3,250
(3)      800

・新人研修：受講者１８社，５４名
で実施中。
・中堅社員研修：昨年同規模を想
定する。
・その他研修については，今後時
宜にあったテーマを選定し実施す
る｡

5

54 人材育成事業
『産学協同実践的IT教育訓練
事業』

（社）宮城県情報サー
ビス産業協会
東北大学，東北学院
大学，仙台電波高専，
東北工業大学，宮城
大学

大学・高専生を対象に，従来の企業体験では得られない実効性の
ある実学訓練を実施し，地域の将来を担う人材を育成する

平成20年度 1,650 今年度は産学官によるコンソーシ
アムを構成し実施推進する｡
当協会の役割は昨年度と同様の
予定。

5

55 人材確保事業 （社）宮城県情報サー
ビス産業協会

中小企業労働力確保法に基づく『中小企業人材確保助成金』の受
給を受けた調査・広報・人材対策事業

平成20年度 総額
12,000

助成金受給の最終年度として，
当年度事業を推進すると共に，
３ヵ年に亘る事業の成果を把握し
今後の展開策を探る｡

5

56 事業共創委員会 宮城県
（社）宮城県情報サー
ビス産業協会

宮城県の「情報産業振興戦略」の重点５分野（組込み，OSS，情報
セキュリティ，デジタルコンテンツ，保健医療福祉）に対する事業化
への取り組み

平成20年度 計画中 5

57 誘客キャラバン 宮城県観光誘致協議
会

エージェント班別に官民混成にて実施中（6班×10名程度）。ＤＣの
告知を主な目的とし，対象は首都圏並びに名古屋・大阪。各社の本
社・営業本部・商品造成個所・販売店に対し観光客誘致を推進して
いる。

平成20年度 4,860 観光客等の宮城への誘致事業を
積極的に推進し，観光関連産業
の発展を図り，宮城の経済や文
化の発展に寄与することが全て
の事業の目的。今年度に関して
は「仙台・宮城ＤＣの成功」に向け
た取り組みが中心となる。

2 宮城県観光誘致協議
会
http://www.miyagi-
yuchi.jp/page_002/ind
ex.html

58 受入研修プログラム 宮城県観光誘致協議
会

宮城への理解促進を目的に6社の旅行会社社員を対象とした受入
研修を実施。

平成20年度 2,400 同 2

59 マスコミ招請 宮城県観光誘致協議
会

ホームページの活用による情報発信を加重し，マスコミ各社の希望
に合わせた取材の受入れを行なっていく。

平成20年度 900 同 2

60 関西圏誘客促進キャンペーン
（東北観光推進機構主催）受
入協力

東北観光推進機構 航空会社との連携により関西地区各旅行会社の企画担当者を対象
に実施予定。

平成20年度 180 同 2

61 「宮城・仙台」教育旅行・体験
学習研修会

宮城県・仙台市・（財）
仙台観光コンベンショ
ン協会・宮城県観光誘
致協議会

宮城県・仙台市・（財）仙台観光コンベンション協会と共に教育旅行
の誘致を目的に開催予定。開催地は主に札幌・函館地区。例年学
校関係者も多数参加。

平成20年度 250 同 2

62 SENDAI光のページェントへの
協賛

SENDAI光のページェ
ント実行委員会

平成20年度 200 同 2

63 公共事業の確保等並びに入
札・契約制度の改善要望

(社)宮城県建設業協会 公共工事予算が年々減少し，したがって，受注量が減少し，よって，
競争が激化してダンピングが行われ，非常に厳しい環境にあったの
で，その改善を望む。

平成13年初頃
からダンピン
グが始まる

2年ほど前から改善がなされてお
り，しかし，まだ十分とはいえない
ので一層の改善を望む。

　 国交省，国会，県等
に，入札・契約制度の
改善要請を行い，大分
改善がなされてきた。

64 会社経営支援及び建設産業
の振興

(社)宮城県建設業協会 会員企業の経営改善を図るため，あらゆる機会をとらえ支援を行
う。

平成10年度～

65 社会貢献CSR活動 (社)宮城県建設業協
会，日赤宮城県支部，
日赤宮城県献血セン
ター外

昨年10月頃に全国的に血液不足に見まわれたのを機に，会員一丸
となって，三者覚書きを取り交わし，平成19年11月末に調印式を行
い，現在進行中である，

パト→H10～，
献血→H19
～，国交省→
H18～，県→
H10～

今後とも，一層の充実が望まれ
る。

一昨年前から「子供
110番」パトロール事業
を導入。国交省と道
路，河川災害防止協
定の締結，県との協定
締結

66 建設環境問題対策並びに労
働災害防止

(社)宮城県建設業協
会,建設業労働災害防
止協会宮城県支部

年末年始，年度末を重点的に関係者による安全祈願祭を行い，「災
害ゼロ」に向け，一同祈願を行う。

昭和39年度～ 近年4～5人の死亡災害がおきて
おり，「ゼロ」に向け，一層の努力
をする。

67 雇用改善事業 (社)宮城県建設業協
会，行政機関等，（財）
みやぎ建設総合セン
ター

会員企業の雇用改善を図るため，優良企業を表彰するとともに，雇
用改善のための行政機関等，関係機関で意見交換を行う。

平成4年度～

68 労働環境改善事業 (社)宮城県建設業協会 週休２日制の推進のため，毎月第２土曜日を「ノー現場デー」として
定着を図っている。

平成9年度～ 週休２日制への完全移行を目指
し，「ノー現場デー」を設定し推進
を図っている。

69 新建設人材確保対策事業 (社)宮城県建設業協
会，実業高校，（財）み
やぎ建設総合センター

実業高校の土木科，建築科を対象に希望者に現場実習を行ってい
る。

平成7年度～ 14,400 折角希望した職業に就職しようと
しても，不景気のため他の職業に
就職せざるを得ない。

5 年々少なくなり，卒業
生の約半数は進学，
残りの40％強が他産
業へ，建設業は10％
前後

70 優良会員の表彰の実施事業 (社)宮城県建設業協
会，建設関連団体，行
政関係機関

優良会員の育成のため，各種表彰を実施 昭和52年度～ 5,800 宮城労働局，宮城県，
雇用能力開発機構宮
城センター，建設業協
会の四者主催

71 機関紙の発行配布事業 (社)宮城県建設業協会 会員への情報提供の一環として，「宮建ジャーナル」の発刊。毎日
の業界紙から要点を集約し会員へファックス

昭和55年度～ （NO65の事業と合
わせ事業費5,800）

宮建ジャーナルは年４回に分割
し，３ヶ月毎の情報を提供した。
（毎回1,000部）

72 緊急自然災害対策事業 (社)宮城県建設業協
会，関係行政機関

NO60とも重複。国交省東北地方整備局，宮城県覚書き締結 平成8年度～ 2,000 献血活動も含む。

73 暴力追放対策事業 (社)宮城県建設業協会 建設現場への暴力団介入が情報提供がある。その対応として県警
並びにOBの方々とも連携をとり対応

昭和62年度～ （NO67の事業と合
わせ事業費2,000）

暴力団の介入は完全排除を行
う。

（財）暴力追放推進セ
ンターとも連携を密に
し対応

(社)宮城県建設業協会

宮城県中小企業団体中央会

(社)宮城県情報サービス産業
協会

宮城県観光誘致協議会

3
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74 受託事業等 (社)宮城県建設業協会 関連団体からの委託事業 平成10年度～

75 支援・助成事業 (社)宮城県建設業協会 関連団体への支援・助成 平成5年度～ 74,000 前回，前々回と降雨のため
20,000人の参加であったが，今年
は倍を望む。

隔年実施の建設フェア
への助成も含む。

76 環境保全米全県運動事業 事業主体：ＪＡグループ
宮城
（県下全ＪＡ・ＪＡ宮城
中央会・ＪＡ全農みや
ぎ）

推進機関：
　・環境保全米運動推
進本部
　・食料安全・安心推
進委員会
　・環境保全米県民会
議

○環境保全米全県運動の展開
　・土づくり推進及び適期（晩期）栽培等の普及定着
　・JA生産基準の統一と周知徹底
　・環境保全型マネジメントシステムのの活用
　・県行政，NPO法人環境保全米ネットワークとの連携
　・環境保全米県民会議の開催

○安全・安心な農産物づくりと環境負荷軽減・資源保全の取り組み
　・生産履歴記帳の内部検査と事務省力化
　・宮城県版GAPに基づく啓発活動
　・農地・水・環境保全向上対策の取り組み推進
　・遺伝子組み替え作物栽培の規制に関する啓発

平成19～20
年度

○環境保全米全県運動事業
・県下全ＪＡにおける事業の取組
　（環境保全米づくり事業）
・Ｈ22年までに県下水稲作付面積
の70％，販売数量の100％を環
境保全米とする。

○安全安心な農産物づくり
・生産履歴記帳：
  県下全ＪＡ，ＪＡの取り扱う米の
100％
・ＧＡＰへの対応：
  県下全ＪＡにおける適正対応

3 ＪＡグルー
プの取組
に対する
連携と地
域段階に
おける行
政・関係
機関一体
となった取
り組みの
継続・強
化

77 食農教育事業 事業主体：ＪＡグループ
宮城
（県下ＪＡ・ＪＡ宮城中
央会・ＪＡ全農みやぎ）
推進機関：ＪＡ食育・食
農教育推進委員会（各
ＪＡにおける設置）

・Ｈ19～21年度の3カ年計画に基づく，取組具体策の具体化
・具体的取組計画に基づく，環境や食への理解促進と学校給食へ
の地元食材の提供を推進
・小・中学校の総合学習を活かした農業の体験学習の取組
・県内農業高校との連携強化・支援

平成19～20
年度

・県下全ＪＡにおける「食農教育プ
ラン」の策定（行政・ＰＴＡ等各関
係機関との連携）
・宮城県の食育プランに呼応した
取り組みの展開
・ＪＡにおける農業・農村体験の
場づくりの支援

3

78 ＪＡ介護事業及び高齢者生活
支援事業

ＪＡ宮城中央会
県下全ＪＡ

中央会：
・県下介護事業取組ＪＡの支援
・高齢者生活支援事業の支援
県下ＪＡ：
・質の高い介護事業の提供
・ディサービスセンターの設置
・元気な老人づくりと地域貢献並びに高齢農業者の生涯現役づくり
運動の展開
（平成１９年度～２１年度）
・助け合い組織の拡大

平成19～20
年度

○介護事業
　・ＮＰＯ法人介護ネットみやぎと
の連携によるサービスの質の向
上
　・訪問介護事業
　　　利用者数：800名（18年度）
→1,000名（21年度）
　・通所介護事業
　　　施設数：2（18年度）→4（21
年度）
　　　利用者数：160名（18年度）
→320名（21年度）
○元気な高齢者対策
　・生きがい作り（高齢農業者の
生涯現役）
　・生きがい共有の場の提供
（サークル・文化学習）
　・健康の維持増進を図る取組（Ｊ
Ａ総合検診）
○ＪＡ地域ボランティア事業・活動
　・ＪＡ助け合い組織
　　ａ）組織数23（17年度）→23（21
年度）
　　ｂ）会員数1,347名（17年度）→
1,500名（21年度）

3

79 県産県消運動の展開 主体：ＪＡグループ宮城
（県下全ＪＡ・ＪＡ宮城
中央会・ＪＡ全農みや
ぎ）

連携企業：Ｎツアー

・県内農業生産額向上による食料自給率の向上
・集落営農による野菜産地づくりとこれを発展させるべく宮城の園芸
ブランドづくり
・市民農園，学童農園，観光農業，農業体験ツアーなど購入人口の
増大と観光消費の拡大

平成19～20
年度

・県域食料自給率の向上対策の
実践（カロリーベース，農水省算
出）　H17年度：79％→H21年度：
90％
・県域部会の設置，集落営農組
織を中心とした全ＪＡにおける品
目別生産部会の充実による園芸
販売高の向上
・ＪＡ主体の直売所の設置　Ｈ19
年度20か所→Ｈ21年度：21か所

3

80 担い手の育成事業 事業主体：ＪＡグループ
宮城
（県下全ＪＡ・ＪＡ宮城
中央会・農林中金仙台
支店・ＪＡ全農みやぎ・
ＪＡ全共済連宮城）

推進機関：
・宮城県担い手育成総
合支援協議会
・宮城農業担い手基金

○集落営農など担い手づくりを軸とした地域農業振興
　・集落営農への支援
　　　◇集落営農組織運営支援
　　　◇農地集積支援
　　　◇経営管理運営支援
　　　◇法人化支援
　・担い手づくりと小規模・兼業農家等への対応
　　　◇担い手への個別事業対応機能強化
　　　◇集落営農への参画啓発（小規模・兼業農家）
　・JAグループ農業振興体制づくり
　・都市農業振興と資産管理支援

平成19～20
年度

・県下全ＪＡにおける事業の取組
　　（担い手育成事業）
・集落営農組織数（任意組織）
　Ｈ19.７月現在 434組織　→ Ｈ21
年度末  500組織
　集落営農組織の経営効率の向
上（任意組織の経営水準比較手
法の検討）
・H19年度より新規認証　H19年
度76名→H20年度100名

3
5

81 バイオ産業への連携 事業主体：ＪＡグループ
宮城・行政・大学・関係
業界

・バイオエタノール用多収穫稲作づくりの研究，バイオプラスチック
企業との連携検討
・水田の多用途利用の実践

平成19～20
年度

・行政と連携による，企業誘致，
労働力，資源の提供による地域
経済の貢献

3 バイオ関
連事業振
興に関す
る専任部
署の設置
と対応

82 県産水産物の高付加価値化 宮城県漁業協同組合 県産水産物のブランド化
ノリの県産種苗の開発
通信販売強化
輸出販路拡大

3

83 安全・安心な水産物の供給 宮城県漁業協同組合 貝毒・ノロウイルス・その他の検査体制の充実
ＨＰ等による情報公開

3

84 漁業経営基盤の強化 宮城県漁業協同組合 共販体制等の充実
燃油高騰対策の推進

3

85 海洋事故対策 宮城県漁業協同組合 事故防止対策
事故車・遭難者の救助対策
遺族支援活動

3

86 漁業系廃棄物処理の推進 宮城県漁業協同組合 カキ殻等のリサイクル推進 3

87 漁場環境の保全 宮城県漁業協同組合 藻場造成・海中造林活動
海底耕運による漁場環境改善
海浜清掃活動

3

88 水産資源の保全・管理 宮城県漁業協同組合 種苗放流
資源管理の取組み
有害生物駆除
密漁防止対策

3

89 内水面における水産資源の
維持管理

宮城県内水面漁業協
同組合連合会

種苗放流
漁場環境保全
魚食性外来魚の駆除

3

90 微弱エネルギー蓄電型エコハ
ウスに関する省エネ技術開発

東北大学，ＮＥＣトーキ
ン，松栄工機他

ＮＥＣトーキンがハイブリッド自動車用の電池として開発した新型リ
チウムイオン電池のアプリケーションの１つとして家庭用蓄電池とし
ての実証試験を中核にしたエコハウスプロジェクトを企画し，環境省
２０年度事業に採択された。

平成20～22
年度

120,000 プロジェクト終了後早期に，家庭
用エコ機器として実用化を目指
す。

5 今後実証
試験や市
民参加の
セミナーに
おいて協
力を頂き
たい。
特区等の
検討もお
願いした
い。

91 農工連携による軽労化を実
現する肥育牛の健康監視シ
ステムの開発

東北大学，テクノプラ
ザみやぎ，アイティリ
サーチ，日立プラント，
蔵王ミート他

MEMS-PCにおけるサクランボセキュリティの取り組みを母体に，各
実施者と獣害と和牛の肥育に係る研究開発を企画し，そのうちの和
牛の取り組みを先行して実施するためコンソーシアム化した。今年
度の開始を検討している。

平成20～22
年度

90,000 プロジェクト終了後早期に，高級
和牛向けの管理システムとして
実用化を目指す。

3
5

宮城県農業協同組合中央会

宮城県漁業協同組合

東北大学

(社)宮城県建設業協会

4
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平成２０年度取組概要
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92 有機薄膜太陽電池高効率化
用材料の高純度化

ＩＣＲ，イデアルスター，
東北大学

リチウム内包フラーレンの単離技術の確立を目指して，研究開発マ
ネジメントを行っている。経済産業省平成１９年度事業に申請してい
る。
そのほか，基礎物性からのアプローチを中心に他大学も含めコン
ソーシアム化について検討中。

平成20年度 80,000 単離を目指す。 5

93 宮城県産高機能大豆を利用
した脱豆腐製品の開発【継
続】

東北大学，太子食品
工業，ＦＭＳ

消費者味覚に対する課題となっていた「青臭み」「えぐ味」を欠失さ
せた地域発の新大豆を利用して，従来の豆腐と違った嗜好性の高
い革新的なスタイリッシュ豆腐の開発を行う。経済産業省１９年度事
業に採択。

平成19～20
年度

45,000 商品化を目指す。 3
5
食材王国
みやぎに
おける積
極的な支
援を期待
したい。

94 非鉄金属中核人材育成事業
【継続】

東北大学，細倉金属
鉱業他

非鉄製錬産業は，高品質な非鉄金属素材の安定供給を通じて，国
内の基幹産業や高度な先端産業を支えると同時に，我が国の資源
循環における中心的役割を果たしている。この資源循環の運営と発
展を担う中核人材を育成・維持するために，関係する産学が共同し
て新たな教育プログラムを開発・実施する。経済産業省１９年度事
業に採択。

平成19～20
年度

90,000 自立化を目指す。 5

95 マイクロシステム融合研究開
発拠点

東北大学 マイクロシステムとＬＳＩとを一体化するための基盤として，乗り合い
方式ウエハシステムの評価を行う。基盤技術の共有を中心とした新
しい産学連携システムにより，協働機関と共に，情報・通信，製造，
自動車，医薬品，医療などの分野で新しい応用システムの開発を行
う。多品種少量型製品でも実用化できる産学連携モデルを構築し，
地域と連携した大学発イノベーションの成功例を作る。

平成19～21
年度

約300,000/年
（協働機関からもほ
ぼ同額のコミットメ

ント）

マイクロシステムとLSI集積化基
盤技術の確立による共有知財の
創出
産学融合，分野融合による新し
いコンセプトのデバイスの創出
マイクロシステム融合開発を担う
人材の創出

1 人材育
成，情報
発信，多
品種少量
型製品技
術開発等
について，
県産業技
術総合セ
ンターや
MEMS
パークコン
ソーシア
ムとの連
携をさらに
強化した
い。

96 スマートエイジングプログラム 東北大学 加齢，高齢化による経年変化に賢く対処し，個人社会が知的に成熟
するための「商品」「サービス」「制度」の創出を通じて，「新しい地域
産業」高齢化社会に求められる「人材」の創出を目指す。

平成19年度～ １９年度のトヨタとの共同研究に
続き，産学連携による研究開発を
進め，健康・福祉ビジネス等の集
積を図る

1
2
特になし http://www.bureau.t

ohoku.ac.jp/cress/in
dex.html

97 良食味耐冷性イネ品種育成
の基盤構築

東北大学，古川農業
試験場

ひとめぼれ，ササニシキの良食味に基づき，ひとめぼれを超えるよ
うな耐冷性品種育成のための遺伝学的，分子生物学的基盤整備，
今年度は，特に，ひとめぼれとササニシキ雑種後代のRILを用い
て，特徴ある遺伝子のどの部分が耐冷性に寄与しているかを低下
遺贈で明らかにする。

平成18年度か
ら，24年度ま
でを初期目標
達成期間とす
る。

10,000 ひとめぼれを超える超耐冷性品
種育成基盤構築

3 新規な材
料も定量
いただき，
初期目標
までに，新
規な耐冷
性遺伝子
の同定な
どが可能
と考える。

98 地域イノベーション創出型研
究開発支援事業

東北大学多元物質科
学研究所　及び　社団
法人みやぎ工業会

お互いの特質と差異を生かした交流を通して，産学の交流の促進
及び地域の産業活性化に貢献することを目的とした，包括的協力協
定　締結

平成20年度以
降

0 無 5 特に無 無

99 ＥＬＶ由来の廃プラスチックと
ASR低減

東北大学国際文化研
究科（劉 庭秀）・㈱ヨシ
ムラみやぎ自動車リサ
イクルセンター（吉村慶
一）

廃車由来の廃プラスチックとASRの低減方法に関する研究既存のリ
サイクルシステムとは異なる解体方法を取り入れることによる廃プラ
スチックとASRを削減方法を提案

平成20～23
年度

750 (宮城県補助事
業申請予定)

廃プラスチックのリサイクル率向
上，ASR発生量の低減

5 関連企業
との総合
的な調整
と管理が
必要であ
るため，県
のコーディ
ネートが
必要であ
る。

100 東北学院大学産学連携推進
センターにおける各種事業

東北学院大学産学連
携推進センター

地域企業における研究開発などの助言・指導，技術者リフレッシュ
教育等の提供。

平成20年度 地域企業技術相談件数25件（東
北及び関東圏の企業を中心に，
設計技術，電子工学，熱応力解
析，製品開発，衝撃工学分野な
ど）。
みやぎカーインテリジェント人材
育成事業に協力。

1

101 基盤技術高度化支援に係る
相互協力

東北学院大学，宮城
県，ほか９機関

宮城県内企業における基盤技術の高度化推進。
企業への機器の開放。

平成20年度 機器65機種の開放（透過型分析
電子顕微鏡，共焦点レーザー顕
微鏡，高圧磁気測定装置，クリー
ンルーム，マシニングセンサ，
DNAシーケンサー，振動式磁力
計，自作ソフトなど）。

5

102 ハイテク・リサーチ・センター
整備事業（H18-22)

東北学院大学大学院
工学研究科

外場誘起歪を示すナノ材料とデバイスの開発。
産学連携の推進と学生支援。

平成18～22
年度

事業期間総額
500,000

ナノデバイスの機能性発現の解
明とその実用化。

5

103 社会人学び直しニーズ対応
教育推進プログラム(H19-21)

東北学院大学大学院
工学研究科

21世紀のキーテクノロジーを学ぶことによる理科好き小・中・高教員
の増大。

平成19～21
年度

15,000 教員を養成することによる理科好
き学生の増大。

5

104 現職・教員研修セミナー
（英語・地理・歴史・公民・商
業・数学・理科・工業・情報）

東北学院大学教職課
程センター

中学・高校教員の９教科に関する研修により，先端の学問的知見を
学びの現場に生かす。

平成20年度 949 参加教員数120名 5

105 経済学科開講科目「経済学
特殊講義Ⅰ」

東北学院大学経済学
部経済学科

本学経済学科学生対象科目。野村證券株式会社から講師を招き，
資本市場の役割と証券投資について学ぶ。

平成20年度 資本市場の役割と証券投資を学
ぶことにより，実務感覚を養う。

5

106 経済学科開講科目「経済学
特殊講義Ⅱ」

東北学院大学経済学
部経済学科

本学経済学科学生対象科目。宮城県経済商工観光部から講師を
招き，地域産業政策について学ぶ。

平成20年度 地域経済・地域政策の実態を学
ぶことにより，実務感覚を養う。

5

107 国等への要望 宮城県市長会 水産業振興に係る施策の充実について，実効性及び即効性のある
施策を実施するよう要望

平成20年度 ― ― 3 宮城県に対して要望

108 国等への要望 宮城県市長会 ものづくり人材育成の推進について，実効性及び即効性のある施策
を実施するよう要望

平成20年度 ― ― 5 宮城県に対して要望

109 国等への要望 宮城県市長会 特定重要港湾及び重要港湾整備に関する費用負担について，実効
性及び即効性のある施策を実施するよう要望

平成20年度 ― ― 5 宮城県に対して要望

110 国等への要望 宮城県市長会 地域高規格道路候補路線石巻新庄道路の計画路線早期指定につ
いて，実効性及び即効性のある施策を実施するよう要望

平成20年度 ― ― 5 国に対して要望

111 国等への要望 宮城県市長会 仙台空港を核とした地域交通ネットワークの整備促進について，実
効性及び即効性のある施策を実施するよう要望

平成20年度 ― ― 5 国に対して要望

112 食料産業クラスター展開事業 民間団体 「食料産業クラスター」の形成を通じ，地域食材を活用した新たな戦
略食品を創出するため，食農連携に意欲的な食品企業に対する情
報発信機能の強化，販路開拓や原材料となる地域食材の周年確保
等の取組に対する支援を行う。
   また，地域食材を活用した地域食品ブランドの確立を推進するた
め，地域食品ブランドの管理への支援を行う。

【補助率】定額，１／２

平成17～21
年度

609,000 ・食品製造企業を含む産学官の
連携・協力関係の促進
・地域食材を活用した新たな商品
の開発等の食品産業・農林水産
業の活性化の促進

1
3
5

- http://www.maff.go.j
p/j/supply/hozyo/s
oushoku/index.html

113 産学官連携経営革新技術普
及強化促進事業

都道府県，独立行政
法人，大学，民間団体
等

革新技術の導入による担い手の経営発展を図るため，普及組織を
中核とした産学官連携プロジェクトによる生産現場での新技術の確
立から，総合的な技術普及支援までの一貫した取組を支援する。

【補助率】定額

平成19～23
年度

197,385 ブランド確立による差別化，高付
加価値化

3 - http://www.maff.go.j
p/j/aid/hozyo/2008
/gizyutu/pdf/26.pdf

東北大学

宮城県市長会

東北農政局

東北学院大学
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「富県宮城の実現」に向けた各団体の取組計画（団体ごと） 資料２

取 組 の 目 的 ・ 概 要 実施年度 事業費
（千円）

目標
平成２０年度取組概要

事業主体事業名団体名 参考
該当
施策
番号

要望・提案

114 強い農業づくり交付金 市町村，農業協同組
合，農業協同組合連
合会，第３セクター，農
業者等
の組織する団体等

効率的かつ安定的な農業経営が地域農業の相当部分を担う望まし
い農業構造の確立を図るため，認定農業者等の担い手の育成・確
保及び担い手への農地の利用集積等の地域農業の構造改革の加
速化に資する生産施設，加工施設，流通販売施設及び土地基盤等
の整備を実施，産地における競争力を強化するため，農畜産物の
生産性や品質の向上等に必要な施設等の整備を支援する。

【補助率】定額，１／２以内等

平成17～21
年度

24,914,000 効率的かつ安定的な農業経営が
地域農業の相当部分を担う望ま
しい農業構造の確立を図る

3
5
- http://www.maff.go.j

p/j/aid/hozyo/2008
/seisan/pdf/15-
3.pdf

115 地域担い手経営基盤強化総
合対策実験事業

認定農業者，集落営
農組織等

認定農業者等の担い手による融資を主体とした農業用機械施設等
の導入に際して，融資残の自己負担部分について助成を行う。これ
により，担い手の経営責任と創意工夫による主体的な経営展開を
補完的に支援する。
【補助率】３／１０以内

平成19～21
年度

6,480,000 認定農業者等の担い手の育成・
確保及び担い手への農地の利用
集積

3 - http://www.maff.go.j
p/j/aid/hozyo/2008
/keiei/pdf/10.pdf

116 広域連携アグリビジネスモデ
ル支援事業

生産者サイド：認定農
業者等の組織する団
体，農協等
実需者サイド：事業協
同組合等

生産者と食品産業等の実需者が連携して農産物を安定供給・確保
する取組，複数の都道府県にわたる生産者が連携し生産・販売施
設等を整備する取組等，都道府県の枠を超えて行われる広域的な
アグリビジネスの取組に対して支援し，競争力のある担い手の育成
及び国産農産物の競争力の強化を図る。
【補助率】１／２，１／３以内

平成17～21
年度

761,994 競争力のある担い手の育成，国
産農産物の競争力を強化

3
5
- http://www.maff.go.j

p/j/aid/hozyo/2008
/keiei/pdf/09.pdf

117 農業経営基盤強化資金（農
林漁業金融公庫資金）

認定農業者 経営感覚に優れた効率的・安定的な経営体の育成に資するため，
農業経営基盤強化促進法の農業経営改善計画等の認定を受けた
農業者に対して，計画に即して規模拡大その他の経営展開を図る
のに必要な長期低利資金を農林漁業金融公庫から幅広く融通す
る。
【貸付利率】1.6～1.9％ (平成20年5月23日現在)
【融資率】100％

- - 担い手の育成・確保 3
5
- http://www.maff.go.j

p/j/keiei/kinyu/sikin
/index.html

118 経営体育成強化資金（農林
漁業金融公庫資金）

主業農業者
（農業所得が総所得
（法人にあっては，当
該法人の農業等に係
る売上高が総売上高）
の過半又は農業粗収
益が200万円（法人に
あっては，1,000万円）
以上等一定の要件を
満たす者）等

意欲と能力をもって農業を営む者に対し，経営展開に必要な前向き
投資資金と併せて償還負担の軽減のために必要な資金を一体的に
長期低利で融通することにより，効率的かつ安定的な農業経営が
農業生産の相当部分を担う農業構造の確立に資することを目的とし
て，経営改善資金計画に基づいて行う事業に必要な資金等を農林
漁業金融公庫から融通する。
【貸付利率】1.9％ (平成20年5月23日現在)
【融資率】80％

- - 担い手の育成・確保 3
5
- http://www.maff.go.j

p/j/keiei/kinyu/sikin
/index.html

119 農業近代化資金 ・認定農業者
・主業農業者

農業者等に対し農業協同組合等融資機関が貸し付ける施設資金等
に対し都道府県が利子補給を行う。
（農林中央金庫が貸し付けるものに対しては国が利子補給）
【貸付利率】農林漁業金融公庫資金並み
【融資率】認定農業者100％，認定農業者以外80%

- - 担い手の育成・確保 3
5
- http://www.maff.go.j

p/j/keiei/kinyu/sikin
/index.html

120 農業改良資金 ・認定農業者
・主業農業者

農業の担い手が農業経営の改善を目的として，その自主性や創意
を活かしつつ，都道府県知事から貸付資格の認定を受けた農業改
良措置（新たな農業経営部門への進出，新たな先駆的技術の導入
等）に取り組む際に必要な資金を無利子で貸し付ける制度。
【貸付利率】無利子
【融資率】認定農業者100％，認定農業者以外80%

- - 担い手の育成・確保 3
5
- http://www.maff.go.j

p/j/aid/hozyo/2008
/keiei/pdf/61.pdf

121
追加

技術革新波及対策事業
（国提案型事業）
1 先進的総合生産工程管理
体制構築事業
2 次世代大規模経営品質管
理システム実用化事業
3 麦の穂発芽リスク制御モデ
ル産地形成事業
4 施設園芸脱石油イノベー
ション推進事業
5 野菜低コスト供給パート
ナーシップ確立事業
6 地産地消モデルタウン事業
7 高機能たい肥活用エコ農業
支援事業
8 肉用牛振興を核とした地域
畜産新生システム構築事業
（産地提案型事業）

農業者団体，民間団
体等

農業生産に係る革新的な技術を迅速に確立し波及させるため，協
議会を開催，技術の普及，共同利用施設の整備等を支援する。
【補助率】 定額，１／２以内

平成19～21
年度

4,793,000の内数 農業生産に係る革新的な技術を
迅速に確立し波及を図る。

3 http://www.maff.go.j
p/soshiki/nousan/s
eisantaisaku/index.h
tml

122
追加

新需要創造対策事業
1 新需要創造フロンティア育
成事業
2 成分保証・分別管理システ
ム確立推進事業
3 成分保証・分別管理機械・
施設整備事業

農業者団体，新需要
創造協議会等

我が国の技術力を活かし，新食品や新素材を開発することにより，
農畜産物の新たな需要を創造するため，新食品や新素材に関する
情報の提供，協議会の育成，技術指導，共同利用施設の整備等を
支援する。

【補助率】 定額，１／２以内

平成19～21
年度

630,000 我が国の技術力を活かし，新食
品や新素材を開発することによ
り，農畜産物の新たな需要の創
造を図る。

2
3
- http://www.maff.go.j

p/soshiki/nousan/s
eisantaisaku/index.h
tml

123 農地・水・環境保全向上対策 地域協議会（都道府
県，市町村，農業団体
等から構成される団
体）

農地・水・環境の良好な保全と質的向上を図るため，地域ぐるみで
の効果の高い共同活動と先進的な営農活動を実施する地域の支援
を行う。

【補助率】定額

平成19～23
年度

30,186,022 農地・水・環境の良好な保全と質
的向上を図る

3 県の財政
難から平
成20年度
新規取組
を見合わ
せている
が，新規
取組要望
をしている
市町があ
ることから
更なる取
組をお願
いしたい。

http://www.maff.go.j
p/j/aid/hozyo/2008
/nousin/pdf/117.pdf

124 未来志向型技術革新対策事
業
（野菜低コスト供給パートナー
シップ確立事業）

農業協同組合，農業
生産法人，その他農業
者の組織する団体等

生産者・流通業者・実需者の連携の下，有限責任事業組合（ＬＬＰ）
等の枠組みを活用し，高性能機械のリレー利用，通いコンテナによ
る一貫輸送等を推進する。

【補助率】１／２以内，定額

平成19～21
年度

69,000 野菜生産者，流通業者及び実需
者の連携の下，高性能機械の産
地間リレー，利用資材・輸送費低
減を可能とする通いコンテナ，真
空予冷，オゾン水殺菌に対応した
集出荷・加工施設の改修等の技
術導入

3
5
- http://www.maff.go.j

p/j/aid/hozyo/2008
/seisan/pdf/15-2-
1.pdf

125
追加

未来志向型技術革新対策事
業
（施設園芸脱石油イノベーショ
ン推進事業）

農業者団体，民間団
体等

石油資源の価格が高騰する状況下，石油に頼らない施設園芸を実
現するため，トリジェネレーションシステム等を利用した温室や集出
荷施設等の導入を支援する。

【補助率】　１／２以内，定額

平成19～21
年度

156,000 エネルギーの利用効率を大幅に
高めるなどの革新技術を導入し，
施設園芸の生産・流通における
石油消費量を半減する脱石油施
設園芸生産・流通モデルを確立
する。

3
5
- http://www.maff.go.j

p/j/aid/hozyo/2008
/seisan/pdf/15-2-
2.pdf

126 学校給食用牛乳等供給推進
交付金

乳業者，生産者等で構
成する組織

安全で品質の高い国産牛乳を年間を通じ学校給食用に安定的かつ
効率的に供給し，我が国酪農の安定的発展と児童・生徒の体位・体
力の向上に資するための支援する。

【補助率】１／２，１／３以内，定額

平成20年度 2,200,000 学校給食用牛乳の安定的かつ効
率的な供給を推進

3 - http://www.maff.go.j
p/j/aid/hozyo/2008
/seisan/pdf/48.pdf

127 食品安定供給施設整備資金 食品の製造，加工又
はこれらの者の組織す
る法人

食品の製造又は加工の事業を営む者が食品の流通機能の高度化
（食品の製造又は加工に関するものに限る。）に必要な施設を整備
するための資金を農林漁業金融公庫が融資を行う。

【貸付利率】政策金利Ⅰ～Ⅲ，食品加工流通金利Ａ
（案件，貸付期間に応じて）

- - 生産・流通機能の改善による品
質の保持，低コスト化，高付加価
値化，安全性の確保を図る。

3 - http://www.afc.go.jp
/finance/pdf/12.pdf

128 食品流通改善資金（卸売市
場施設・近代化施設）

・卸売市場（付設集団
売場を含む）の開設者
（地方公共団体を除く）
・卸売市場の卸売業者
若しくはその組織する
法人
・ 卸売市場の仲卸業
者若しくはその組織す
る法人

生鮮食料品等の生産及び流通の円滑化，国民消費生活の安定向
上に果たすべき卸売市場の重要な役割にかんがみ，卸売市場の施
設，卸売業者等の業務の近代化を図るための必要な施設の造成等
について長期・低利資金を農林漁業金融公庫から融資を行う。

【融資率】卸売市場施設：80％以内
　　　　　　業者等施設：70％以内

- - 生産・流通機能の改善による品
質保持，低コスト化，高付加価値
化，安全性の確保を図る。

3 - http://www.afc.go.jp
/finance/pdf/16.pdf

東北農政局

6



「富県宮城の実現」に向けた各団体の取組計画（団体ごと） 資料２

取 組 の 目 的 ・ 概 要 実施年度 事業費
（千円）

目標
平成２０年度取組概要

事業主体事業名団体名 参考
該当
施策
番号

要望・提案

129
追加

食品流通改善資金（生産製
造提携・生産販売提携）

・農林漁業者，農林漁
業者が組織する法人
・食品製造業者（花き
を含む），食品製造業
者が組織する法人
・食品販売業者（花き
を含む），食品販売業
者が組織する法人

農林漁業者と食品製造販売業者等が提携して，産地から製造販売
段階まで一貫した品質管理システムを構築する。そのために必要な
資金を農林漁業金融公庫から長期・低利融資する。

【融資率】：事業費の８０％以内等

- - 生産・流通機能の改善による品
質保持，低コスト化，高付加価値
化，安全性の確保を図る。

3 - 農林漁業金融公庫
ホームページ
http://www.afc.go.jp/

130 食品流通高付加価値モデル
推進事業

民間団体 食品小売業者や商店街振興組合等が生産者団体等と連携して，地
域農水産物を活用したブランド化，オリジナル商品開発等付加価値
の向上を図る取組に支援を行う。
・生産者との連携によるブランド化等の取組支援とその普及

【補助率】定額・１／２以内

平成17～21
年度

27,987 生産・流通機能の改善による品
質保持，低コスト化，高付加価値
化，安全性の確保

3 - http://www.maff.go.j
p/j/supply/hozyo/s
oushoku/

131 食の安全・安心確保交付金 都道府県，市町村，農
業協同組合中央会，
農業協同組合連合
会，農業協同組合，営
農集団，特認団体

食品安全ＧＡＰの取組の推進による農産物の安全性確保を図る。

【補助率】定額（１／２以下）

平成17～21
年度

2,345,000の内数 ・生産・流通機能の改善による品
質保持，低コスト化，高付加価値
化，安全性の確保
・産地，農業者の自主的なＧＡＰ
の取組

3 - http://www.maff.go.j
p/j/aid/hozyo/2008
/syohi/pdf/12.pdf

132 食の安全・安心確保交付金
（地域における「食事バランス
ガイド」の普及・活用等の促
進）

都道府県，市町村，農
業協同組合中央会，
農業協同組合連合
会，農業協同組合，消
費生活協同組合，特
認団体

地域の教育ファーム推進計画作成に向けた取組や優良事例の収
集・情報提供など，地域における教育ファームの取組を支援する。

【補助率】定額（１／２以下）

平成17～21
年度

2,345,000の内数 社会的課題やニーズに応えた交
流の推進

3 - http://www.maff.go.j
p/j/aid/hozyo/2008
/syohi/pdf/11.pdf

133 低コスト植物工場成果重視事
業

農業協同組合，農業
協同組合連合会，農
事組合法人，農事組
合法人以外の農業生
産法人，特定農業団
体及び特認団体

季節や天候に左右されない園芸用温室の設置・運営コストを大幅に
低減する低コスト植物工場モデルの実証・確立に対する支援を行
う。

【補助率】１／２以内，定額

平成18～20
年度

8,000 低コスト植物工場技術の確立に
必要な新技術の実証・普及を推
進

3
5
- http://www.maff.go.j

p/j/aid/hozyo/2008
/seisan/pdf/15-
1.pdf

134 乳業再編整備等対策事業 広域指定生乳生産者
団体若しくはその会員

集送乳の合理化を推進するため，大規模な貯乳能力を有する施設
又は設備を整備する。

【補助率】１／３以内

平成8～22年
度

41,200,000 生産・流通機能の改善による品
質保持，低コスト化，高付加価値
化，安全性の確保を図る

3 - http://www.maff.go.j
p/j/aid/hozyo/2008
/seisan/pdf/49.pdf

135 新規米加工品需要開発事業
補助金
（＊米加工品新規需要研究
開発事業の組み替え）

民間団体等 新規米加工品を市場形成を促進し，米の消費拡大を通じた自給率
向上を図るため，新規米加工品の技術講習会や実需者向け展示
会・シンポジウムの開催，全国協議会の開催やホームページ等によ
る情報提供の取組を行う民間団体を支援する。

【補助率】定額

平成20～22
年度

4,000 平成２２年度までに，新規米加工
品に仕向ける原料米穀を５万トン
程度に拡大

3 -
http://www.maff.go.jp/
j/aid/hozyo/2008/syo
kuryo/pdf/05.pdf
事業開始に際して，２
０年２月から３月にか
けて，総合食料局にお
いて公募実施，宮城県
内の団体等からの公
募は無し。

136 畜産環境総合整備事業 都道府県，市町村，農
協，農協連，事業指定
法人

・家畜排せつ物処理施設とたい肥の還元用草地等の一体的な整備
による畜産経営環境の改善を図る
・草地等の多面的機能を活用した地域社会の活性化のための草地
及びその附帯施設の整備の実施を行う。

【補助率】１／２以内

平成7～22年
度

2,290,000の内数 バイオマスを利用した産地形成，
社会的課題やニーズに応えた交
流の推進

3 - http://www.maff.go.j
p/j/aid/hozyo/2008
/seisan/pdf/42.pdf

137 広域連携共生・対流等推進
交付金，広域連携共生・対流
等整備交付金

民間団体（農業協同組
合，ＮＰＯ法人，公益法
人等）

・都市と農村の多様な主体が参加して行う，共生・対流に資する広
域連携プロジェクト等を公募方式で選定して，支援を実施。
・都道府県を越えた広域的な連携の先導的取組を実現するために
必要な施設及び都市部での農業振興に必要な施設等の整備につ
いて支援。

【補助率】定額

平成19～23
年度

973,000 都市と農村が広域的に連携して
共生・対流の一層の推進を図る

3 - http://www.maff.go.j
p/nouson/koufukin/
index.html

138 景観・自然環境保全形成支
援事業

特定非営利活動法人
（ＮＰＯ法人）等

農村景観・自然環境の保全・形成等を通じて地域の活性化を推進
することを目的として，農村景観や自然環境の保全活動に関し，課
題解決の検討，地域資源の活用の検討，活動組織への直接支援
等を実施する。

【補助率】１／２以内

平成19～21
年度

183,300 都市住民・企業・NPO等の多様な
主体の農村景観・自然環境保全
活動への参画推進

3 - http://www.maff.go.j
p/j/aid/hozyo/2008
/nousin/pdf/110.pdf

139 農村コミュニティ再生・活性化
支援事業

ＮＰＯ法人，農業協同
組合，森林組合，水産
業協同組合，土地改
良区，商工会，地方公
共団体が出資する団
体等

農村コミュニティの再生・活性化に向けてNPO法人等が実施する，
都市から農村への定住の取組，農村と地域企業との連携による新
たな事業の創出の取組に対して支援を実施。農村コミュニティの活
性化に関する基本方針等を定め，その実現に向等けた実践活動を
行っている又は行おうとしている団体からの公募方式により事業実
施地区を選定する。
【補助率】１／２以内

平成18～22
年度

142，801 都市から農村への定住と農村と
地域企業との連携による新たな
事業の創出

2
3

農林水産省補助事業
のページ
http://www.maff.go.jp/
nouson/community/in
dex.htm

140 農山漁村（ふるさと）地域力発
掘支援モデル事業

地域協議会 地域住民，都市住民，ＮＰＯ，企業等の多様な主体を地域づくりの
新たな担い手としてとらえ，これらの協働により，「農山漁村生活空
間」を保全・活用するモデル的な取組を直接支援する。
【補助率】定額

平成20～24
年度

1,110,457 地域住民等の多様な主体によ
る，地域資源を活用した持続可
能で活力ある農山漁村づくりのモ
デルを構築

2
3

農林水産省補助事業
のページ
http://www.maff.go.jp/
j/nousin/soutyo/sien_
model/index.html

141 農村振興総合整備事業 都道府県，市町村等 地域の多様なニーズに応じた，農業生産基盤と農村生活環境の総
合的な整備を行うため支援する。

【補助率】50％

平成13年度～ 6,148,000 農業の健全な発展と農地の適正
な土地利用を図りつつ，ほ場整
備等により非農用地を創設し公
共施設等用地の整備，都市との
交流，健康で生きがいを持って暮
らせるよう生きがい農園等の整備

3 - http://www.maff.go.j
p/j/aid/hozyo/2008
/nousin/pdf/043.pdf

142 農業集落排水事業 都道府県，市町村等 農村地域における農業用用排水の水質保全，農業用用排水施設
の機能維持又は農村生活環境の改善を行うため支援をする。

【補助率】50％

昭和58年度～ 17,666,000 し尿，生活雑排水等の汚水等を
処理する施設の整備。

3 - http://www.maff.go.j
p/j/aid/hozyo/2008
/nousin/pdf/073.pdf

143 田園整備事業 都道府県，市町村等 各種公共公益施設用地整備，伝統的農業施設及び美しい農村景
観等の保全，復元等に配慮した各種生産基盤等の整備。

【補助率】50％

平成10年度～ 1,545,000 農村に存する伝統的農業施設及
び美しい農村景観等の保全，復
元に配慮した各種生産基盤等の
整備

3 - http://www.maff.go.j
p/j/aid/hozyo/2008
/nousin/pdf/076.pdf

144 地域用水環境整備事業 都道府県，市町村，土
地改良区，その他団体

農村地域に広範に存在する農業水利施設の整備と一体的に親水・
景観，自然環境等に配慮した整備を行い，生活空間の質的な向上
を図る。

【補助率】50％

平成12年度～ 2,212,000 景観，歴史的施設等の観光資源
との連携

3 - http://www.maff.go.j
p/j/aid/hozyo/2008
/nousin/pdf/077.pdf

145 リデュース・リユース・リサイク
ル事業
（リサイクル事業－動植物残
さ－）

廃棄物・リサイクル対
策に係る施設を設置す
る者（動植物性残さに
ついては，食品の製造
又は加工の事業を実
施する者を除く。）

卸売業者・外食産業等食品製造業以外の食品関連事業者及びリサ
イクル業者が食品廃棄物を肥料，飼料等に再生利用するための施
設整備に必要な資金を融通。
食品廃棄物を肥料，飼料等に再生利用に必要な上記の施設のう
ち，日本政策投資銀行が適切と判断したもの。

【貸付利率】新政策金利Ⅰ （融資率は案件による）

- - 地域のリサイクル業者が，食品
産業や地域の農畜水産業者と共
同して，食品産業から発生する食
品廃棄物を原料とする肥飼料等
を製造し，地域農業に提供する
仕組みづくりの確立

3 - 日本政策投資銀行
ホームページ
http://www.dbj.go.jp/ja
panese/loan/indicator
/pdf/E01.pdf

146 地域バイオマス利活用交付
金
（地域バイオマス利活用整備
交付金）

都道府県，市町村，農
林漁業者の組織する
団体，ＰＦＩ事業者，共
同事業体，第３セク
ター，消費生活協同組
合，民間事業者等

地域で発生・排出されるバイオマス資源を可能な限り循環利用する
総合的利活用システムを構築するため，バイオマスの変換・利用施
設等の一体的な整備等，バイオマスタウンの実現に向けた地域の
主体的な取組を支援する。

【補助率】１／２以内

平成19～23
年度

11,128,907 ・バイオマスを利用した産地形成
・食料等生産の枠を越えた農林
水産業の新
　たな領域の開拓
・都市と農山漁村間のバイオマス
利活用の促進

2
3
- http://www.maff.go.j

p/j/aid/hozyo/2008
/kanbou/pdf/4.pdf

147 バイオ燃料地域利用モデル
実証事業

民間企業等 農村の地域資源を活用して，国民生活の向上と農村の振興を図る
ことを目的とし，バイオ燃料の低コスト製造技術の開発とともに，地
域におけるバイオマス輸送用燃料の原料作物の調達から燃料の供
給まで一体となった取組を行う大規模技術実証に対する支援。

【補助率】　ソフト定額，ハード１／２以内

平成19～23
年度

2,921,211 バイオ燃料生産等生物資源産業
の育成

2
3
- http://www.maff.go.j

p/j/aid/hozyo/2008
/nousin/pdf/128.pdf
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「富県宮城の実現」に向けた各団体の取組計画（団体ごと） 資料２
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148 広域連携等バイオマス利活
用推進事業

消費生活協同組合，
事業協同組合，ＮＰＯ
法人，食品事業者，食
品廃棄物のリサイクル
を実施する事業者
ＮＰＯ法人，農林漁業
者の団体，消費生活
協同組合，事業協同
組合，食品事業者，食
品廃棄物のリサイクル
を実施する事業者，国
産原材料由来のバイ
オマスプラスチックの
事業者，食器等のリサ
イクルを実施する事業
者　等

食品事業者等が都道府県の行政界を越えて行う，広域的な食品廃
棄物等の利活用システムの構築，並びにバイオマスプラスチックの
リサイクルシステム及び国産原材料由来のバイオマスプラスチック
の定着のため，食品事業者等が行う啓蒙普及活動，実証試験等に
ついて支援する。

【補助率】１／２以内

平成18～22
年度

2,210,000 ・食品廃棄物等バイオマスの利
活用推進
・バイオマスプラスチックリサイク
ル推進

2
3
- http://www.maff.go.j

p/j/aid/hozyo/2008
/nousin/pdf/126.pdf

149 担い手育成・確保総合支援事
業（担い手アクションサポート
事業）

担い手育成総合支援
協議会（事業の実施に
当たっては，ワンストッ
プ支援窓口，担い手ア
クションサポート会議，
担い手アクションサ
ポートチームの設置が
必要。）

担い手の多様な経営状況に応じた支援を行うため，経営相談，技術
指導等の支援を一元的に実施する。

【補助率】定額

平成19～21
年度

2,250,000 ・担い手の育成・確保 3 - http://www.maff.go.j
p/j/aid/hozyo/2008
/keiei/pdf/01.pdf

追加
150

農山漁村活性化プロジェクト
支援交付金

都道府県，市町村，土
地改良区，農業協同
組合，森林組合，水産
業協同組合，農林漁
業者等が組織する団
体　　等

農山漁村地域において，農林漁業の振興その他就業機会の増大，
定住等を促進するための良好な生活環境の確保，都市等との地域
間交流の促進を目的とする施設の整備等の各種取り組みを，農・
林・水の縦割りなく総合的かつ機動的に支援。
【補助率】１／２等

平成19年度～ 30,546,000 ・農山漁村への定住者の増加
・二地域居住者の増加

2
3

農林水産省農山漁村
活性化プロジェクト支
援交付金のページ
http://www.maff.go.jp/
j/kasseika/k_project/i
ndex.html

追加
151

生産性限界打破事業
1 生産性限界打破モデル実
践事業
2 次世代園芸ロボット技術導
入検証事業

農業者団体，民間団
体等

現行の営農・技術体系における生産性の限界を新技術・新品種の
導入，未活用労働力・資本の有効活用により打破しようとする革新
的な営農モデルを構築・普及するため，協議会を開催，技術の実
証，共同利用機械の整備等を支援する。

【補助率】定額，１／２以内

平成20～21
年度

703,000 現行の営農・技術体系における
生産性の限界を新技術・新品種
の導入，未活用労働力・資本の
有効活用により打破しようとする
革新的な営農モデルの構築・普
及を図る。

3 - http://www.maff.go.j
p/soshiki/nousan/s
eisantaisaku/index.h
tml

追加
152

産地生産拡大プロジェクト支
援事業

市町村産地強化協議
会，市町村，農業協同
組合，農業生産法人
等

市町村内の農業関係者が一丸となり，主体性と創意工夫を発揮し
て行う生産拡大に向けた産地改革を促進することにより，国内農業
生産の増大を先導し，食料自給率向上の中核となる産地の確立を
支援する。

【補助率】１／２以内等

平成20～22
年度

1,265,000 生産拡大に向けた産地改革を促
進することにより，国内農業生産
の増大を先導し，食料自給率向
上の中核となる産地の確立を図
る。

3 - http://www.maff.go.j
p/soshiki/nousan/s
eisantaisaku/index.h
tml

追加
153

有機農業総合支援対策 協議会，民間団体 有機農業の推進に関する法律（平成18年法律第112号），有機農業
の推進に関する基本的な方針（平成18年4月27日農林水産大臣公
表）に即して有機農業への参入促進，有機農業に対する理解と関
心を増進するための普及啓発，有機農業の振興の核となるモデル
タウンの育成を支援する。

【補助率】定額，１／２

平成20～24
年度

457,000 ①有機農業者の育成確保，②有
機農業により生産される農産物
の生産・流通・販売の拡大・定
着，③有機農業に対する消費者
等の理解と関心の増進

3 - http://www.maff.go.j
p/j/seisan/kankyo/
yuuki/y_sogo/index.
html

追加
154

鳥獣害防止総合対策事業 協議会 地域における鳥獣による農林水産業等に係る被害を防止するた
め，事業実施主体を構成する市町村等が作成した鳥獣害の「被害
防止計画」に基づき，鳥獣の生育調査，追い払い，被害防止柵等の
取組に対する支援を行う。

【補助率】定額，１／２

平成20～22
年度

2,800,000 鳥獣害による被害面積，被害金
額等の軽減

3 - http://www.maff.go.j
p/j/aid/hozyo/2008
/seisan/pdf/03.pdf

追加
155

温室効果ガス排出削減農業
生産システムの確立・推進
（家畜排せつ物メタン発酵等
利用システム構築事業）

民間団体等 家畜排せつ物の処理過程で発生するメタンガスや消化液等を地域
内の園芸生産に有効活用することにより，農畜産分野における温室
効果ガス排出量を削減するモデル体系の確立を推進する。

【補助率】　１／２

平成20～22
年度

43,000 本事業のモデル実証地区におい
て，家畜排せつ物由来のメタンガ
ス等を農業生産に有効活用する
システムを確立する。

3
5
- http://www.maff.go.j

p/j/aid/hozyo/2008
/seisan/pdf/16-1-
1.pdf

追加
156

地球温暖化に適応した安定
的な農業生産技術等の実証・
普及

民間団体等 地球温暖化の影響による農作物の高温障害等を回避するための適
応技術の導入や取組を支援し，実証結果の普及を図る。

【補助率】　１／２

平成20～22
年度

43,000 本事業のモデル実証地区におい
て，高温障害等の適応（回避）技
術を確立し，生産性の向上を図
る。

3
5
- http://www.maff.go.j

p/j/aid/hozyo/2008
/seisan/pdf/16-
2.pdf

追加
157

担い手育成・確保総合支援事
業（集落営農総合支援事業）

担い手育成総合支援
協議会（事業の実施に
当たっては，ワンストッ
プ支援窓口，担い手ア
クションサポート会議，
担い手アクションサ
ポートチームの設置が
必要。）

集落営農の組織化に向けた活動を支援するとともに，集落営農組
織の運営や経営改善の促進，経営の多角化・複合化による収益向
上に向けた集落リーダー等の活動を支援する。

【補助率】定額

平成20～24
年度

950,000 ・集落営農の組織化の促進
・集落営農組織の運営・経営改
善，収益向上

3 - http://www.maff.go.j
p/j/aid/hozyo/2008
/keiei/pdf/03.pdf

追加
158

現場創造型（匠の技）活用・
普及支援事業

民間団体等 篤農家等が持つ技術を「匠の技」として確立し，若手農業者への技
術継承やその効果的な活用により地域活性化を図る取組の支援を
行う。

【補助率】定額

平成20～24
年度

80,000 技術（「匠の技」）の普及促進 3 - 公募関連情報
http://www.maff.go.jp/
j/supply/hozyo/08021
3_2.html

159 TOHOKUものづくりコリドー 東北経済産業局 東北地域の企業，大学等の研究機関，産業支援機関等と密接に連
携し，広域仙台地域をはじめ東北の優れたモノ作り力を基盤とする
産業クラスター第Ⅱ期中期計画「TOHOKUものづくりコリドー」を加
速的に推進する。

1 東北経済産業局
http://www.tohoku.me
ti.go.jp/sanclu/top/ind
ex.htm
【推進組織】（株）イン
テリジェント・コスモス
研究機構
http://san-cluster.icr-
eq.co.jp/

160 企業立地の促進 東北経済産業局 地域の特性・強みを活かした企業立地促進等を通じ，地域経済活
性化の実現を目指す。

1 経済産業省
http://www.meti.go.jp/
policy/chiikisinpou/ind
ex.html
企業立地支援センター
http://ritti.jp/

161 中小企業地域資源活用プロ
グラムの創設

東北経済産業局 各地域の「強み」である地域資源（産地の技術，地域の農林水産
品，観光資源）を活用した中小企業の新商品・新サービスの開発・
市場化を総合的に支援する。

1
2
3

中小企業庁
http://www.chusho.me
ti.go.jp/shogyo/chiiki/i
ndex.html
中小企業ビジネス支援
サイト J-Net21
http://j-
net21.smrj.go.jp/
expand/shigen/index.h
tml

162 農商工連携の促進 東北経済産業局 中小企業者と農林漁業者が連携して行う新商品等の開発・販売促
進等の取組を支援する。

1
3

東北経済産業局
http://www.tohoku.me
ti.go.jp/nosyokorenkei
/index.htm

東北農政局

東北経済産業局
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団体名（機関名）：         国土交通省（東北地方整備局，運輸局）

事業概要 事業費（千円）

1
石巻港　雲雀野地区
防波堤（南）

東北地方整備局

（延長　２６３０ｍ）
防波堤本体工、基礎工等 2,500,000

平成２７年度供用予定
（H19年度末時点　1660m供用済）

2
仙台塩釜港（仙台港区）
中野地区
岸壁（－１０ｍ）（改良）

東北地方整備局

（５バース）
岸壁地盤改良工、付帯工等 480,000

平成２０年度整備予定
（H19年度末時点　 1バース改良済）

3
仙台空港耐震化
          　　 整備事業

東北地方整備局

（Ｂ誘導路耐震改良）
地盤改良工等 335,000 平成３２年度整備予定

4
東北国際物流
　　　　　　戦略チーム

東北地方整備局
東北運輸局
東北経済連合会

・Ｈ２０．３にまとめた３つの提言、『東北全体としての
ポートセールス促進』・『ＬＣＬサービスの認知度向上に
よる東北港湾の利用拡大』・『総合的な物流サービスが
提供できる内陸物流コンビニの形成』のうち、前者２つ
について重点的に取り組む。
・今年度重点的に取り組む具体的方策
①荷主データベースの構築
②成功事例集の作成
③公開輸送の実施
④工業団地等での出前説明会の実施

5
常磐自道車道
（新地～山元）

東日本高速道路㈱

（延長　１６ｋｍ）
用地買収着手 700,000 平成２６年度全線供用予定

6
常磐自道車道
（山元～亘理）

東日本高速道路㈱

（延長　１２ｋｍ）
橋梁工事、施設整備推進 500,000 平成２２年度全線供用予定

7
一般国道６号
仙台東部道路
（仙台港IC(仮称)）

東北地方整備局

（仙台港ＩＣ（仮称））
用地買収、改良工事推進 1,100,000 平成２０年代供用予定

8
三陸縦貫自動車道
一般国道４５号
桃生登米道路

東北地方整備局

（延長　１３．８ｋｍ）
改良、橋梁、舗装工事推進
平成２０年度供用予定（Ｌ＝９．６ｋｍ）

600,000
平成２０年度全線供用予定
（H19年度4.2km供用済）

9
三陸縦貫自動車道
一般国道４５号
登米志津川道路

東北地方整備局

（延長　１６．１ｋｍ）
用地買収、改良、橋梁工事推進 4,500,000 平成２１年度一部（5.0ｋｍ）供用予定

10
三陸縦貫自動車道
一般国道４５号
本吉気仙沼道路

東北地方整備局

（延長　７．１ｋｍ）
用地買収着手 560,000 平成２０年代供用予定

11
三陸縦貫自動車道
一般国道４５号
唐桑道路

東北地方整備局

（延長　３．０ｋｍ）
トンネル、橋梁工事推進 2,600,000 平成２２年度全線供用予定

12
一般国道４７号
仙台北部道路

東北地方整備局

（延長　１３．５ｋｍ）
改良、橋梁工事推進 5,710,000

平成２０年代供用予定
（H14年度5.2km供用済）

13
一般国道４号
富谷大和拡幅

東北地方整備局

（延長　１３．３ｋｍ）
改良、橋梁工事推進 350,000

平成２２年度全線４車供用予定
（H19年度迄12.0km供用済）

14
「国分町３Ｗａｙ」方式（美味
し街の伊達な乗り場）プロ
ジェクト

仙台市中心部タク
シー交通問題対策協
議会

警察の協力により交差点付近を除いた部分について駐
車禁止を解除すること等により、タクシーを一列に並ば
せる。さらに、業界が自主規制を強化して、国分町通へ
の進入規制を行う。

6000

15

「ビジット　ジャパンキャン
ペーン」
外国における旅行博への
出展等事業

東北運輸局
宮城県
山形県
青森県
岩手県
東北観光推進機構
栃木・南東北国際観
光テーマ地区推進協
議会（栃木県・福島
県・宮城県・山形県）

・韓国での旅行会社への観光説明プロモーション
ソウル市内において現地旅行会社５０～６０社を招請
し、宮城・山形両県から３０社～４０社の民間ホテル関
係者の参加を図り観光セミナー及び商談会を行う。

・香港/中国（広州）での誘客プロモーション
香港及び広州の旅行会社を対象に、観光説明会、商
談会等を実施し、本テーマ地区の観光資源の売り込み
を行い、当該地域への旅行商品造成を働きかける。
民間観光施設者主体で４０名程度のミッション派遣団を
派遣。

・中国（大連）・東アジア国際旅行博2008（EAITF2008）
出展に伴う情報発信
当該旅行博に出展し東北の観光資源を情報発信する
とともに、旅行商品造成に向けた商談会・観光セミナー
を実施する。

6000

目標送客数２５００人

目標送客数　１２５０人
商品造成本数　５０本

目標送客数  300人
ブース来場者　5,000名

「平成２０年度　宮城県内の主要事業（国土交通省）」

備考（供用目標等） 関連HP等

平成２０年度　事業概要　NO
一連
番号

事業名 事業主体

資料３
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事業概要 事業費（千円）
備考（供用目標等） 関連HP等

平成２０年度　事業概要　NO
一連
番号

事業名 事業主体

16

「ビジット　ジャパンキャン
ペーン」
外国旅行会社・マスコミの
招請事業

東北運輸局
宮城県
山形県
JR東日本

・韓国/欧米・マスコミの招請（山形・宮城訪日促進）
欧米または韓国をターゲットとして東北の観光資源の
情報発信に積極的なマスコミのキーパーソンを招請す
る。視察対象は、日本三景の『松島』をはじめ、『秋保温
泉』、『山寺』等の宮城・山形の観光素材とし鉄道ルート
を中心に視察を行いこれらの情報発信を行う。

・台湾・旅行会社等の招請
東北への旅行商品造成に積極的な旅行会社のキー
パーソン及び東北の観光情報に関する情報発信に熱
心なマスコミ関係者等を招請し、仙台市及び北東北の
観光資源視察や商談会を実施する。
　景観・歴史、温泉、食を核として、工芸製作や収穫等
の体験も組み入れた新たな観光魅力も紹介する。

・香港・マスコミ招請
2007年10月28日からの仙台－香港便の就航により、秋
～春先にかけての商品造成をねらい、香港の旅行雑誌
等を扱うマスコミの企画担当者を招請し、現地視察・取
材を行わせ、記事掲載につなげることによりPRと需要
喚起を図る。紅葉、雪など香港市民にとって新鮮な東
北の魅力をPR

12500

媒体接触者数
韓国800,000人
欧米230,000人

商品造成本数　　40本
目標送客数　　　1,000人
媒体接触者数　2,560,000人

媒体接触者数1,300,000人
仙台発着便のメリットを強調した東北エ
リアの観光・交通手段等を紹介すること
により、旅行先としての認知度向上と旅
行の具体的なイメージ醸成につなげる。

17

「ビジット　ジャパンキャン
ペーン」
外国においての観光テレビ
放送等宣伝事業

東北運輸局
栃木・南東北国際観
光テーマ地区推進協
議会（栃木県・福島
県・宮城県・山形県）
東北観光推進機構

・東北広域観光テレビ宣伝（香港・中国広州）
香港・広州をターゲットとしたテレビ宣伝事業を１９年度
に続き実施する。実施にあたっては、現地のテレビ局を
招請し、東北に存在する観光施設等の中から現地の
ニーズにあった施設等のロケを行うとともに、テーマ別
に区分し放送することにより現地での更なる知名度向
上と誘客促進に資する宣伝事業を実施する。

・台湾・観光テレビ放送等宣伝
東北地方における訪日市場で最も優良な台湾でのテレ
ビを利用し、宣伝事業を実施する。
台湾のテレビ局の番組製作担当者を招請し、日本への
関心を持つ台湾消費者を直接のターゲットに南東北を
中心とした「“東路”～武家のロマン、日本のふるさと、
自然と温泉との出会い～」のメインテーマの下、当該地
域の特徴である次の４つの観光資源を取り入れた旅行
番組を作成し、本地域の観光資源の魅力を情報発信
するとともに旅行需要喚起を図る。

10000

目標視聴者数　2,000万人
香港はもちろんのこと、放映エリアであ
る広州においても日本東北の観光に関
するテレビ放映を行うことにより、東北
の更なる知名度向上と誘客促進を図
る。

媒体接触者数2,000,000人

18 観光圏整備事業

東北運輸局
東北地方整備局
県又は市町村、観光
関係団体、公共交通
事業者、農林漁業団
体、ＮＰＯ等

地域の幅広い関係者が連携した地域の活性化の取組
みを総合的かつ一体的に国が支援することにより、国
際競争力の高い魅力的ある観光圏の形成を促進す
る。

１圏域当たり総
事業費の40％を
上限(10,000以
上）

滞在促進に重点的に取り組む地区を整
備することにより、２泊３日以上の滞在
型観光を目指す。

19
「ニューツーリズム創出・流
通促進事業」実証事業

東北運輸局
東北地方整備局
市町村、観光関係団
体、ＮＰＯ、旅行業者
等

国内旅行需要拡大のため、地域資源を活用した体験
型・交流型の新たな形態の旅行商品の創出と流通の
促進を図る。

１地域1,000程度
モニターツアーの実施による新たな旅
行商品の造成化を図る。

http://www.mlit.go.j
p/sogoseisaku/kank
o/

20

仙台北部工業団地等への
企業立地に伴い発生する
通勤等の公共交通利用の
促進（エコ通勤の推進）

東北運輸局

仙台北部工業団地等への企業誘致に伴う従業員等県
内転入者に対して、環境に配慮し、かつ利便性の高い
公共交通による通勤を推進するため、自治体・交通事
業者・学識者等と連携して居住地選択段階より効果的
に交通手段に関する情報提供等を行う。以て、企業誘
致PRの一環とするとともにマイカーからのCO2排出量
の削減により、経済活動と環境保全の両立を図る。

3000 年度内に実証実験による運行を実施。
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平成２０年度 宮城県内の主要事業（国土交通省【港湾・空港関係】）

石巻港

仙台塩釜港

仙台空港

仙台港区

２．仙台塩釜港（仙台港区）
中野地区岸壁（-10m）（改良）

（５バース）
○岸壁地盤改良工、附帯工等

３．仙台空港耐震化整備事業
（Ｂ誘導路耐震改良）
○地盤改良工等

１．石巻港雲雀野地区防波堤（南）
（延長２６３０ｍ）
○防波堤本体工、基礎工等



12.一般国道47号
　 仙台北部道路

７.一般国道６号
　 仙台東部道路
　(仙台港IC(仮称))

９.三陸縦貫自動車道
　 一般国道45号
　 登米志津川道路

10.三陸縦貫自動車道
　 一般国道45号
　 本吉気仙沼道路

11.三陸縦貫自動車道
　 一般国道45号
　 唐桑道路

８.三陸縦貫自動車道
　 一般国道45号
　 桃生登米道路

13.一般国道４号
　 富谷大和拡幅

（山元～亘理）

５.常磐自動車道

６.常磐自動車道

（新地～山元） 供　用　中

事　業　中

凡　　例

山形自動車道

仙
台
東
部
道
路

仙台南部道路

仙
台
北
部
道

三陸縦貫自動車道

東
北
縦
貫
自
動
車
道

山形自動車道

東
北
縦
貫
自
動
車
道

常
磐
自
動
車
道

仙台南部道路

仙
台
北
部
道
路

三陸縦貫自動車道

東
北
縦
貫
自
動
車
道

東
北
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平成20年度 宮城県内の主要事業(国土交通省【道路関係】) 



 

団体間で連携可能な取組に関する検討テーマ（案） 

 

団  体  名 団体間で連携可能な取組に関する検討テーマ及び理由 

（社）みやぎ工業会 

 

 

 

１ 異業種交流促進により県内企業の活性化を図る。 

２ 県内製造企業間での取引の拡大を図る。 

３ 宮城ブランド「モノ」（製造業版）の構築を目指す。 

４ 県内製造業の次代を担う人材を育成する。 

５ 産学官の一歩踏み込んだ連携を図る。 

６ 産学官が連携し、共同で産業人材の確保を図る。 

７ 団体間連携により各団体の体制を強化し、県内製造業の

底上げと富県戦略へ貢献する 

※ 上記は,団体間で連携が必要な取組に関する検討テーマ 

 

宮城県商工会議所連合会 ○工業関連の人材育成体制，内容の充実，強化（継続） 

【理由】 

・富県宮城の実現を根底から支える工業関連産業を確実なも

のとしていくため 

 

宮城県観光誘致協議会 

 

 

 

○ポスト DCに向けた産業間の連携推進 

【理由】 

・DC推進協議会の仕組みを継続したい。 

 

資料４ 



 
資料５ 

（仮称）富県宮城グランプリ表彰制度(案） 

 

１．目的 

  「富県宮城の実現」に向けて、本県産業の発展、地域経済の活性化に対する貢献が顕著

である企業・団体などを称えることにより、「富県共創！」への関心を高め、「富県宮城の

実現」に向けた機運醸成を図り、県民、企業各層の主体的な取組みを促進する。 
 
２．表彰者 

宮城県知事 
 
３．表彰対象者 

県内に事業所等を有し、３年以上の経営又は活動の実績があり、かつ、本県産業の発展

及び地域経済の活性化に対する貢献が顕著であると認められる企業、個人及び団体とする。 
  なお、「団体」には法人格を有する団体のほか、自治体や企業連携、地域連携、産学官

連携等の任意団体・グループ等を含むものとする。 
 

４．賞 

  （仮称）富県宮城グランプリ（企業部門） １企業 
同  （個人部門） １個人 
同  （団体部門） １団体 
 

５．選考方法 

  富県宮城推推進会議の意見を聞き、宮城県知事が選考する。 
 
６．表彰授与の内容 

  褒状及び記念品の授与 
 
７．スケジュール 

  平成２０年１０月 募集開始 
  平成２１年 ３月 表  彰 



平成２０年度富県宮城推進会議及び幹事会スケジュール（案） 

 

年月日 富 県 宮 城 推 進 会 議 富県宮城推進会議  幹事会 

H２０ 
５月２６日 

 第１回幹事会 

《議題》 
①「富県宮城の実現」に向けた取組実績及び

取組計画について 
②団体間で連携可能な検討テーマ（案）につ

いて 
③「富県宮城の実現」に関する表彰制度につ

いて 
④年間スケジュール（案）について 
 

６月 ４日 第１回推進会議 

《議題》 
①「富県宮城の実現」に向けた取組実績及び

取組計画について 
②団体間で連携可能な検討テーマ（案）につ

いて 
③「富県宮城の実現」に関する表彰制度につ

いて 
④年間スケジュール（案）について 
 

 

７月１５日 
 
 

 
 
 

第２回幹事会 

《講演及び意見交換》 

９月上旬  第３回幹事会 

《議題》 
・団体間での協働化事業（案）について 
 

H２１ 
２月中旬 

 第４回幹事会 

《報告》 
・平成２１年度宮城県の重点事業(案）及び「み
やぎ発展税」の活用事業(案)について 

《議題》 
 ・平成２２年度の富県宮城推進会議の運営

（案） 
 

３月中旬 第２回推進会議 

《報告》 
・平成２１年度宮城県の重点事業及び「みや

ぎ発展税」の活用事業について 
《議題》 
 ・平成２２年度の富県宮城推進会議の運営

（案） 
 

 

 

資料６ 



 

 
 

宮城県民経済計算（平成 18 年度・速報）の概要 

 

◇ 概  況 

 

 

 

・ 県内総生産（生産側）は、名目では８兆 5,691億円、実質では９兆 2,887 億円 

・ 経済成長率（＝県内総生産の対前年度増加率）は、名目では３年連続のプラス成長、実質では５年

連続のプラス成長となった。 

・ 県民所得は６兆 2,602 億円で 1.2％増（17 年度 2.2％増）と３年連続の増加。一人当たり県民所得

は 2,659 千円（同 2,620 千円）で 1.5％増（同 2.5％増） 

 

◇ 生産・分配・支出の各系列の動き 

１ 県内総生産（生産側） 

第一次産業は、名目で 0.1％の増加（17 年度 4.6％減少） 

・ 農業は、野菜や果実で産出額が増加したものの、米価の下落により米の産出額が減少したこ

となどから 3.7％減 

・  水産業は、まぐろ類やさば類の価格が上昇したことなどにより海面漁業が増加したほか、海

面養殖業においても魚類などが増加したことから 6.7％増 

第二次産業は、名目で 2.5％の増加（同 2.8％増） 

・ 製造業は、構造用鋼などの一次金属や、自動車関連部品などの輸送機械などが増加したこと

から 2.5％増と３年ぶりに増加 

・ 建設業は、民間工事が居住用や鉱工業用など民間工事全体で増加し、公共工事を含んだ建設

業全体でも 2.7％増と２年連続の増加 

第三次産業は、名目で 0.1％の減少（同 1.1％増） 

・ 電気・ガス・水道業は、電気業の産出額の減少により 5.5％減、卸売・小売業は 2.4％減、運

輸・通信業は 0.2％減 

・ サービス業は 1.3％増、金融・保険業は 0.3％増 

２ 県民所得 

・ 県民雇用者報酬は、４兆 4,556 億円で 0.3％増（17 年度 0.5％増） 

・ 財産所得は、2,600 億円で 15.7％増（同 27.1％増） 

・ 企業所得は、１兆 5,446 億円で 1.8％増（同 4.6％増）。うち民間法人企業所得は 3.1％増（同

6.6％増） 

３ 県内総生産（支出側） 

・ 民間最終消費支出は、４兆 3,428億円、0.4％増（17 年度 0.1％増） 

・ 政府最終消費支出は、１兆 6,619億円、0.6％増（同 2.1％増） 

・  総資本形成は、１兆 9,302 億円、6.7％増（同 0.2％増）。うち民間企業設備は 11.8％増（同 3.0％

増） 

 

※ 平成 18 年度・速報の推計値は、回帰分析の手法等によって作成したものであり、平成 18 年度県民経

済計算の確報（平成 20 年 12月頃公表予定）までの暫定値である。 

 

参考資料１ 

県 経済成長率  名目 0.5％ （平成 17 年度  1.4％） 

         実質 1.2％ （平成 17 年度  2.7％） 
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「平成２０年度 第１回富県宮城推進会議幹事会」 会議録要旨 

 

日  時：平成２０年５月２６日（月）午後３時から午後５時まで 

場  所：宮城県行政庁舎４階 特別会議室 

出席団体：資料名簿のとおり 

 

１ 開  会（司会：宮城県経済商工観光部富県宮城推進室 熊谷副参事） 

 

２ あいさつ（東北大学 渡邉理事（幹事長）） 

・ 先週の１９日には，県と市町村など関係団体の共催による企業立地セミナーが，自動

車産業の拠点である名古屋市内で４年振りに開催されるなど，自動車関連産業の一層の

産業集積を図る取組が着実に進められている。 

・ また，今年１０月には「伊達なバス旅」といった名称で，県内各地を結ぶ仙台発日帰

りバスツアーの企画を始め，数多くの地元ならではのイベントの準備が進む「仙台・宮

城デスティネーションキャンペーン」の本番を迎えるなど，設立２年目を迎え，この富

県宮城推進会議においては，一層積極的な取組が期待されているところである。 

・ こうしたなか，本日は，参加団体の皆様から，「富県宮城の実現」に向けた取組の状況

と今後の取組予定などを報告して頂くとともに，富県宮城推進会議における今年度の取

組計画について協議することにしている。 

・ 限られた時間ではあるが，「富県宮城の実現」に向けた飛躍の年となるよう，年度計画

の策定に向けて，御協力よろしくお願いしたい。 

 

 

  あいさつ（宮城県 北村経済商工観光部次長（代理）） 

・ 昨年度は，会議の設立初年度にもかかわらず，団体間の協働化した取組や，「みやぎ発

展税」を活用した取組などに対し，積極的な御議論，御提案を頂戴するなど，「富県宮城

の実現」に向けて多大な御尽力を頂いておりますことに対し，心より感謝申し上げる。 

・ さて，３月に公表された宮城県の平成１８年度の経済成長率と県内総生産額は，名目

で０.５％増加の８兆５,６９１億円，実質で１.２％増加の９兆２,８８７億円となって

おり，県内総生産１０兆円を達成するためには，第１次産業から第３次産業までの各分

野で，「富県宮城の実現」に向けた一層の取組が必要となる。 

・ 県としては，平成２０年度を「富県宮城の実現」に向けた加速の年と位置づけ，特に

「みやぎ発展税」を活用した事業を積極的に展開することなどにより，県内総生産１０

兆円の達成をより確実なものにしていくこととしている。 

・ 富県宮城推進会議も２年目を迎え，昨年度と同様「富県宮城の実現」に向けた積極的

な取組が期待されているところであり，各団体におかれても，主体的に取り組んで頂き

ますよう，よろしくお願い申し上げる。 

 

３ 議  事 

（１）「富県宮城の実現」に向けた各団体の取組実績及び取組計画について 

国土交通省（東北地方整備局，東北運輸局）から資料５に基づき「平成２０年度の

宮城県内の主要事業」について説明，続いて出席団体，東北農政局及び東北経済産業

参考資料２ 
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局から資料３を中心に「富県宮城の実現」に向けたそれぞれの取組計画について説明 

 

東北大学 渡邉理事（幹事長） 

○ 各団体から「富県宮城の実現」に向けた，主に平成２０年度の取組計画の説明があっ

たが，これに関して質問はいかがか。 

⇒ 質問はなし 

 

（２）団体間で連携可能な検討テーマ（案）について 

 

東北大学 渡邉理事（幹事長） 

○ 昨年は，団体間で連携可能な取組として，一つはデスティネーションキャンペーンに

関し「観光」を取り上げた。それと「人材育成」という二つのテーマを検討してきた。

平成２０年度の団体の取組計画を見ると団体間連携可能なものがあるように考えられ

るが，平成２０年度も引き続き連携可能な取組を検討していくこととしてよろしいか。 

 

(社)みやぎ工業会 白幡副会長（副幹事長） 

○ 製造業と一次産業との違いがあるが，成長させるための人材の確保が本当に大丈夫な

のかということを，それぞれきっちり皆で再認識する必要があるのではないか。 

○ そのような視点でいうと，１９年度は「産業人材」の検討を行ったが，工業会として

は，２０年度おいては人材の確保の観点からシミュレーションを行い，供給と需要，質量

の面でマッチングするのかなど，是非一つは連携を検討してみてはどうかと思う。 

 

東北大学 渡邉理事（幹事長） 

○ 具体的には連携可能な「人材育成」ということで説明があったが，御異議がないよう

なので，前年と同じように団体間で連携可能な取組を今後とも検討していくこととする。 

○ 団体間で連携可能な取組検討テーマ案について，事前に各団体から提出されており，

資料６に取りまとめている。今後の進め方ついて事務局から説明願う。 

 

事務局（富県宮城推進室 加藤室長） 

  （資料に基づき説明） 

○ 検討テーマについては，昨年度と同様に二つくらいに絞り込んでいただき，幹事会で

はフレームの策定を９月頃までにお願いしたい。 

 

東北大学 渡邉理事（幹事長） 

○ 人材育成は，どの時代においても，大事なキーワードである。今後とも「人材育成」

をどのように進めるかに関しては，幹事会で取り上げて協議していく必要があると考え

ている。 

○ 今年度の検討テーマ案については，既に御提案を受けているので，その内容について，

どういった団体との連携が想定されるかなどを含めて，説明願う。  

 

(社)みやぎ工業会 白幡副会長（副幹事長） 

○ 工業会の提案としては，大きく分けて３つある。一つ目は「人材確保と育成」，二つ

目は「産学連携」，これには「ニーズ先行型」の産学連携と「シーズ先行型」の産学連
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携がある。「ニーズ先行型」の産学連携としては，「ＫＣみやぎ」であり，「シーズ先

行型」の連携は東北大学の産学連携推進本部との連携であるが，工業会に限らず産業界

として，連携を更にどう進めるかが課題である。 

○ 三つ目には「ブランド化」。県内で元気が良い中堅・中小の製造業をどう継続して排

出していくかが重要であり，そのための各団体の支援サポート，支援事業があるものの，

効果の面で今後最適化を図っていく必要がある。既に工業会の政策委員会で，各団体に

参画して頂いているが，もう少し輪を広げて検討していくことができるのではないか。 

 

宮城県商工会議所連合会 佐藤理事・事務局長 

○ １９年度は初年度ということもあり，スキーム作り，体制作りであった。２０年度は

これをもとに具体的に「人材育成」を実際に進めていきたい。工業会からも話があった

が，工業会，ＫＣみやぎ等と連携を密にしながら具体の事業を進めていきたい。 

 

宮城県観光誘致協議会 小松副会長（代理） 

○ ＤＣに向けて，時間がなかったため，体験型の観光を大急ぎでつくったが，ポストＤ

Ｃに向けて，せっかく出来上がった１次産業の方々との連携を密にし，出来上がった商

品をブランド化していきたい。 

○ 実際，松島では農業の方が米を作り，また３次産業のホテル等のメンバーが田植えか

ら稲刈りまでをして，酒を造ったが，お客様に大好評だった。今年度は昨年の倍の量を

確保することにしているが，これまで交流の無かった１次産業と３次産業との結びつき

が出てきており，これを機会に是非このような取組を積極的に取り組んでいきたいとい

う意味でテーマを提案した。 

 

東北大学 渡邉理事（幹事長） 

○ それぞれの団体が，それぞれの工夫の中で努力なされている。このような中，富県宮

城推進会議が存在することは，それぞれの異業種の連携を検討する上で，極めて大事な

ことと思う。この件に対して，御意見いかがか。 

 

宮城県農業協同組合中央会 阿邊常務理事 

○ 先ほどの説明の中で，仙台北部の工業団地に立地する企業では、現在３千台の自家用

車通勤がなされているとのことであるが，今後，セントラル自動車の関係も加わり，こ

のような人が「食べる」ということをどのように考えているのかと思う。最近，隣県で，

そういうものに対応するとの話が聞こえてくる。 

○ 本県は，地産地消，県産県消を提唱しており，我々農業団体としても，社員食堂など

の食材に地場産のものを食べていただくため，企業と行政，関係機関と我々とが連携し

て取り組んでいく必要があるのではないか。 

○ ３千人ということであるが，家族を含めたら相当な数になる。観光消費の食料消費金

額は，他県で調査した結果，１０％程度と聞いているがそれでも大きいし，なお定住の

方への食材をきちんと提供していくことは重要なことではないか。 

 

東北大学 渡邉理事（幹事長） 

○ 今日，資料を見ただけでは，具体的にどのようなものを連携可能テーマとして行って

いくか決めるのは十分でないと思うので，次回の幹事会で再協議をして，連携可能テー
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マを決めていきたいと思うがいかがか。 

⇒ 了承 

 

（３）「富県宮城の実現」に関する表彰制度について 

（富県宮城推進室 加藤室長が資料７に基づき説明） 

 

東北大学 渡邉理事（幹事長） 

○ 「（仮称）富県宮城グランプリ表彰制度」は，自薦，他薦のどちらでも良いのか。 

 

事務局（富県宮城推進室 加藤室長） 

○ 事務局としては，今のところ，自薦，他薦はありと考えている。団体からの意見をい

ただくこともあるかとも思っている。 

 

東北大学 渡邉理事（幹事長） 

○ 表彰制度は，あった方が良い。このような表彰制度を設けることによって，良い意味

で競争が出てくるはずであり，そのような方向に持っていければと思う。前向きに検討

していただくこととしたいので，事務局よろしくお願いする。 

⇒ 了承 

 

（４）年間スケジュール（案）について 

（富県宮城推進室 加藤室長が資料８に基づき説明） 

⇒ 了承 

 

（５）その他 

【今後のスケジュール】 

事務局（富県宮城推進室 熊谷副参事） 

○ 第１回富県宮城推進会議は６月４日，次回の幹事会は渡邉幹事長と調整の上，７月上

旬に開催予定。 

 

 

４ 閉  会 


